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第1は じめに

本訴 訟 にお い て原 告 らは，本件事故 の発生 につ いて被告東京電力に故意又

はそれ に匹敵す る重過失 があ り，被告東京電力の行為の悪質性 を踏まえると，

原告 らの慰謝料額 が増額 されるべきである と主張する。

かかる原告 らの主張に対 しては，既に答弁書，被告東京電力準備書面 （3），

同 （5） ， 同 （6） ，同 （9） ， 同 （11） ， 同 （12） ， 同 （15） 等 に

お いて反 論 した とお りで あ るが，本準備書面では，その後 の原告 らの主張や

各種専門家の意見，被告東京電力の元役員 らに係 る刑事尋 問調書，本件 と同

種 訴訟 で ある前橋地裁 判決 に対す る控訴審 で ある東京 高裁 で実施 された今

村文彦教授 （以下 「今村教授」 とい う。） の尋問結果， さらには令和元年9

月19日 に下 され た被 告 東 京 電 力 の 元役 員 らに係 る刑事判決 等 を踏 まえて

主張を補充 し，過失論 に関す る被告東京電力の主張 を改 めて整理 して主張す

る。

具体的には，次項 「第2」 に おい て は，本 訴訟 にお け る過失評価の基本 的

観点，すなわち，法律上求め られ る結果回避 のための措置 を講ず る義務の有

無や内容 については，予見可能性 を基礎付ける科学的知見の成熟度や信頼度

の程度 によって大き く左右 され るものであ り，本訴訟で原告 らが主張 してい

るような結果回避措置 （本件事故後 に本件事故 を踏 まえて各地 で取 られてい

る津波対策 と言い替 えることも可能で ある。）を，本件事故前 の時点で他の

優 先度 の よ り高い地震 対策等 を差 し置 いて実施 すべき法律 上の義務 があっ

た とい えるためには，それ を基礎付 ける予見可能性 の程度 も具体的な科学的

根拠 に基づ くものであ り，かつ損害発生の危険が具体的であ り切迫性 を有す

るものである必要があることを論 じる。

その上で， 「第3」 におい て は，地震 本 部 が平 成14年7月 に公表 した三

陸 沖か ら房 総 沖 に 関す る長期評価の見解 につ いては，当時の通説的評価に従

って海溝寄 り領域の津波発生確率 を示そ うとす ると，あま りに確率が下がっ
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て国民 に対す る警告 の意がな くなって しま うとい う防災行政上 の見地に基

づいて評価 が示 され たものであ り，国民に 日々の備 えを促 す といったソフ ト

面での対策 には活用 できるとしても，それ を超 えて沿岸部 における構造物の

ハ ー ド面 での対策 に取 り入れ るこ とがで きるよ うなものではなかった こ と

について，また，その次の 「第4」 で は，被告 東京 電 力 を含 む電 気事業者 ら

が，そのよ うな性質の長期評価 の見解 について，直ちに本件原発 の津波対策

に具体的に取 り込むのではな く，設計想定を超える対策 （シ ビアアクシデン

ト対策）の検討 に活用 され ることが期待 されていた確率論 的安全評価 の中に

取 り入れ てその研究 を進 めていた こと，平成18年9月 の新 耐震 指針 策 定 に

伴 う耐震 バ ックチェックにおいて も，地震学 ・津波学 の専門家の意見等 を踏

まえた社 内検討 の結果，長期評価 の見解 に基づ く津波 を確 定論的津波評価 の

対象 として考慮す るか ど うかについては，そのために必要 となる波源 モデル

も策定 され てお らず，専 門家 間の科学的知見 も定まっていない こと，従前用

いてきた土木学会 が策定 した 「津波評価技術」 については，長期評価の見解

の公表後において も，既往津波に対 して も余裕度 のある想定津波 を設定す る

もの と考 えられていることなどを踏 まえて，その取扱 いについては改 めて専

門機 関で ある土木学会 に審議 を委託 し，同学会での見解 の整理 を踏まえて適

切 に対応す ることとした ものであるが，長期評価 の見解 の性質や 当時の科学

的知見に関す る客観 的な事情 を総合すれ ば， このよ うな被告東京電力の対応

はその時点において何 ら不合理 なものではな く，原告 らが主張す るように被

告東京電力が津波対策 を意 図的に放置 した ものでも全 くなく，被告東京電力

の対応 に過失又 は重過失があった と評価できないことを論 じる。

さらに， 「第5」 で は，かか る被告 東 京電 力 の主張を補強す る事情 として，

上記 の とお り被 告東京 電力 を含 む電気事業者 か らの審議委託 を受 けた専 門

機 関である土木学会 が，専門的な審 議を経て，本件事故直前 の時点において

は，平成20年 試 算 の前提 とな った 「海溝 寄 りの どこで も明治三陸地震 と同

程度 の津波地震 が発生す る」 との長期評価 の見解 について支持 してお らず，
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同領域については北部 と南部 とに区別 し，福島県沖を含 む南部 では，仮 に津

波地震が発生す る として も北部 に比べてすべ り量が小 さい とい う方 向で議

論が進 められていたのであるか ら （丙B114の4・ 指 定弁護 士提 示 資料1

73～174） ，本件 事 故発 生 当時 にお い て，長期評価の見解 が一義的に確

立 された科学的知見で あ り，被告東京電力 の結果回避義務 を基礎付けるかの

ような原告 らの主張 は，その前提を欠 くものであることを明 らかにす る。

その上で， 「第6」 で は，本件 事故 前 の 時点 で は地震対策が全 国的に急務

となってお り，そ うした客観的状況の もとで，他 の安全対策 を差 し置いて，

さらには既存施設 の津 波対策の基本 はまず もって防潮堤や防波堤 を用いて

敷地 高へ の：津波 の遡 上 自体 を防 ぐとい う ドライ サイ トコンセプ トの考え方

を採用せず に，原告 らが主張 している，本件事故後 に各地の原発で緊急措置

と して取 られ てい るよ うな敷地高へ の遡上 を前提 とした事故対策 を本件 事

故 前の時点で講 じるべ き法律上の義務 を基礎付 けるに足 りる津波 の具体的

予見可能性，切迫性 はなかった ことを論 じる。

最後に， 「第7」 で被 告東京 電 力 の主 張 の ま とめを述べ， 「第8」 で被 告

東 京 電力 の過 失 の有無 を適正に評価 した と考 え られ る裁判例 を列記する。
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第2本 訴訟における過失評価の基本的観点

1求 め られ る予見 可能 性 の程 度 につ いて

一般 に過失 とは，損害発生の危険を予見 し得たにもかかわ らず，その結果

を回避すべ き義務に違反 して適切な措置 を講 じなかった ことをい う （遠藤浩

編 「基本法 コンメンタール債権各論2〔 第4版 〕新条 文対 照 補訂 版 」35頁 ，

我妻 榮 ほ か編 「我妻 ・有 泉 コンメンタール民法 一総則 ・物権 ・債権一第4版 」

1334頁 ）。

ここで， 求 め られ る結果 回避義務 とは，予見可能性の程度 と相関関係 にあ

り，損害発 生の危険が具体的かつ切迫性をもって予見 されているよ うな場合

には，そ うした危険を阻止す るための具体的かつ即効性 のある対応が求めら

れ，それ を怠った時には 「適切 な措置」 を講 じなかった とされ る。これ に対

し，予見可能性 の程度 がそ こまで具体的ではな く， 「理論的 には否定できな

い」 といった抽象的な ものに留まる場合 には，それに対 して如何 なる措置 を

講 じるか もある程度行為者 の裁量に委ね られる。 とりわけ本訴訟 では，原告

らは本件 事故 の発生 につ いて被告東京電力 に故意 又はそれ に匹敵す るほ ど

の重過失があった と主張 し，それ を元に慰謝料の増額 を主張 しているのであ

るか ら，そのよ うな主張が認 め られ るためには，原告 らにおいて，被告東京

電力 に本件事故以前 の時点 におい て相 当程度 に具体的かつ切 迫性 を もった

損害発生の危険の予見可能性 があ り，かか る予見に導かれて一定の一義的な

「適切 な措置」を採 ることが法的義務 にまで高め られ てい ることを根拠 とし

て，かかる措置 を講 じなかった ことが違法 になる との点 について明確 に主

張・立証す る必要 がある。

被告東京電力は，平成14年7月 に地 震本 部 が公表 した長 期評 価 の見解 に

ついて，直 ちに本件原発の津波対策 に確定的 ・具体的に取 り込むのではな く，

「津波評価技術」の後継研究 として検討が開始 された確 率論的津波評価手法
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の中で研究 を進 めてきた。 また，平成18年9月 の新 耐震 指針 策 定 に伴 うバ

ックチ ェックにおいては，被告東京電力の社内検討 において，長期評価 の見

解 を どう取 り扱 うかが問題 になった ものの，被告東京電力は，地震学 ・津波

学の専 門家の意見等を踏まえて社 内検討 を行 った結果，長期評価の見解 を直

ちに取 り入れ るのではな く，その取扱 いについて専門機 関である土木学会 に

審議 を委託 し，同学会で一定の コンセンサスを得た上で対応す る方針 を とる

とともに，その審議状況 を見つつ，社内で 「津波対策 ワーキ ンググループ」

を組織 し，非常用海水 ポンプが設置 されているO．P． ＋4メ ー トル 盤 で の

津 波対 策 や ，主要 建屋 のあるO．P． ＋10な い し13メ ー トル盤 で の防潮

堤 設置 ，原発 立 地点沖合 の防波堤設置 などの検討 を進 めていた。

これに対 し，原告 らは，被告東京電力が長期評価 の見解 を直 ちに津波対策

に確定的に取 り入れて，本件事故後 に各地で採 られているよ うな各種津波対

策 を講 じていれ ば本件事故 を防 ぐことができたのだか ら，被告東京電力には

結果回避義務違反があると主張す る。そのため，本訴訟の最大の争点は，地

震本部が平成14年7． 月に示 した長 期評 価 の見解 が ，被告東京電力 を して本

件事故後に各地で とられているような津波対策を本件事故前の時点で採る

ことを法的に義務付 ける程度の予見可能性 を基礎付 けるものであったか否

か とい う点にある。言い替 えれば，被告東京電力 において，長期評価の見解

について，確率論的津波評価 として研究 を進 めるこ ととし，長期評価 の見解

に基づ く津波 について確 定論的津波評価 において考慮す べ きとの科学 的知

見のコンセンサスが得 られ てい ない状況 の下で，この点 について専門機関で

ある土木学会 に審議 を委託 して同学会での専門的な知見の整理 を踏 まえて

適切 に対応す るとしたこ とが，被告東京電力の一義的な法律上の義務 に違反

した ものであ り，重過失 を基礎付 ける事情に当たるのか否か，が問題 なので

ある。

この点，本件事故 に関す る千葉地裁平成29年9月22日 判 決 は， 国の過

失判 断 に関す る部 分ではあるが， 「違法性 の考慮要素たる結果回避義 務 との
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関係で，予見可能性 の程度は当然 に影響 し得 る」， 「仮 に，専門研究者間で

正 当な見解 として通説 的見解 といえるまでの確 立 した知見 に基づいた，精度

及び確度が十分 に信頼す るこ とがで きるほ どに高い試 算が出 されたのであ

れ ば，設計津波 として考慮 し，直 ちにこれ に対す る対策が とられ るべきであ

るが，…予見可能性 の程度が上記の程度 ほ どに高い ものでないのであれ ば，

当該知見 を踏 まえた今後 の結果回避措置の内容，時期等 については，規制行

政庁の専門的判 断に委ね られ る とい うべ きである」 と説示 してお り，上記で

論 じた ところ と同 旨をい うものであると考 えられ る。また，令和元年8月2

日に下 され た本件 事 故 に 関す る名古屋地裁判決 において も， 「予見可能性が

認 められたか らといって直 ちに結果回避義務 が生ずるものではなく，予見可

能性の程度 に よって，求め られ る結果回避義務が異な るとい うべ きである。

す なわち，精度及び確度 の高い知見 に基づいた試算 が出された場合 には，直

ちに結果回避措置を採 ることを法的に義務付けることができる一方で，規制

行政庁や原子力事業者が投資できる資金や人材等は有 限である以上，精度及

び確度 のそれ ほ ど高 くない知見 に基づ く試算 しか得 られない場合 には，直ち

に結果 回避i措置 を採 る こ とを法 的 に義務 付 けることはで きず，今後の結果回

避措置の内容 ，時期等については，規制行政庁 の専門的判断に委ね られ ると

い うべきである。」 として，同様 の説示 を している。また， この点について

は，令和元年9． 月19日 宣告 の被 告東 京 電力 の元役 員 らに係 る刑事判決 にお

いても，過失 を基礎付 ける予見可能性の程度について， 「個々の具体的な事

実関係 に応 じ，問われ てい る結果 回避義務 との関係 で相対的に，言い換 えれ

ば 問題 となっている結果回避措置を刑罰をもって法的に義務付けるのに相

応 しい予見可能性 として，どのよ うな ものを必要 と考 えるべきか とい う観点

か ら，判断す るのが相 当である」， 「結果の重大性を強調す るあま り，その

発生 メカニズムの全容解 明が今 なお困難 で，正確な予知，予測 に限界のある

津波 とい う自然現象 にっいて，想 定 し得 るあ らゆる可能性 を，その根拠の信

頼性や 具体性 の程度 を問わず に考慮 して必要 な措置 を講 じることが義務付

10



け られ るとすれ ば，法令上，原子力発電所の設置，運転 が認 め られているに

もかかわ らず，原子力発電所の運転 はお よそ不可能 とい うこととな り，原子

力発電所 の設置，運転 に携わ る者に不可能 を強 いる結果 となる」， 「津波襲

来の可能性 がある とす る根拠の信頼性，具体性 の程度 については，結局の と

ころ，前記 のよ うな本件にお ける結果回避i義務 の 内容 ，性 質等 を踏 ま え，原

子炉 の安全性 についての当時の社会通念 を中心 として，平成23年3月 初 旬

の 時点 ま で にお いて ， どの ような知見があ り，本件発電所の安全対策 として

どの ような取組が行われ，本件発電所が どのよ うな施設 として運用 されてき

たのかな ども考慮 した上で，これ を決す るほかない とい うべきである。そ し

て，上記の社会通念は，法令上の規制やそれ を補完す る国の安全対策 におけ

る指針，審査基準等 に反映 されてい ると考えるほかないのであるか ら，その

ような法令上の規制やそれ を補完す る指針 ，審査基準等 において，原子炉の

安全性確保 が どの よ うに考 え られ ていたのか を検討 してい くことになる。」

と説示 している。

そ こで，以下では， こうした予見可能性 の程度 によって求め られ る結果 回

避義務 の程度 も変わ り得 る とい う観点に即 して，本件事故前の時点で津波対

策や津波評価手法が どの ように考 えられ ていたのか， 日本海溝寄 り領域 にお

ける地震や津波発生 の可能性 について どのよ うに考 えられていたのか，それ

らとの関係 で長 期評価 の見解 が どの よ うな意 味を持つ ものであったのか を

明 らかに してい く。

2本 件事故当時の津波評価や：津波対策の在 り方について

（1）原子力発電所の安全評価手法の考え方について

原子力発電所の安全評価手法には，確定論的安全評価手法 と，確率論的

安全評価手法とい う2っ の考え方がある。
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この うち，確定論 （決定論）的安全評価手法 とは，一定の事故発生原因

を確定的に想起 し （これを 「設計基準事象」 とい う。），それに対 して原

子力発電所 が どれ だけ十分 な余裕 をもって安全対策 が講 じられているか と

い う見地か ら安全性 を評価す る手法である。 これ に対 して確率論的安全評

価手法 とは，どんなに確定論的安全評価手法に基づ く対策を講 じていても，

それを上回 る事象 （これ を 「シビアアクシデ ン ト」 とい う。） が発生す る

可能性 が常にあるため，そのよ うな事象の発生に より過酷事故 に至 るまで

の過程 を想 定 し得 る限 り分岐 させ （これ を 「ロジ ックツ リー」とい う。），

分岐 ラインごとに確 率計算 を行い，それ が一定範囲内に納 まっているか ど

うかを評価する とい う手法である。

確定論的津波評価 に基づ き設計基準事象 に対す る対策 を講 じるのに対 し，

それ を超 えるシビアア クシデ ン トの発生に備 えて確率論的評価 を行 い，ア

クシデ ン トマネジメン ト策 を講 じることになる。

（2） ドライ サ イ トコ ンセ プ トに つ い て

ところで，本件原発 の敷地 は大 きく分 けて2つ に 区分 す る こ とが で き，

原 子 炉停止時の冷却 に用い られ る非常用海水 ポンプが設置 されてい るO．

P． ＋4メ ー トル盤 と，原子 炉建 屋 や ター ビン建屋 といった主要建屋 が存

す るO．P． ＋10な い し13メ ー トル盤 があ る。

この うち，O．P． ＋4メ ー トル盤 につ い て は， 万一 非常用海水ポンプ

が被水 しても直ちに原子炉の冷却機能 を喪失す るわけではないが，電源設

備等 のあるO．P． 十10な い し13メ ー トル 盤 ま でひ とたび 津波 が遡上

して しま うと，影響範囲が余 りに広大過 ぎて対策は困難 となる （この点，

た とえ事前 の想定 に基づき個別 に物理的離隔や水密化措置等 を講 じていた

としても， 自然現象で ある津波 は大きな不確定性 を伴 う以上， どこまで機

能するかは未知数であ る。）。
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そのため，O．P． 十4メ ー トル盤 と10な い し13メ ー トル盤 とで は

津 波 防護 の思想 が 全 く異 なってお り，前者では非常用海水 ポンプな どを防

護すれば足 りるのに対 し，主要建屋のある敷地高 については，防潮堤や防

波堤な どによ りまず もって敷地高への津波の遡上 自体 を防 ぐとい うのが津

波対策 の基本 とされてお り，これを 「ドライサイ トコンセプ ト」とい う （丙

B11， 丙B12， 丙B77の1・10頁 ，34～35頁 等 ）。

なお ， かか る基 本 思想 は本件事故後に策定 された新規制基準において も

変わ りはない。す なわち，新規制基準の うち基準津波に対す る安全性 につ

いて定 めた設置基準規則5条 の審査 ガイ ドで は，以 下 の とお り外郭防護1，

外郭 防護2及 び 内郭 防護 か らなる3段 階 の津 波 防護 策 を求 め てい る （甲A

270・134～135頁 ， 丙A88・28～32頁 ） 。

①外郭防護1

重要な安全機能を有する設備等 （耐震Sク ラスの機器 ・配管系）を内

包する建屋及び重要な安全機能を有する屋外施設等は，基準津波による

遡上波が到達 しない十分高い場所に設置す るか，敷地が基準：津波による

遡上波が到達する高 さにある場合には，防潮堤等の津波防護施設及び浸

水防止設備を設置することによって，基準津波による遡上波の地上部か

らの到達又は流入を防止する。

②外郭防護2

外郭防護i1を もって しても発生することを否定し切れない取水 ・放水

施設及び地下部などか らの漏水によって，重要な安全機能に影響が生 じ

ないように対策を講 じる。

③内郭防護

外郭防護のほか，地震 ・津波の影響で設備等が損傷することによる保

有水や津波の溢水に対する対策を講 じる。
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この ように，本件事故後 に策定 された新規制基準においても，設計基準

津波 による敷地高へ の地上部か らの到達や建屋内への流入については，重

要建屋 を設計基準津波 よ りも高い位 置に設置す るか，防潮堤等 によって敷

地高への津波 の遡上 自体 を防 ぐとい う外郭防護1を 基本 と し，そ の よ うな

対策 を講 じていて もなお発生 し得 る取水 ・放水 口等 を通 しての地下部な ど

か らの漏水や，地震 ・津波による配管損傷等に伴 う建屋 内での溢水 につい

ては，それぞれ外郭防護2な い し内郭 防護 に よって防 ぐ とい う考 え方が と

られてい る。新規制基準では，防潮堤等 の設置 を抜 きにして設計基準津波

による敷地高への地上部か らの到達や建屋 内への流入 を水密化 のみによっ

て防 ぐとい う考え方 はもちろん，そ うした敷地高への遡上 に備 えて建屋全

体 を水密化す るといった思想は一切 とられていないのである。

原告 らは，本件事故前 に公表 され ていた長期評価 の見解 を踏 まえれ ば，

防潮堤や防波堤設置 のよ うに時間や費用 をかけて津波対策 を講 じている余

裕 などなく，本件事故後 に各地で緊急措置 として取 られているよ うな津波

の遡上を前提 に した対策 ，具体的 には主要建屋開 口部 の水密化や電源設備

の水密化，高所配置 ，可般式設備 の導入等を講 じるべきであった と主張 し

ている （原告 ら準備書面 （33） ， 同 （79） ，同 （80） 等）。 しか しな

が ら， そ の よ うな原告 らの主張が認 め られ るためには，原告 らの依拠す る

長期評価 の見解が，上記の ような ドライサイ トコンセプ トか らは必ず しも

導かれない津波遡上対策 （ウェッ トサイ トを前提 に した対策 ）を被告東京

電力 に即座 に義務付 けるほ どに科学的合理的根拠を伴 うものであ り，その

よ うな対策 を直 ちに採 ることを法律上の義務 とす るだ けの津波襲来の切迫

性 を基礎付 けるものであった とい える必要 がある。

3原 子力発電所の安全対策が全体のバランスや優先度を考慮 して総合的に

構築される必要があること
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また，い うまで もな く，原子力発 電所の安全性は単 に津波に対 してだけ確

保 され ていれ ばよい とい うものではない。地震や火災，人的 ミス等 の他 の事

故要因に対 して も十分 な安全性 を備 えてい る必要がある。

そ して，潜在 的に事故原因 とな り得 る要因は多数想定 し得 るところ，原子

力事業者 が特定の原子力発電所 に投 下 し得 る物的 ・人 的資源 には限 りがある

か ら，優 先度や緊急性 を考慮せずに特定の対策に不必要 に物的 ・人的資源 を

注力す ることは，かえって発電所全体の安全性 を害す る結果 とな りかねない。

また，特定の事故対策 が他の事故対策に とってマイナスに働 くとい うことも

あ り，た とえば本件結果回避措置の一っに挙げ られてい る非常用電源等の上

階設置 は，確 かに対津波 との関係 では安全性 向上に資す るか も しれないが，

他方で重量物 を強固な敷地地盤 面か ら分離 して設置す ることになるため，耐

震性の観点 か らは脆弱性 を増加 させ ることになる。そ のため，原子力発電所

において どのよ うな安全対策 を講 じるかは，当該原子力発電所 の立地点にお

ける個別具体的状況や，想 定 され る各 リスク要因の切迫性等 を踏 まえ，全体

的なバ ランスや優先度 を考慮 して総合的に判断 され る必要がある （丙B11，

丙B12） 。

そ して ，特 に 日本 で は津波 よ りも地震 の被害が圧倒 的に多 く，昭和56年

に策 定 され た 旧耐震指 針 にっ いては，平成7年 の 阪神 ・淡 路大震 災 を機 に平

成13年 か ら改訂 作 業 が行 われ て お り，平成18年9E19日 には， それ ま

で の地 震 学 及 び地 震 工学 に関す る新 たな知 見の蓄積 や耐震設計技術 の著 し

い進歩 を反映 し，旧耐震指針 を全面的に見直す との趣 旨か ら新耐震指針が策

定 され ていた。そ して，当該新耐震指針 に基づ く耐震バ ックチェックが進 め

られ る中，平成19年 に は新潟 県 中越 沖 地震 が発 生 し，一部の原子力発電所

で想定を超 える地震動が確認 された ことで，耐震性 の再検討や対策 が急務 か

っ最優先事項 となっていた。

したがって，原告 らの主張が認 め られ るためには，こ うした本件事故前の

外 的環境 の中で，長期評価の見解が被告東京電力を して地震対策に優先 して
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原告 らの主張す るよ うな津波対策の措置を義務付 けるほどに科学的 ・合理 的

根拠 を伴 うものであ り，かつ津波襲来の切迫性 を示す ものであった といえる

必要がある。

第3本 件事故前の地震 ・津波に関する知見の状況

1福 島県 沖海 溝 寄 り領 域 で は大規模 地震 ・津波が発生す るとは考 えられてい

なかった こと

本件事故前 の時点において， 日本海溝寄 り領域 ではマグニチ ュー ド9ク ラ

ス の大地 震 は起 きな い と考 え られてお り，特に東北地方南部では，津波地震

も含めてマ グニチ ュー ド8ク ラスの地震 も起 き ない と考 え られていた。 この

ことは，以下に述べる とお り地震学 に関す る地震地体構造論，比較沈み込み

学，アスペ リテ ィ ・モデルの考 え方，津波地震 の発生 メカニズムに関す る考

え方か ら裏付 け られていた。

（1） 地震 地 体構 造 論

地球 の表 面 は数十枚のプ レー トで覆 われてお り，かかるプ レー トは絶 え

ず移動 してい る。プ レー ト同士がぶつか ると，重い海側 のプ レー トが軽い

陸側 のプ レー トの下 に歪みを生 じさせ なが ら沈み込んでい くが，陸側 のプ

レー トが歪み に耐 えきれ なくなって上側 に跳ね返 ると地震が発生す る。

こ うした地震発生のメカニズムか ら，特定の領域 で発生す る地震の規模

や性質 は，当該領域の地体構造 （プ レー トの沈み方，海底構造，堆積物 の

有無 な ど） によって基礎付 け られ，過去 に地震が発生 した領域では同じよ

うな地震が繰 り返 し発生 し，既往 地震が確認 できていない領域 であっても，

地体構造 が近似 していれ ば同 じよ うな地震が発生す る可能性 がある と考
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え られてい る。 これ を 「地震地体構造論」 とい う。

地体構造 の近似性は，既往地震 と同種 ・同規模の地震が発生 し得る地理

的範囲を把握す るのに重要な役割 を果た し，この点については佐竹健治教

授 （以下 「佐竹教授」 とい う。） も 「地体構造の同一性 ・共通性 を根拠付

けるデー タがないのに，別の領域 区分にお ける既往の断層モデル を単純に

移 して数値解析 を して も，精緻 な解析 とはならず，解析結果 を原子力施設

の対津波設計の基準 に用いることはできない」 （丙B100・3頁 ）， 「地

震 地体構 造 の知 見 を十分検討せず して，既往津波の発生履歴が確認できな

い領域 に合理的 な波源 を設定す る方法はない」 （同） としてい る。また，

今村教授 も，東京 高裁で実施 され た証人尋問において， 「（既往が存在 し

ない場所 に新 たな波源 を設定 してい く場合，そ ういった地震地体構造の同

一性 とかを見ないで，えいっ と決 めて しま う，これ とい うのは根拠はある

んで しょ うか，との質問に対 し）かな り乱暴 なや り方 になって しま う」 （丙

B101の1・8～9頁 （頁数 は右 下 の通 し頁 に よる （以下同 じ）。） と

してい る。

（2） 比 較沈 み 込 み学

プ レー ト境 界 において，下側 に沈み込む海側 のプ レー トが比較的若いプ

レー トで ある場合 には，高温で軽 く浮力が強 く働 くため，上側 の陸側プ レ

ー トとの固着 が強 く，歪みを解消す る際の力 も大 きく働いて大規模地震が

発生 しやすい。 これ に対 し，下側 に沈み込む海側のプ レー トが比較的古い

プ レー トであ る場合 には，海水 に冷却 され て重 くな るため，固着 も弱 く，

大規模地震 は発生 しに くい と考 え られていた。そ して，チ リ沖やアラスカ

沖な どは若いプ レー トが沈み込んでいるため，固着が強い分大規模地震が

発生 しやすいのに対 し，マ リアナ海溝 な どは古いプ レー トが沈み込んでい

るため，大規模地震 は発生 しに くい と考え られ ていた。 この よ うに，プ レ
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一 トの沈み込み状況 を比較す るこ とで地震 の発生傾 向 を把握 しよ うとす

る考 え方 を 「比較沈み込み学」 とい う。

そ して，日本海溝寄 り領域 は，マ リアナ海溝型の沈み込み帯に近い と考

えられてお り，沈み込 んでいる海側プ レー トの年代に照 らしても，マグニ

チュー ド9ク ラス の 巨大 地震 は発生 しな い と考 えられていた （以上，丙B

23・6～7頁 ） 。

（3） ア ス ペ リテ ィ ・モ デ ル

他方で，1980年 代 には，同 じプ レー ト境 界 の 中で もプ レー トの固着

状況は一様ではな く，アスペ リティ （「ごつ ごつ」， 「ざらざら」あるい

は 「凸凹」の意）がある場所では摩擦が大き くなって固着 が強 くな り，巨

大地震 が発生 しやす く，逆にそ うしたアスペ リティがない場所では，普段

か ら滑 らかにすべ って歪みが蓄積 され ていないた め大規模地震 は起 こ り

にくい とい う 「アスペ リティ ・モデル」の考 え方が提唱 され た。そ して，

かか る考え方 は多 くのプ レー ト間地震 の発生傾 向 と合致す る もので あっ

た こと，小規模 地震の観測結果 によって も裏付 け られた ことか ら，広 く受

け容れ られてい る状況 にあった。

そ して，東北地方太平洋沖ではマグニチ ュー ド9ク ラス の大地 震 を発 生

させ るよ うなアスペ リティは存在せず ，三陸沖か ら宮城 県沖にかけてはマ

グニチュー ド7．5ク ラス の地震 を発 生 させ る可 能性のあるアスペ リテ ィ

までは確認 され ていたが，福島県沖で はそのよ うなアスペ リテ ィす ら存在

しない と考え られていた。

実際，1990年 代 末 か ら2000年 代 初 頭 にか け てのGPSデ ー タの

解 析 か ら，東 北地方 中央 部か ら南部にかけての領域では，陸地が毎年2c

m程 度 短縮 して お り， これ が全 てプ レー トの沈み込みに伴 う上盤 プレー ト

の圧迫 によるものであると考えると，宮城県か ら福島県沖にかけての領域
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が，ほぼ100％ 固着 して い る とい うこ とに な る。 しか しなが ら，仮 にこ

のよ うな固着 が長期 に亘 って続いてい るとすれば，陸地は100年 間 に2

メー トル も短 縮 す るはずで あ るが，実際にはそのよ うな結果は確認 されて

お らず，む しろ陸地が伸張 してい る結果が得 られ ていた。 この ことは，仮

に一時 的にプ レー ト境界 間の固着 が強 まって歪みのエネル ギーを蓄 えた

として も，それは100年 以 内の再 来 間隔 で生 じるマ グニ チュー ド7な い

し8弱 の地震 に よっ て解 消 され て い ることを示唆 していた。 （以上，丙B

23・9～12頁 ，丙B7）

（4） 津 波 地震

他 方 で， 地 震 の規模 が小 さくて も大 きな津波 が生 じる地震 を津波地震 と

いい，少な くとも1896年 に三 陸沖 で発 生 した明治 三 陸地 震はかかる津

波地震にあたるとされ てい る。

しか し，津波地震の発生 メカニズムについては様 々な議論が あり，本件

事故後の現在 でも確立 した定説 まではない状況であるが，平成8年 に谷 岡

勇一 郎 教授 （以 下 「谷 岡教授 」 とい う。） と佐竹教授 が発表 した 「津波地

震は どこで起 こるか 明治三陸津波か ら100年 」 と題 す る論 文 （丙B2

1） で は，津 波 地震 は海 底 に起伏 が あ り堆積物 （付加体）が入 り込むよ う

な特定 の条件 が揃 った場所でのみ発生す るとの見解 が示 されていた。そ し

て，その後 の平成11年 に独 立行 政 法人海 洋研 究 開発 機i構 （JAMSTE

C） が行 った 日本海 溝 の構 造探 査 調査や，それを踏ま えて平成14年12

月 に鶴 哲 郎博 士 らが発 表 した論 文 （丙B19の1～2） に よ り， プ レー ト

境 界付 近 に低 速度領域の存在が確認 され るな ど谷 岡 ・佐竹論文 の考 えが裏

付 けられた ことか ら，多 くの地震 ・津波学者が上記見解 に賛同 している状

況にあった。

そ して，上記のJAMSTECに よる海 底構 造 探査 調 査 に よれ ば， 日本
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海溝寄 り領域では北部 と南部で地質構造 に違いがあ り，福 島県沖 を含む南

部領域 では津波地震 を引き起 こす とされ ていた海底構造が存在 しないこと

が実地調査 をもって確認 されていた ことか ら （丙B18） ， 当該 領域 で は

津 波 地震 につい て も発生す るとは考 えられていなかった。

2土 木学会による 「津波評価技術」の策定

（1） 「津波 評価 技術 」 につい て

平成5年 に北海 道 南西 沖 地震 が発 生 し，沿岸部 に大規模 な：津波被害が発

生 した ことで，津波防災に対す る関心が高ま り，国の関連7省 庁 （国 土庁 ，

農 林水 産省 構 造 改善局，農林水産省水産庁，運輸省，気象庁，建設省及び

消防庁） による津波対策の再検討が行 われ，平成9年3月 に 「地域 防 災計

画 にお け る津波 対策強化の手引き」 （いわゆる 「7省 庁 手 引 き」 ， 甲A2

3） が 取 りま とめ られ た。 また ， 同年 には，農林水産省構造改善局，農林

水産省水産庁，運輸省港湾局，建設省河川局の4省 庁 に よ り，7省 庁 手 引

き を取 り込 む形 で 「太 平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査報告書」 （い

わゆる 「4省 庁 報告 書 」 ， 甲A25の1～2） が取 りま とめ られ た。

7省 庁手 引 きで は，津 波対 策 に あたっては既往最大津波 のみな らず想定

最大津波 をも考慮すべ きとしたが，他方で当該 手引きはあくまで沿岸部 に

お ける津波高の傾 向の概略的把握 を目的 としていたに留 ま り，津波対策 の

設計条件 に直接用いることができるよ うな手法までは提示 していなかった。

そこで，被告東京電力 を含む電気事業者10社 は ，原子 力発 電 所 にお け る

設 計想 定：津波の評価方法について統一 的な基準整備 を行 うため，平成11

年 に専 門機 関で あ る土木 学会 に対 し電力共通研究 として安全性評価技術 の

体系化及び標準化 に係 る研究 を委託 した。

これ を受 けた土木学会は，原子力土木委員会 に新 たに津波評価部会 を設

20



置 し，約3年 に亘 る審 議 を経 て ，平 成14年2月 に 「原 子 力発 電所 の津 波

評価 技術 」 （甲A26の1～3） （ 「津 波評価 技術 」） を取 り纏iめた。

この 「津 波 評価 技術 」 は，既往最大津波 を再現す る断層モデル （波源モ

デル） を設定 した上 で，その断層パラメータを合理的範 囲内で変化 させた

数値計算 を多数実施 し （パラメー タスタデ ィ），その結果得 られ る想 定津

波群の中か ら，評価 地点にお ける影響 が最 も大 きい津波 を設計想定津波 と

して選 定す ることによ り，十分な裕 度 をもった設計想定津波が得 られ る仕

組 み となってい る。 この点，津波想定の不確か さを考慮す るための方法 と

して，算出結果に一定の補正係 数 を乗 じるとい う考え方 もあ り得 るが，津

波については地震 とは異な り過去の発生例が少ないため定量的な補正係数

を設定す ることが困難であ り，その よ うな補正係数 を設定す ることはむ し

ろ解析手法 自体 を非科学的 ・工学的に しかねない （丙B45・17～18

頁， 丙B123・59頁 ， 乙A157・63～64頁 ）。 そ こで， 「津波

評 価 技術 」 で は，その よ うに算出結果 に一定の補正係数 を乗 じるのではな

く，解析段階でパ ラメータスタデ ィを多数 回実施す ることに より，その結

果導かれる算 出結果が十分な裕度 をもった値 となるよ う設計 されているの

である。 この点につ いては， 「津波評価技術」の巻頭言 において も 「提案

された手法 の特長 は，津波予測 の過程 で介在す る種々の不確定性 を設計 の

中に反映できることである」 （甲A26の1・i頁 ）と され てお り，実 際 ，

同技術 を用いて算出 され る想定津波は，上記パ ラメー タスタデ ィを経 るこ

とによ り評価対象地点における過去 （既往）最大津波 に対 して平均的に2

倍 程 度 の裕 度 を持 つ こ とが確認 されてい る （甲A26の2・1－7頁 ， 甲

A26の3・2－209頁 ）。

か か る 「津 波評 価 技術 」 は，津波評価方法 を体系化 した唯一 の基準であ

り，国内の原子力発電所における津波 に対す る安全性評価 は，本件事故後

の現在 に至 るまで同手法に基づ き行われている。 国際原子力機 関 （IAE

A） も，本件 事 故後 の平成23年11Eに 発 表 した 「IAEASafetyStandard
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“MeteorologicalandHydrologicalHazardsinSiteEvaluationfor

Nuclearlnstallations（No．SSG－18） ”」 に お い て ， 「IAEA基 準 に適 合 す

る基 準 の例 」 と して 参 照 した り （乙A6・113～119頁 ） ， 米 国 原 子

力 規 制 委 員 会 （USNRC） が 平 成21年 に 作 成 した 報 告 書 に お い て 「津

波 評 価 技 術 」 の 手 法 を 引 用 し 「世 界 で 最 も進 歩 して い る ア プ ロー チ に数 え

られ る 」 と紹 介 され る等 （乙A7・59頁 ） ， 国 際 的 に も十 分 な 科 学 的 合

理 性 を有 す る と され て い る。

（2） 「津波 評価 技 術 」 は既往 地震 だけを考慮す るものではない こと

かかる 「津波評価技術」は， 「7省 庁 手 引 き を補 完す る もの」 （甲A2

6の1・iii頁 ） と して策 定 され てお り，7省 庁 手 引 き と同様 に既往 最 大津

波 のみな らず想定最大津波をも考慮す ることが想定 されている。ここで「想

定最大津波」 とは，具体的には 「プ レー ト境界付近に将来発生す ることを

否定できない地震 に伴 う津波」をいい，そ の想 定波源 は 「地震地体構造の

知見を踏まえて設定」す ることとされてい る （甲A26の2・1－31頁 ，

同1－32頁 ） 。す な わ ち，津波 評価 部会 で は， 「津波評価技術」の策定

にあた り，それ までの知見の進展状況 （到達点）について レビュー を行い，

た とえ既往地震 が確認 できない領域であって も，いわゆる地震地体構造論

に基づ き，既往地震が確認できる領域 と地体構造 （プ レー トの沈み方，海

底構造，堆積物な ど）が近似す る領域においては，同様の地震発生の可能

性 があるもの として，既往地震 と同様の波源モデル を設定す る事 が求め ら

れているのである。実際， 「津波評価技術」では， 日本海東縁部の領域 に

ついて，過 去に地震 の発生記録 が確認でき る領域 のみな らず，発 生履歴の

ない領域 も含 めて同一 の地震地体構造 を有す るもの として，当該領域全域

で北海道南西沖地震 の波源モデル が設定 され てい る （甲A26の2・1－

61頁 ，丙B101の1・88～90頁 ）。また ， 「津 波評価 技 術 」では，
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波源設 定に用 いる領域 区分 について平成3年 に公 表 され た いわ ゆ る萩 原 マ

ップを参照 してい るが，当該マ ップはあ くまで地震学上の観点か ら策 定 さ

れたもので あった ことか ら，同マ ップをそのまま用い るのではなく，地震

地体構造 の同一性等 を踏まえて よ り詳細 な領域 区分図を作成 している （甲

A26の2・1－32頁 ） 。

他 方 で， 福 島県 沖海 溝 寄 り領域 については，上記1の とお りそ の時 点 で

は明治 三 陸地 震が発生 した北部領域 と地体構造の同一性 を有す るとは考え

られ てお らず，アスペ リテ ィもない と考 えられていたことか ら，同地震の

波源モデル が設定 され るよ うな ことはなかった。

なお，津波評価部会 では波源の検討 自体が されていない との指摘 もある

が，そのよ うな事 実はな く，同部会 において当時の知見の到達点を レビュ

ー し
，それ を踏ま えて上記の よ うな地震地体構造論に基づ く波源 の設 定を

行 っている。 このことは，津波評価部会の議事録，特に第3回 の議 事録 に

は 「津 波 波源 の一般 的特性並びに地域別波源の特徴 について，資料 一6に

従 って既往 文 献 の レビュー と電共研成果 の説 明があった」 （甲A594の

3・4頁 ） とあ る こ とや ，第5回 の議 事 録 に も 「1896年 明治 三陸津 波

につ い て は も う少 し痕跡高の信頼性等 を調べた方がよい」 （甲A594の

5・5頁 ） とい った細 かい指 摘 もな され ていることか らも確認 できる。今

村教授 も 「過 去，又は当時の研 究の レビューは しま した」 （丙B101の

1・75頁 ） ， 「 （当 時の津 波 の到 達 点 とい うのは確認 した けれ ども，そ

こか ら先，起 きていない領域 で どうい う地震が想定できるか とい うのは，

これ か ら先 ，第H期 以 降で検 討 す る とい う話 に なった とい う趣 旨で よいか

との質問に対 し）その とお りです。」 （同88頁 ） と証 言 してい る。また ，

同証 人 は刑事事件 の証人尋問手続 でも， 「（示 されてい る以外の ところに

基準断層モデルを設定す るとい う知見は，その審議 が されていた当時には

なかった と伺 って よろ しいですか， との弁護人の質問に対 し） 「はい，議

論できるよ うな，なかなか，情報 とかデータ とい うのが十分 にそろってな
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かった と思います。」 （丙B77の1・47頁 ） と証 言 して い る。 そ う し

た 当時 の最新知見の レビュー を踏まえた波源設定の検討 を超 えて，それ以

外の領域に波源 を設定す るだ けの知見が揃 っていなかったために，引き続

き第H期 以 降の後 継研 究 と して課題 とされたものである。

3長 期評価策定の経緯について

他方 で，平成7年1月 に発 生 した 阪神 ・淡 路 大震 災 を契機 に，地震 に関す

る正確 な情報 ・評価 を国民に提供す る必要性が高ま り，同年6．月，総 理府 （現 ・

文部 科 学省 ） に地震調査研究推進本部 （地震本部）が設立 された。

地震本部 は，平成11年4月 に活 動 の指 針 として 「地震 調 査研究の推進 に

ついて」 （甲A191） を策 定 し，地震 に関す る総合 的 な評価の一環 として，

活断層や海溝型地震の評価等の長期評価 を実施 し， これ らの調査研究結果 を

踏まえて強震動評価 を行い，それ らを集大成 した もの として，全 国を概観 し

た地震動予測 地図を作成す ることを当面推進すべ き地震調査研 究の第一 に

掲 げた。そ して，かか る全国地震動予測地図の作成 に向け，平成16年 度 を

期 限 と して，地震 調 査委 員 会 において， 日本全国98の 活 断層 と海 溝型 地震

を対象 とす る長期評価の検討 ・公表 を順次行っていった。

かか る長期評価は，上記活動指針 において 「全国を大まかに概観 した もの

となる と考 え られ，その活用は主 として国民の地震防災意識 の高揚 のために

用い られ るもの となろ う。」 （甲A191・9頁 ） と され てい るこ とか らも

明 らか な とお り，必ず しも原子力発電所のよ うな既存施設におけるハー ド面

での対策 に直ちに用い られ ることを目的 として策 定 されたものではなく，主

として国民に対 して知見 の議論状況を広 く周知 し，地震 防災意識 を高めるこ

とを 目的 とす るものであった。また，約5年 間 で合 計98も の活 断層 と海 溝

型 地震 の検討 ・評 価 を行わなければならない とい う過密 スケジュール もあ り，

その内容 は上記の とお りあ くまで 「全国を大まかに概観 した もの」に留ま り，
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十分な情報 がなく評価が困難な場合 には，必ず しも科学的合理的知見に基づ

くものではなかった として も，専 ら国民 の防災意識の向上 とい う観点で一旦

評価 を示 してお き，次の評価に移 るとい うこともあった。 このことは，地震

本部の政策委員会 （長期評価等の成果物に基づ く施策立案 ，公表業務等 を担

ってい る。）において長年要職 を歴任 してきた長谷川昭東北大学名誉教授 も

「公表 内容の信頼性 には差があ ります ので，公表 され る情報 の受け手側 が，

その公表内容 を防災対策 に取 り入れ るに当たっては，その信頼性 の程度 を踏

まえた上で， どのよ うな対策 に結び付 けるかを独 自に検討す ることにな りま

す。」 と述べてい るところである （丙B71・10頁 ）。

4三 陸沖から房総沖にかけての長期評価の見解について

地震本部は，地震動予測地図作成 に向けた長期評価 の一環 として，平成1

4年7月31日 に 「三 陸 沖 か ら房総 沖 にか けて の地震活動 の長期評価につい

て」 （甲A24の2） を公表 した。 同評価 では ，三 陸沖北部か ら房総沖にか

けての 日本海溝 寄 りの領域 （全長800キ ロメー トル） を一 括 りに して ，当

該 領域 で過去400年 に津 波 地震 が3回 発 生 して い る と し， した がっ て当該

領域の どこでも明治三陸地震級 の津波マグニチュー ド8．2前 後 の津波 地震

が発 生す る と推 定 した。また，その発生確率について，過去400年 間 に3

回発 生 してい るか ら400÷3で133年 に1回 の頻度 と し， ボア ソン過 程

に基づ き30年 以 内 の発 生確 率 を20パ ーセ ン ト程度 ，50年 以 内 の発 生確

率 を30パ ーセ ン ト程 度 と した （な お，本 訴訟 ではかか る見解を単に 「長期

評価の見解」 と呼んでいる。）。

かかる長期評価の見解 は，上記1で 述べ た よ うな 当時 の 日本海 溝寄 り領域

にお ける地震 ・津波に関す る通説的見解 に明 らかに齪酷す るものであったが，

その具体的根拠 は何 ら示 されていなかった。 とい うのも，実際 には，そ もそ

も 日本海溝寄 り領域では過去の地震デー タや歴史資料が乏 しく，既往 の津波
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地震 として特 定 され ていたのは1896年 の明 治 三 陸 地震 のみ で あ っ た と

ころ，かかる既往地震 のみに基づいて確率計算 を行 うと警告 として意味のあ

る数値 にな らなかったため，専 ら国民の防災意識高揚 とい う防災行政上の観

点か ら，三陸沖か ら房総沖 までの広大 な 日本海溝沿いの領域 を一括 りに し，

当時はまだ 良 く分か っていなかった1611年 の慶 長 三陸 地 震 と1677

年 の延 宝房 総 沖地 震 も明治 三 陸地 震に 「押 し付け」て （甲A192の5・5

頁） ， それ ら と同規 模 の津 波地 震 が 日本海溝寄 り領域 の どこかで起 こると仮

定 してボア ソン過程 に基づ き発 生確率 を計算 した とい うものであったか ら

である。なお， ここにい うボア ソン過程 に基づ く発生確率の計算 が非常に大

雑把な ものであることは，佐竹教授が 「ボア ソンといいますのは， どこで起

きたか分 か らない，要す るに どこで も一緒 にす る とい うことで，例 えば簡単

な例で言 います と，20世 紀 以 降 に世界 でマ グニ チ ュー ド9の 地震 とい うの

は5回 起 き てい ます。 です か ら，約100年 に5回 です か ら，平均 繰 り返 し

間隔 は20年 にな ります。 この20年 を基 に今 後30年 間 の確 率 とい うの を

計 算す る と，77パ ーセ ン トぐ らい に な ります。 そ の ときには，世界 のどこ

で もそれ が起 き る可能性が ある とい うこ とを仮定す る と70パ ーセ ン トに

な ります 。 た だ，一 方 で，世界 の どこでもマグニチュー ド9の 地 震 が今後3

0年 間 に起 き る確 率 が70パ ーセ ン トとは普 通 は誰 も思 わ な い。です か ら，

ボアソンとい うのは，そのよ うな仮定を して確率を出す とい うことで ござい

ます。」 （乙A157・71頁 ） と証 言 してい る ところで あ る。

このよ うに，長期評価 の見解は，専 ら国民の防災意識高揚 とい う防災行政

上 の観 点か ら必ず しも当時の科 学的合 理的考 え方 に基づかず に示 された も

のであ り， この ことは，長期評価部会海溝型分科会 にお ける実際の議論の経

過か らも容易 に読み取 ることができる。すなわち，平成14年5月14日 に

開かれ た長 期 評価 部 会第12回 海 溝型 分 科会 で は，三 陸沖 か ら房総沖にかけ

ての津波地震 に関して議論がなされ，事務局が 「メカニズムは分か らないけ

れ ども，3回 大 きな津 波 が発 生 して 三 陸 に大 きな被害を発生 させているわけ
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だか ら，警告 としてはむ しろ3回 とい うほ うを。 」 との考 えを示 したのに対

し，佐竹教授 が 「今 は震源が どこか とい う議論 を してい る。三陸に津波 を起

こした とい う意 味で議論す るならば，チ リ津波 を入れなければな らない理屈

になる。だか ら，被害 とい う目で見るな らまた別 な扱い をしなければな らな

い。」， 「1回 とい う可 能 性 だ って あ るので は ？」 との指摘 を した ところ，

主査である島崎邦彦教授 （以下 「島崎教授」 とい う。） は 「次善の策 として

三陸に押 し付 けた。 あま り減 ると確 率が小 さくなって警告の意がなくなって，

正 しく反映 しないのではないか，とい う恐れ もある。」 とし］，最終的に 「津

波地震ではない， とい う強い意見 もあるが，津波地震に して，規模が小 さい

と3－2に さ らり と書 くのみ とす る。」と総括 して議論 を切 り上げている （丙

B103の3・ 通 し頁288～289頁 ）。 そ こで は， 地震 学 ・津波 学の観

点 よ りも専 ら地震発生確率 として警告 の意味 を出す ことが優i先 され た こ と

が窺 え る上 ，当該議 論 の後半では，阿部勝征教授 （以下 「阿部教授」とい う。）

か ら 「1953年 は ど うす るのか ？ あ と2回 しか議 論 す る時間 がな い」 な

ど と先 を急 ぐよ うなコメン トも確認でき （同289頁 ），委 員 らが前述 した

よ うな過 密 スケジュールの中で，あ くまで 「全国を大まか に概観 」す るとい

う見地か ら議論 を重ねていた ことも読み取れ る。

この時の議論の経過 について佐竹教授 は， 「1611年 と1677年 につ

い て は場 所 が よ く分 か らな い と。場所が よく分か らないので， どこかで起 き

た とい うことで， どこで も起 きる とい うよ りは， どこかで起 きたか ら一っ に

ま とめるよ うにしたのが現状です。」， 「400年 間 に3回 とい うこ とで確

率 を出 した んです けれ ども，それが例 えば2回 とか1回 だ と確 率 の値 は大 き

1な お
，島 崎教 授 は， 千葉 地裁 で 行 われ た証 人尋 問 にお い て， かか る 「次 善 の策 と して三 陸に

押 し付 けた。 あ ま り減 る と確 率 が小 さ くなって警 告 の意 がな くなって ，正 しく反 映 しな いの で

は ない か ， とい う恐れ もあ る。」 との コ メン ト部 分 につ い て， 「これ は ，事 務 局 がそ うい う意識

を持 って いた とい うこ とで ， こ うい う意識 は 当然 困 ります 。」 （甲A141の2・63頁 ） な ど

と， あた か も事務 局 が行 っ たか の よ うに証言 して いた が ，刑 事 事件 記 録 の 開示 に よ り， 当該 コ

メ ン ト部 分 がま さに主査 で あ る島崎 教授 本 人 に よって な され た もので あ るこ とが明 らか にな っ

た。
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く変わって しまいます。その ように確率あるいは評価 とい うのは，かな りの

不確定性 があるものだ とい うふ うに感 じま した。」， 「津波 の数 を減 らす と

確率が小 さくなって しまいます ので，防災的に警告 の意味がな くなって しま

うとい うことで，これは科学的 とい うよ りは防災行政的 な意味の発言だった」

と証言 している （甲A186・38～39頁 ）。 先般 下 され た被 告東京 電 力

役員の刑事事件 における無罪判決において も，上記 の よ うな議論の経過 を子

細に分析 ・検討 した上で， 「「長期評価」の海溝i寄 り領 域 に 関す る審議 経過

をみ る と，過去の地震 のデー タがない又は少ないため よく分か らない所につ

いては，震源の特定よ りも津波被害 に対す る警告 を優 先 させ，た とえ仮置 き

であって も何 らかの数字 を示すべ きである との考慮が働 いた と考 えられ る

場面も見受け られ る。」 と明確 に説示 している。

なお，長期評価 の見解 には，海溝沿い領域のプ レー ト間大地震に関 し 「同

じ構造 をもつ プ レー ト境界の海溝付近に，同様に発生す る可能性がある とし，

場所は特 定できない とした」 との記載 もあるが （甲A24の2・19頁 ） ，

ここにい う 「同 じ構 造 」 とは，大局的に見て単に一方のプ レー トが他 のプ レ

ー トの下 に沈み込んでい るとい う，プ レー ト間であれば当然に当てはまる趣

旨の記載で しかなく，それ を超 えて地震地体構造上の近似性までは基礎付 け

られない （甲A186・23頁 ， 丙B101の1・15頁 ）。 実 際，か か る

長 期評 価 の 見解 策定にあたっては，佐竹教授 も千葉地裁 の証人尋問手続で明

確 に証言 してい る とお り地体構 造の同一性等 に関す る議論 は一切行われ て

お らず （甲A186・24～27頁 ） ，長期 評価 部 会 の部 会長 と して長期評

価 の見解 を取 り纏 めた島崎教授 も 「議論す るまでもない」 （甲A141の2・

31頁 ） ， 「構i造につ い て は言 及 してお りませ ん」 （甲A141の2・56

頁） と して ，議 論 の祖 上 に は上 が っていない ことを事実上認 めている。

5長 期 評 価 の 見 解 が 原 子 力発 電所 の津波対策 に直ちに取 り入れ ることがで

きるよ うなものではなかった こと
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こうした長期評価 の見解の策定経緯か ら，海溝型分科会 の上位組織 にあた

る地震調査委員会長期評価部会 では，平成14年6月26日 に行 われ た会合

におい て ，吉 田明夫気象庁地磁気観測所長か ら 「気 になるのは無理 に割 り振

ったのではないか とい うこと」 との疑義が呈 されたのに対 し，同部会の部会

長であ り，海溝型分科会の主査 として長期評価の見解 を取 り纏 めた島崎教授

自身が， 「400年 に3回 と割 り切 った こ と と，それ が一様 に起 こる とした

所 あた りに問題 が残 りそ うだ」2な どとコメ ン トし，その科 学 的根拠 が乏 しい

ことを自認 している （丙B103の3・ 通 し頁315頁 ）。

また ， かか る地 震 調 査 委員 会 内部 での疑義提起 のみな らず，対外的 にも，

当時，地震学会会長兼地震予知連絡会会長 の要職 にあった大竹政和東北大学

名誉教授が，地震本部地震調査委員会の会長 であった津村健 四朗博士 （以下

「津村博士」 とい う。）に対 し 「格段に高い不確実性をもつ こ とを明記すべ

き」， 「相当の不確実性 をもつ評価結果 を，そのまま地震動予測に反映す る

のは危険である」といった警鐘 を鳴 らす意見書 を提 出す るな ど （丙A236） ，

地震 本部 内外 か ら次 々 と疑義 が呈 された。

こ うしたことか ら，結局，長期評価の見解 は，地震本部内部では 「国民の

地震 防災意識の高揚 」 とい う目的 を達成す るとい う観点の限 りで是認 され る

に留ま り，対外 的にも，冒頭に 「デー タとして用い る過去地震 に関す る資料

が十分 にないこと等に よる限界があることか ら，評価結果で ある地震発生確

率や予想 され る次 の地震 の規模 の数値 には誤差 を含んでお り，防災対策の検

討 な ど評価結果の利用にあたってはこの点に十分留意す る必要がある。」（甲

A24の2・1頁 ） との 「なお 書 き」が 事後 的 に追記 されるに至 った。また，

地震本部 において長期評価等の成果物に基づ く施策立案 ，公表業務等 を担っ

ている地震本部政策委員会 も，まだ全ての長期評価が完了す る前 の平成15

2こ の点について も，従前は発言主体が明 らかになっていなかったが，刑事記録が開示 されたこ

とに より発言主体が島崎部会長兼海溝型分科会主査であった ことが明 らかになった。

29



年8月 に 「『成果 を社 会 に活 かす部 会」』の検討状況報告」 を公表 し，長期

評価には様々な精度の ものが含 まれてお り，その精度 が どの程度かによって

活用の仕方 が変 わるので，情報の精度 を外部 に分か りやす く示すため，A，

B… の よ うに評 価結 果 の信 頼性 を示す指標 を付す方針 を採用 した （丙A17

1・3頁 ）。 また ，調査 研 究成 果 は公 的機 関，個人，企業等 ，活用主体 に応

じて活用方法が異な り，活用主体 ごとの特徴を踏まえる必要がある旨の注意

喚起 もな された （同6頁 ）。 そ の上 で，三 陸 沖か ら房 総沖 にかけての長期評

価 の見解 については，発 生領域及び発生確率のいずれ について も 「C」 との

自己評価 が付 され た （丙A25・8頁 ） 。

さ らに， 地 震本 部 が 平成11年4月 以 降 に行 って い た一 連 の長 期 評価 は，

前述 した とお り，最終的には 「全 国を概観 した地震動予測地 図」の作成 を目

的 として行 われていたが，地震本部が平成17年3月 にそれ まで の長 期評 価

を取 り纏 めて策定 した地震動予測地図においても，三陸沖か ら房総沖にかけ

ての長期評価の見解は，確定論的手法に基づく地震予測地図では基礎資料と

して取 り入れ られず，確率論 的な地震予測 にお ける一知見 として採用 され る

に留まった （丙A227の1～3） 。 この よ うに，長期 評価 の見解 について

は，地震本部 自身，国民の防災意識 を高めるのに足 るだけの発生確率を示す

といった防災行政上の 目的を超 えて，原子力発電所 を含む沿岸部 にお ける既

存施設 の津波対策 に直 ちに取 り込む こ とまでは想定 していなかった もので

ある。

ところで，今回発生 した本件 地震については，あたか も長期評価の見解が

予測 した とお りの結論 になったかのよ うな指摘 もあるが，その ような指摘 は

事実に反す る。今回発生 した地震 は，あ くまで北寄 りの三陸沖で最初 の巨大

地震 が発 生 し，それに連動 して沖合の海溝沿いで津波地震が発生 し，その岩

石破 壊 が余 りに大 きす ぎたために よ り南方 の福 島県沖海溝 沿いにまで伝播

した とい うものであって，明治三陸地震 と同様の津波地震 が福島県沖海溝沿

い領域で発生 した ものではない （乙A157・69頁 ，丙B101の1・8

30



2頁 ）。 また ， そ の 規模 も長期 評 価 の見解 が予測 した内容 とは全 く異な る。

実際，地震本部 も本件地震発生当 日に発表 した 「平成23年 （2011年 ）

東 北地方 太平 洋 沖地 震 の評 価 」 （丙A23） にお いて ， 「今 回の地震 の震源

域 は，岩手県沖か ら茨城 県沖までの広範 囲にわたってい ると考え られ る。地

震調査委員会で は，宮城 県沖 ・その東の三陸沖南部海溝寄 りか ら南の茨城県

沖まで個別の領域につ いては地震動や津波 について評価 していたが， これ ら

すべての領域 が連動 して発 生す る地震 につ いては想定外であった。」 として

いる。その意味で，海溝寄 り領域の どこでも明治三陸地震 クラスの津波地震

が発生す るとの長期評価 の見解が理学的裏付 けのない状態であることは，今

日においても，平成14年 当時 と変 わ りは ない。

6ハ ー ド面 で の対 策 を想 定す る場 合 とソフ ト面 での対策 を想定す る場合 と

では，依拠す る知見についても自ず と異なって くること

ところで，一 口に津波対策 といって も，防潮堤等の津波防護施設 を構築 し

てハー ド面 での防護 を行 うものか ら， 国民 の防災意識 を高 めて 日々の備 え

（避難用品の常備や避難先 ・ルー トの確認 な ど）を促す ようなソフ ト面での

対策まで様 々ある。 この うち，ハー ド面での対策については，上記第2・3

で述 べ た とお り，考 えつ く事象 に対 して手 当た り次第 に講 じれ ばよい とい う

ものではなく，投下 し得 る物的 ・人的資源 には限界がある上，特定の対策が

他 の対策 のマイナスに働 くとい う側面 もあ り，全体のバ ランスを考慮 しなけ

ればな らないため，対策実施 を基礎付 ける自然災害の科学的合理的知見や，

その切迫性を考慮 し，優先度 を付 けて実施 してい く必要がある。 これ に対 し

て，国民の防災意識 を高めて ソフ ト面での対策 （日々の備 え）を促す とい う

場面では，理学的に否定できないといった程度 の知見 も含 めて警告 を発す る

こ とがあ り得 るものである。

このように，ハー ド面での対策を想定す る場合 とソフ ト面での対策 を想定
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す る場合 とでは， 自ず と必要 とされ る知見の性質や精度が異なって くるので

あ り，特定の知見について一般防災の見地か ら広 く取 り入れ られ たか らとい

って，その ことか らハー ド面での対策 にも直ちに取 り入れ るべ きとい うこと

にはな らない。 この点については，今村教授 も，国民の防災意識 の高揚 に役

立っ よ うな情報を発信 して ソフ ト面での津波対策 を行 わせ る趣 旨で，一般防

災の見地か らは取 り入れ ることがで きるよ うな知見であっても，既存構築物

にお け る実 際のハー ド面で の安全 対策 として取 り入れ ることは難 しい と明

確 に証言 してい るところである （丙B101の1・73頁 ）。

そ して，地 震本 部 が平 成11年4月 以 降 に実施 ・公 表 してい た 日本 全国9

8の 活 断層 と海 溝型 地震 を対象 とす る長期評価 については，既に確立 した知

見を確認す るものか ら，情報量が不十分な場合 に 「国民の地震防災意識 の高

揚」 とい う防災行政上の見地か ら理学的に否定できない とい う程度 の知見ま

で幅広 く含 まれ ていた。そ して，その中でも地震本部が平成14年7月 に公

表 した長期 評価 の見解 は，国民の防災意識 を高めるとい う専 ら防災行政上の

見地か ら，警告 の意を為す のに十分な確率計算結果が導かれ るよう，地震地

体構造 に関す る当時の通説的見解 に反 して 日本海溝寄 り領域 を一括 りに し，

北部領域 で発生 した明治三陸地震 にまだそ の性質が良 く分かっていなかっ

た慶長三陸地震，延宝房総沖地震 も 「押 し付け」て確率計算 を行 った とい う

ものにとどまっていた。原子力発電所に限 らず，沿岸部 の施設においてハー

ド面での津波対策 を講 じるにあたっては，一定の波源モデルに基づ き設計想

定津波 を設定す ることになるところ，長期評価 の見解はその ような波源モデ

ル も何 ら示 していなかった。

本件の争点は，かか る長期評価 の見解 が公表 されたことを前提 として，被

告東京電力 において，長期評価の見解 に基づ く津波 を確 定論的津波評価 の対

象 として取 り上 げてハー ド面での津波対策 を行 うことが法 的な義務 となっ

ていた と評価 され るのか否か，前述 の とお りの知見の性格や専 門家の認識状

況 を基礎 として，確率論的津波評価 の観点か らの検討 を行 うとともに，長期
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評価 の見解 について専門機 関である土木学会 において知見 の整理 を委託 し，

その結果 を踏 まえて対応す るとすることが，本件事故発 生以前の科学的知見

の状況 に照 らして法律上の義務違反 に当た り，過失又 は重過失を基礎付 ける

ものである と評価 されるのか否か， とい う点にある ところ，上記の事情に照

らせば，長期評価 の見解の公表は，被告東京電力に対 して，そのよ うな一義

的な法律 上の措置義務 を基礎付 ける程度 の予見可能性 を提示 した ものでは

なかった ことが明 らかである。

7垣 見 マ ップ につ いて

長 期評 価 の見解が公表 された後 の平成15年 に は，地震 地体 構造 の最 新 知

見 として，財団法人地震予知総合研究振興会の垣見俊弘博 士 らが， 「日本列

島 と周辺海域 の地震地体構造 区分 （丙B17， 以 下 「垣 見 マ ップ 」とい う。）

を公表 した。

前述 した とお り，地震 については地体構造 （プ レー トの沈み方，海底構造，

堆積物 な ど）が近似す る領域では同様 の地震が発生す る とい う地震地体構造

論 が支持 されてお り，土木学会が策定 した 「津波評価技術」において もかか

る見解 を基礎 に してい るため，垣見マ ップが示 した地震地体構造の最新 の知

見は極 めて重要である。

そ して，かかる垣見マ ップが示 した地震地体構造 は，本件事故後の新規制

基準 にお ける適合性審 査 において も最新 の知 見 として取 り上げ られてい る

ところ （丙A237・43～55頁 ） ， かか る垣 見マ ップ にお いて も，福島

県沖の領域 における想定波源 としては， 「津波評価技術 」 と同様に福島県東

方沖地震 を最 も大 きな地震 として挙げてい るに留まる。 このよ うに，垣見マ

ップでは，長期評価の見解 について地震地体構造上の学術 的意義す ら認 めて

いないのである。

これ に対 し，原告 らは，かか る 「垣見マ ップ」が平成6年 当時の領域 区分
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のままであ り，何 ら参考 にな らない とか，その後の津波地震 に関する知見の

進展 を何 ら反映 させていない と主張す る （原告 ら準備書面 （78）130頁

以 下） が ，今 村 教授 は証 人尋 問 において当時 （平成15年 ） の知 見 の集 大成

と して公 表 され た と明確 に証言 してお り，かつ ，前述 した とお りかかる垣見

マ ップ は本件事故後 の新規制基準 にお ける適合性 審査 において も最新 の知

見 として取 り上げ られているところ，その間に長期評価の見解を踏まえた内

容の改訂 は特に行 われていないのである。

8中 央防災会議の専門調査会報告について

中央防災会議 は，内閣の重要政策に関す る会議 の一つ として，内閣総理大

臣をは じめとす る全 閣僚，指定公共機 関の代表者及び学識経験者 によ り構成

されてお り，防災基本計画の作成や防災に関す る重要事項の審議等 を行って

いる機 関である。我が国の防災対策は中央防災会議の定める防災基本計画に

基づき進 められてお り，長期評価 を公表 した地震本部 も，地震調査研究 に関

す る総合的かつ基本的な施策を立案する場合 には，中央防災会議 の意見 を聴

かなければな らない とされている （地震防災対策特別措置法7条3項 ） 。

中央 防 災会議 は ，そ の議 決 により特定分野について専 門的に調査 をす るた

めの専 門調査会 を置 くことができる ところ （災害対策基本法施行令4条1

項 ） ，平成15年 に宮城 県 沖や 十勝 沖 で連続 して 地震が発生 し，特に東北 ・

北海道地方におけ る地震 防災対策強化の必要性 が認識 され たことか ら，平成

15年10月 ， 中央 防 災会議 は， 当該 地域 で発 生す る大規模海溝i型地震 に対

す る対 策 を検討 す るため，地震学や土木工学等の専門家14名 か らな る 「日

本海 溝 ・千 島海 溝二周辺海溝型 地震に関す る専 門調査会」 （以下 「日本海溝 ・

千 島海溝i専門調 査 会 」 とい う。 ） を設 置 した。

日本海溝 ・千島海溝専 門調査会は，平成15年10月 か ら平成18年1月

まで の約2年3か 月 間，全17回 に亘 る審 議検 討 を行 っ た ほか，特に津波防
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災対策 の検討 に当たって超 巨大津波 の取 り扱いについて検討す るため，同調

査会内部 に笠原稔 ・北海道大学名誉教授 （以下 「笠原教授」 とい う。） を座

長 とす る北海道 ワーキンググループ （以下 「北海道WG」 とい う。 ） を設置

し，平成16年3． 月か ら平成17年7月 ま での 間，全5回 に亘 り検 討 が実施

され た 。

北海道WGで は，地 震 のみ な らず 津 波 につ い ても知見 を有する谷 岡教授や，

佐竹教授 らによ り津波地震 に関する議論がな され，明治三陸地震の よ うな津

波地震が他の領域 でも起 こりうるとす る長期評価の見解 について，地質構造

や堆積物 の有無等 を踏ま えた詳細な検討が された結果，明治三陸地震 のよ う

な：津波地震は限 られ た領域や特殊な条件下でのみ発生す る可能性が高 く，長

期評価 の見解 は理学 的には否定できない ものの，将来的な津波発生の可能性

を客観的合理 的に基礎 付 けるものではない とされた （丙B59・8～9頁 ，

11頁 ） 。

こ うした過 程 を経 て ， 日本海溝 ・千島海溝専門調査会は，平成18年1月

25日 に，北海 道WGで の検討 結果 を含 む それ まで の審議結果を踏 まえた専

門調査会報告書 （丙A26の1～2） を策 定 ・公 表 した。 そ こで は，福島県

沖海溝沿 い領域 にお け る津波地震の発生 を前提 とす るこ とまでは され てお

らず，その結果，本件原発 が所在す る福島県双葉郡大熊町ない しその周辺 の

津波高 さの想 定最大値 は5メ ー トル 前 後 と され る に留 ま った （丙A26の

2・65頁 ）。

平成18年2月20日 ，内 閣総理 大 臣 は， かか る 日本 海溝 ・千島海溝専門

調査会答 申を踏 まえて， 日本海溝 ・千島海溝周辺海溝型地震に係 る地震防災

対策の推進 を 目的 とす る特別措置法に基づき，本件原発 が所在す る福島県双

葉郡大熊 町及び同双葉町 を含 めて地震防災対策の 「推進地域」 として指定 を

行 った。そ して，かかる 「推進地域」の指定がな された場合には，当該地域

内で特定の施設等 を管理 ・運営す る者は，施設 ごとに対策計画を作成 しなけ

ればな らない とされていた ところ （同法3条1項 ，5条1項 ，7条1項 ） 同
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法にい う施設 には原子力発電所 も含 まれ るため （同法施行令3条 及 び4条 ），

被 告東 京 電 力 は 中央 防 災会議 が策 定 した防災対策推進 基本計画 に基づき本

件原発 について対策計画を作成 した。

この点，かかる 日本海溝 ・千島海溝専門調査会では，時間的 ・財政的制約

の見地か ら既 往地震が確認 されてい る領域のみが検討対象 とされ た との指

摘 もあるが，ま るで逆であ り，実際 には，上記 の とお り北海道 ワーキンググ

ループにおける詳細な検討 ・審議 が され た上で，長期評価 の見解 は将来的な

津波発生の可能性 を客観的合理的に基礎付 けるものではない として，明確 に

防災対策の対象か ら除外 され るに至った ものである。

9地 震 ・津波 学者 の専 門 的見解 について

以上に述べてきた ような長期評価の見解 の性質 については，当該見解 の策

定に直接 関わった者 も含 めて，地震 ・津波学の専門家が一様 に同趣 旨の見解

を述べている。

（1）津村健四朗 ・公益財団法人地震予知総合研究振興会地震防災調査研究部

副主席研究員，東京大学地震研究所外来研究員

津村博士は，前述 の とお り平成14年7月 に地震 本部 が長 期評 価 の見解

を公 表 した当時，地震本部地震調査委員会 の委員長 を務 めていた地震学者

である。長期評価の見解 は，地震調査委員会の下に組成 され た長期評価部

会海溝型分科会 で取 り纏 め られ，最終的に同委員会 の了承を経て策定 ・公

表 されている。

津村博士 は，本訴訟 のために提 出 した意見書 （丙B13） にお いて ，以

下 の とお り述 べ てい る。
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・ 長期評価 の見解 には相 当の問題 があ り，成熟 した見解 とか，地震 ・津波

の専門家 の最大公約数的な見解 ，つま り専門家の間で コンセ ンサスを得た

見解であった と言 えない ものであった （2～3頁 ）。

・ 地震 は， 同 じ場 所 で 同 じよ うな規模 で繰 り返す とい う性質 を有す ると考

え られているため，過去の地震の研究 を行 うことが重要であ り，過去の地

震 の研 究にあたっては，：津波堆積物調査や海岸地形の調査 などのほか，可

能 な限 り，デー タに基づいて，過去の地震の活動履歴 を検証す るとともに，

歴 史資料 を検討す るこ とで，震源域や発生周期や発生状況 を把握 してい く

必要 がある （3頁 ） 。

・ 長 期 評価 の 見解 は，過 去の地震デー タや歴 史資料が乏 しい とい う重大な

問題 点があったに もかかわ らず，過去 に津波地震 の発生が確認 されていな

い福 島県 沖や茨城 県沖の 日本海溝沿 いも含 めた 日本海溝沿い の領域 が単

に陸側 のプ レー トに太平洋プ レー トが沈み込 んでい る点で構 造が 同 じで

ある とい う極 めておお ざっぱな根拠で，三陸沖か ら房総沖までの広大な 日

本海溝 沿いの領域 を一括 りに して，津波地震 が発生す る可能性があると評

価 した。 この ような評価は，地震学の基本的な考 え方か らす ると異質であ

った。 （3～4頁 ）

・ この よ うに，長期 評 価 の考 え方 にはかな りの問題があ り，成熟 した知見

とか，地震 ・津波の学者た ちの統一的見解 とか，最大公約数的見解 とは言

い難い ものであったた め， 自分 として も，福島県沖 日本海溝沿い等におけ

る津波地震 の発生可能性 にっいては，確信 をもって肯定できるほ どの評価

内容 にはなってお らず， 「そ うい う考 え方 はで きな くもない」程度の評価

で あると受け止 めた。ただ，発生可能性 を否定できるだけの根拠 もまたな

かったため，地震調査委員会 としても了承す るこ ととした。 （4頁 ）

・ 長 期 評価 の見解 にCと い う信 頼度 が付 され たの も， 同評価 の問題点に照

らせば当然のことであった。また，長期評価の前文の4段 落 には， 「なお ，

今 回の評価 は，現在までに得 られている最新 の知 見を用いて最善 と思われ
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る手法 によ り行 った ものではあるが，デー タとして用い る過去地震に関す

る資料 が十分 にないこと等による限界 があることか ら，評価結果である地

震発 生確率や予想 される次の地震の規模の数値 に誤差を含 んでお り，防災

対策 の検討 な ど評価結果 の利用 にあた ってはこの点 に十分留意す る必要

がある。」 とい う文章があるが，長期評価 については，そのよ うな評価 も

できな くはない とい う程度のものであった し，地震発生確率や予想 され る

次の地震の規模 の数値 に誤差 を含 んでい るこ とは間違いがなかったので，

自分 として もその追加修正を了承 した。 （5頁 ）

・ 平成18年1月 に 中央 防 災会議 の 日本海 溝 ・千 島海溝周辺海溝型地震 に

関す る専門調査会か ら公表 された報告書 では，福 島県沖 日本海溝沿い等に

おける：津波地震について考慮 の対象か ら外 されている。福 島県沖 日本海溝

沿いにおける津波地震の発生可能性については，過去の地震 に関するデー

タや歴史資料 が乏 しい ことに加 え，この領域で過去 に津波地震 の発生 は確

認 されてお らず，いわゆる比較沈み込み学か ら， この領域では巨大地震が

発生 しに くい とい う考 え方が支配 的であった。そのため，当時の地震学 に

おいては，この領域で大規模 な津波地震や巨大地震が発生す る切迫 した危

険性 があるな どと考 える人はほ とん どいなかった と思 うので，この点 で，

中央防災会議 の判断は理解できるものだった。 （6頁 ）

・ 津 波 につ い て具体 的 な対策 を講 じるには，想定すべき津波 の予測の根拠

となる一定の地震モデルをもとに，想 定 され る津波 の予測 を行い，防潮堤

等の構造物等の設計 ・設置 を行 う必要があるが，津波だけでな く地震動 な

ど優先 して対策 しなければな らない問題 もあること，対策 を講 じるために

必要 な資金が無 限にあるわけで もない こ とか ら，実際に対策 を講 じるか，

対策 を講 じるとして どの ようなものにす るかな どについては，当該地震や

津波 の発生可能性の程度，災害発生の根拠 となる知見の成熟度の程度 にも

照 らして判断すべ きものである。あ らゆる可能性 に対 して優先度 などを無

視 して対策 を講 じることが現実的でない ことや，長期評価の見解が成熟 し
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ていない問題の多い知見に過 ぎない ことな どか らす ると，長期評価の知見

を取 り入れ て津波対策 を講 じてい なかった と して も必ず しも不当 といえ

るものではない。 （7頁 ）

（2） 佐 竹 健 治 ・東 大地震 研 究所 地震火 山情報セ ンター長 ，教授

佐竹教授 は，平成14年7月 に地震 本 部 が長期 評価 の見解 を公表 した 当

時，地震本部地震調査委員会長期評価部会海溝二型分科会において，実際に

長期評価 の見解の取 り纏 めに関わった地震学者であ り，平成14年2月 に

土 木 学会 が策定 した 「津 波評 価技術」について も，津波評価部会の委員 と

してその策定に関わっている。なお，現在は地震本部地震調査委員会長期

評価部会 の部会長 を務 めてい る。

佐 竹教授 は，意見書 を5通 提 出 してい るほか （甲A229， 丙B16，

丙B50， 丙B51， 丙B100） ，千i葉地裁 で 専 門家証 人 と して証言 を

行 ってい る （甲A186， 乙A157） 。 また ，前橋 地裁 で専 門家 証人 と

して書面尋 問に対す る回答 を行 っている （丙B14の1～2） ところ，そ

の 中で一 貫 して以 下 の とお り述べている。

・ 一般に福 島県沖で大規模 な地震 が起 こるとい うふ うには考えられていな

かった。 これ は比較沈み込み学 とい う考 え方 に基づ き，地球の沈み込み帯

の うちチ リ型 の沈み込み帯 とマ リアナ型 の沈み込み帯の分類の うち，超 巨

大地震 はチ リ型の沈み込み帯のみで起きる と考 え られてお り，福 島沖はマ

リアナ型 の沈み込み帯に近い と考 えられていたこ とか ら，大きな地震 は起

きない と考 えられていた。また，GPSの 観 測 か らは，福 島 沖の海溝 付 近

で は固着 が弱い とい うふ うにされていた ことか ら，その点か らみても巨大

地震は起 きない と考 え られていた。 （甲A186・37頁 ，44～45頁 ，

乙A157・73頁 ， 丙B16・6頁 ）
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・ 東 北地方太平洋 沖地震 の発生前においては，太平洋プ レー トは約1億3

千年 前 の年 齢 で ， 世 界 のプ レー トの中で も最 も古い もののひ とつであ り，

温度が低 く，密度 が高いため，比較沈み込み学に基づ くと，モーメン トマ

グニチュー ド9ク ラス の 巨大 地震 は発 生 しな いで あろ うとの見解が一般

的であった。 したが って，太平洋 プ レー トに属す るどの地域 においても，

モー メン トマ グニチ ュー ド9ク ラス の 巨大 地 震 が発 生 す る な どとい う考

え方は， 日本のみな らず，世界的に見ても統一的な学説や知見 としては存

在 しなかった （丙B16・8頁 ）。

・ 日本 海溝 沿 い の 北部 か ら南部 にかけての領域 については，海溝軸付近の

地形や 地質 を見 る と北部 と南部では詳細 な地形 あ るいは堆積物 の厚 さな

どにおいて違いが あ り，その ような違いが津波地震 の発生の有無に影響す

ると考えていた （甲A186・23～24頁 ， 甲A187・16頁 ）。

・ 鶴哲 郎 氏 らの論 文 で は，北部 と南部の堆積物の分布状況の差異 とい う観

測事実を示 した上で，プ レー ト境界へのカ ップ リング （固着）の違いを示

唆 している として，プ レー ト境界地震の発生の地域差が存す ることの説明

ができる可能性が あると指摘 してい る。長期評価 の策定に当たった海溝型

分科会では， 日本海溝寄 りの北部 と南部 の地形の違いについてはそもそも

議論 を していない （甲A186・24～27頁 ） 。

・ 海溝 型 分科 会 の議 論 の 中で，福島沖で津波地震が発生す る とい う主張を

した委員 はいなか った と思 う （甲A186・38頁 ） 。

・ 慶長 三 陸地 震 と延 宝房 総 沖地震については起 きた場所 がよ くわか らない

ので， どこで も起 きるとい うよ りは， どこかで起 きたか ら一つにま とめる

よ うに した とい うのが実情である。 これ らの地震が どこで起 きたかわか ら

ないため，固有地震 とみなす ことができない。そ こでボア ソンとい う，地

震 が どこで起 きて もお か しくない とい うモデル を使 うとい うことが長期

評価の 中に明記 されている。 （甲A186・38頁 ，乙A157・69頁 ）

・3回 とい うとこ ろが結構 問題 で あ り，津波 の数 を減 らす と確率が小 さく
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なって しまい防災的に警告の意味がな くなって しま うとい うことで，防災

行政的な意味での発言 もな され ていた。ただ，慶長三陸は三陸でない可能

性や 日本海溝 でない可能性 もある，延宝 も違 う可能性があるとい うことで，

400年 間 に3回 とい う確 率 を出 した が，そ れが2回 や1回 で は確 率 の値

は大 き く違 って しま う。そのよ うなかな りの不確定性があるものと感 じた。

（甲A186・39頁 ）

（3）今村文彦 ・東北大学災害科学国際研究所所長，教授

今村教授 は，現在，地震本部地震調査委員会津波評価部会の部会長 を務

めている津波 工学の専 門家で あ り，平成14年2月 に土木 学会 が刊行 した

「津波 評価 技術」 についても，津波評価部会 の委員 としてその策定に携 わ

ってい る。

今村教授 は，本訴訟 のために意見書を2通 提 出 してお り （丙B30， 丙

B78） ，ま た ，東 京 高裁 で専 門家 証 人 として証言 を行ってい る （丙B1

01の1） 。 さ らに，今 村教 授 は ，被 告東 京電力の元役員 を対象 とす る刑

事手続 において も専 門家証人 として証言 を行ってい る （丙B77の1， 丙

B102） 。今 村 証 人 は， それ らの 中で以 下のとお り述べてい る。

・ 想像力 を働 かせれば津波 の発生位置や規模，被害状況は無限に想定す る

ことができるが，それ ら全てに対応 できる構造安全性 を持たせ ることは物

理的にほ とん ど不可能である。そこで，一般 に，ある確 率以上で発生す る

可能性のある津波 に対 しては主に施設 を設計 ・施工 して防御す るハー ド面

での対策で，それ以下であれば非常時の対応訓練 な どで被害 を軽減す るソ

フ ト面で対処す ることになる （丙B30・4～5頁 ，丙B101の1・7

3頁 ） 。

・ どこま で の知 見 を取 り入れてハー ド面での対策 を講 じるべ きかについて

41



は，既往最大津波だけでな く，可能最大津波であって も，津波の原因 とな

る地震 の繰 り返 し性や切迫性，規模 を考慮 し，理学的根拠か ら発生が窺 わ

れ る とい う科学的なコンセンサスが得 られてい る津波であって，かつ具体

的な根拠 をもって波源 の位置が特定 され，波源モデルが提案 されているも

のについては，ハー ド面での対策 に取 り入れ られ るべ きである。他方で，

津波 に関す る知見の中には，単に理学的に発生可能性 を否定す ることがで

きない とい う程度 の もの もあ り，そ うした津波 につ いて は主 に ソフ ト面

（危機管理上）で対処することになる （丙B30・6頁 ，丙B101の1・

5頁 ） 。

・ 工学 で は ， ある構 造物 にハー ド面での対策 を講 じることの要否を判断す

る際，その対策によ り得 られ るベネ フィ ッ トとコス トの双方 を構造物全体

で総合 的に考 える必要がある。特定の対策が他の面でマイナスに働 くこと

もあ り，一面的な評価 に基づ く安全対策は工学的発想か らは導かれない。

言い替 えれ ば，津波工学の観点か ら既設炉でハー ド面での対策 を要求す る

には，理学的根拠 をもってその対策 の必要性 が正当化できなければならな

い。 （丙B30・7頁 ，丙B101の1・26～28頁 ）

・ 国民 の 防災意識 の高揚 に役 立つ よ うな情報 を発信 して ソフ ト面での津波

対策 を行わせ る趣 旨で，一般防災の見地か らは取 り入れ ることができるよ

うな知見であって も，既存構築物 における実際のハー ド面での安全対策 と

して取 り入れ ることは難 しい もの もある （丙B101の1・73頁 ）。

・ 訴 訟 にお い て 「津 波評 価技術」が歴史記録 の残 っている既往津波のみに

基づいた安全評価であるかの よ うな指摘が されてい ると聞いたが，その よ

うな指摘は 「津波評価技術」に対する理解 を欠 くものである。確 かに 「津

波評価技術」では歴史記録等が残ってい る既往津波 を前提 に再現性 の確認

を行 うが，既往地震 の発生が確認で きない領域 であって も，既往地震が確

認で きる領域 と地震地体構造上の近似性が認 め られ る場合には，同様の波

源 を設定 して津波評価 を行 うこ ととしてい るものである。 （丙B30・1
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3～14頁 ，丙B101の1・5～8頁 ）

・ 長 期 評価 の見解 に 関 しては，三陸沖や房総沖で発生 した地震の うち，津

波地震 である可能性 が指摘 された慶長三陸地震，明治三陸地震及び延宝房

総沖地震 と同様 の地震 が福 島県沖の 目本海溝沿 いで も発生す るこ とを想

定 した津波対策 をすべ きであった とはいえず，そのまま設計に用い るのは

難 しかった とい うのが私の結論である （丙B30・17頁 ，丙B101の

1・76頁 ，丙B77の1・87頁 ）。

・ 太 平 洋 沿岸 で は ，三 陸沖や房総沖では大規模 なプ レー ト間大地震の発生

が見 られた ものの，福島沖 ・茨城沖では，先の津波評価技術で も記載 され

てい る1938年 の群 発 地 震 以外 に はプ レー ト間大地震 は見 られなかっ

た。 このよ うに，三陸沖 ・房総沖 と福 島沖 ・茨城沖 は実際に津波が発生 し

た とい う事 実又 はその周辺 では津波 が起 きなかった事実 につ いて顕著 な

違いがあ り，その理由は前者で太平洋 プレー トと陸側 プ レー トの固着が強

い一方，後者は固着が弱いか らであると考え られ ていた。また，このこと

はGPS探 査 に よって も裏付 け られ て いた。過去100年 間 に発 生 した地

震 に よ り沈 み込 ん だひずみが解消 された量を計算す る と，三陸沖では5m

程度 の戻 りがあ るのに対 し，福 島沖 ・茨城沖は2～3m程 度 の戻 りにす ぎ

なか った。 これ は，福 島沖 ・茨城沖はプ レー ト間の固着が弱いためひずみ

が自然 に解消 され る一方，三陸沖 は固着 が強いために 自然にひずみが解消

されず，大 きな地震 にっながってい ると考 え られていた。 （丙B30・1

8頁 ）

・ 津 波地 震 につ い て は，平 成14年 当時 は も とよ り現在 で もど こで どのよ

うな条件 で発生す るのか必ず しも明らかになっていないが，谷 岡教授や佐

竹教授 が提唱 した知見 として，津波地震の発生 には海溝 沿いの堆積物が影

響す るとい う見解 があ り，当該堆積物の堆積状況は南北で違いがあ り，海

洋研究開発機構が行 った音波探査の結果，そ うした仮説 を裏付 ける理学的

知見が示 され ていた （丙B30・19頁 ，丙B101の1・14～16頁 ，
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79頁 ，丙B77の1・51～61頁 ）。

・ 同 じ日本海 溝 沿 い とはい え三陸沖はプ レー ト間の固着が強いため，大き

な地震 自体が起 こ りやす く，谷岡教授や佐竹教授が提唱 していた津波地震

の発 生に影響 を及 ぼす とす る海溝沿いの堆積物 の量 が多い一方 で，福 島

沖 ・茨城沖はプ レー ト間の固着 が弱いため大 きな地震 自体が起 きに くく，

津波 地震の発 生に影 響 を及ぼす とす る海溝沿 いの堆積物 の量 も少ない と

い う理学的根拠 に基づ く違いがあった （丙B30・19～20頁 ， 丙B1

01の1・14～16頁 ，81頁 ）。

・ 南 部 の延 宝房 総 沖 地震 については， どこで どのよ うなメカニズムで起 き

たのか とい う地震地体構造 の同一性 を考 える出発点の部分 がまだ定 まっ

てお らず，理学的に同列 に論 じてよいか，その解析結果 をそのまま福島県

沖海溝寄 りに持ち上 げて よいかについては さらに議論が必要であった （丙

B30・20頁 ，丙B101の1・11～12頁 ，22～24頁 ，81～

82頁 ） 。

・ 土木 学 会 に よる 「津 波評価技術」の策定にあたっては，当時の知見の到

達点をレビュー し，同一の地震地体構造 を有す る 日本海東縁部では既往地

震の発 生が確認 で きない領域 も含 めて一括 りに して波源モデル を設定す

るな どしたが，それ以外の既往地震の発生が確認 できない領域 については，

第1期 以 降 の 確 率 論 の後 継研 究 の 中 で引 き続 き議論 してい くこととされ

た （丙B101の1・88～89頁 ） 。

・ そ の よ うな状況 下 ，長 期評価 の見解は， 日本海溝の南北を一つの領域 に

扱い，同領域の どこで も津波地震が起 きる可能性 がある としたが，北部 と

南部では地質構造 の違いが確認 されてお り，南部 の延宝房総沖地震 につい

ても当時はまだ羽鳥先生の本当にシンプルな波源 モデル しかな く，地震地

体構造 の同一性 を考 える出発点の部分 がまだ定まっていない状況 で，これ

だけの広域 の ところに違 うタイ プの地震 を入れ て過去3回 起 こっ て い る

との評 価 につい て は違和感があった （丙B30乙 ・19頁 ，丙B101の
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1・14頁 ，25頁 ，丙B77の1・16頁 ，63頁 ，72～75頁 ） 。

・ 結 局 ，長 期 評価 の見解 は，従来なかった新たな理学的根拠 を提示す るも

のではな く，メカニズム的に否定できない とい う以上の理学的根拠 を示 し

ていなかった。 また，津波地震 が起きるとして も，その規模 としてなぜ明

治三陸地震 と同程度 のものが起 こ りうるのか とい うことにつ いては何 ら

の具体的根拠 も示 していなかった。 （丙B30・20頁 ）

・ これ らの こ とか ら， 自分 は，津波工学者 として，歴史的 ・理学的知見が

十分に定まってお らず，逆に三陸沖 と福 島沖 ・茨城沖 との違い を示唆す る

理学的知見が存在 した津波地震 について，既往：津波地震 について考慮す る

以外に，それ を超 えて 日本海溝沿いの どの地域 でも発生す ると取 り扱 うべ

き とは とて も考 えられなかった し，多 くの専門家 も同様 に考えていた。つ

ま り，福島沖 ・茨城沖でも三陸沖や房総沖 と同様 の津波地震 の発生が否定

できない とい うのは，発生を うかがわせ る科学的なコンセ ンサスは得 られ

てお らず，単に理学的根拠 をもって発生を否定す ることができないだけの

津波であって，理学的根拠か ら発生が うかがわれる とい う科学的 コンセ ン

サスが得 られている津波であるとは考え られていなかった。 （丙B30・

20～21頁 ）

・ 推 本 は あ くま で調査 研 究機 関であるため，工学的な視 点は考えず科学的

なコンセ ンサス とは無 関係 に，理学的に発生することが否定できないもの

があれ ばその 旨示す ことにな るが，実際に防災基本計画 を作成する中央防

災会議や，原子力防災対策 として津波評価技術の検討 を行 う土木学会 な ど

では，工学的な視 点を取 り入れ なければな らない。長期評価 の中で科学的

なコンセ ンサスを得 られ ていないよ うな見解 について，中央 防災会議 にお

いて も決 定論 的な津波評価 技術 において も採用 しない ことは工学的 には

当然の ことであった。 （丙B30・28～29頁 ）

・ 震 災以 前 の 時点 で， 防災意 識 の高揚や ソフ ト面での対策 といった一般防

災の場面だけでなく，既存施設 のハー ド面での対策 にも長期評価の見解 を

45



確定論 的に取 り入れ るべ きとの意見 を述べていた専門家の存在 は認識 し

てお らず，また，その よ うに取 り入れることは難 しかった と思 う （丙B1

01の1・80～81頁 ） 。

・ 本件 事 故前 ，私 は，東 京 電力か ら長期評価の取 り扱 いに関 して相談 を受

けたことがあ り，専門家 として学術的観点か らア ドバイスをした。最初 に

東京電力の職員 が私 の ところに相談 に来たのは平成20年2月 の こ とで ，

当時， 電力 会社 で は耐 震バ ックチェックの作業 を進 めてお り，私は，耐震

バ ックチ ェ ックにお いては委員 として津波 に関す る審査 をす ることにな

った。 そのため，東京電力 の職員 はバ ックチ ェックに関す る相談 として，

バ ックチェ ックの中で推本 の長期評価の見解 を取 り込む こ とに関す る意

見 を求めてきた。私 は，バ ックチェックの前提 として，科学的な コンセ ン

サスが得 られてお らず，単 に理学的に可能性が否定できない ようなものも

含 め，様々な知見の影響 を把握 してお くことは重要 なことだ と思ったので，

ひ とまず，福 島沖の海溝沿いでも大地震が発生す る可能性が理学的には完

全に否定 しきれ ない以上，波源 として考慮 した内部的な検討 を行った らど

うか とい うア ドバイスを した。 これは，即座 に長期評価 を取 り込んだ対策

をすべ きであるとい う趣 旨ではな く，長期評価 を前提 とした試算 くらいは

して，その影響 だけで も把握 しておいた方が よいのではないか とい う趣 旨

のア ドバイスであった。 （丙B30・30～31頁 ，丙B101の1・7

9～80頁 ，丙B77の1・29頁 ，64～65頁 ，83～85頁 ）

・ も し，そ の際 に東京 電 力 の職員か ら 「長期評価 を決定論に取 り入れて対

策 をすべ きか」 とい うことを聞かれていた ら，当時，私は，津波工学者 と

して長期評価 の考 え方 は科学的なコンセンサスが得 られてお らず，長期評

価 の見解 を前提 に，三陸沖や房総沖で発生 した地震 の うち，津波地震であ

る可能性 が指摘 され た慶長三陸地震，明治三陸地震及び延宝房総沖地震 と

同様 の地震が福 島県沖 の 日本海溝沿いで も発 生す るこ とを想 定 した津波

対策 をすべ きであるとは考 えていなかったので，現時点ではその必要はな
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いのではないか と言った と思 う。実際，その後 に私 は，平成20年10月

に東京 電力 の職 員 か らバ ックチ ェックに関連 してそのよ うなこ とを聞か

れた際，そ のよ うに答 えてい る。 （丙B30・31～32頁 ， 丙B101

の1・80頁 ）

・ 「念 の た めに試 算 を して影響 を把握 してお くこと」 と， 「具体的 に対策

を取 るこ と」は別 問題 であって，この ような試算が あっても科学的なコン

センサスがない ものである以上，直 ちにこの試算 を前提に した津波対策を

すべ きであった とは考 えていない。それ では，津波工学的に，その ような

試算 を把握 した場合 に どうすべ きであったのか と聞かれれば，試算の前提

とした知見 に科学的なコンセ ンサスがない以上，複数の専門家に調査検討

を依頼す るな どして科学的な コンセ ンサスの有無 を詰 めてい く作業 をす

るべきで，その上で試算結果 の前提 とな る知見に科学的なコンセンサスが

得 られた段階で具体的な対策の検討 に入 ってい くべ きである と思 う。その

ため，試算結果 を把握 した東京電力が，直ちに対策 をす るとい う方 向に舵

を切 らず，専 門家 に対 し， さらなる調査検討 を依頼する方向で動いたので

あれば，それ は先送 りではな く，工学的には正 しい行動であった と評価 さ

れるべ きであ る。 （丙B30・33～34頁 ， 丙B101の1・80頁 ，

丙B77の1・32～34頁 ，97～98頁 ）

・ 平成21年 度 か ら平成23年 度 に開催 され た第IV期 の土木 学 会津 波評価

部会 で は ，長 期評価 の知見をそのまま取 り入れることはしてお らず，南北

は別 に扱 い，さらに延宝房総 沖地震 についても平成19年 以 降 に よ うや く

地 震地 体構 造 の 同一性 を検討できるだけの知見の進展があ り，新たに提示

された波源モデル を参考 に議論が進 められていた。具体的には，延宝房総

沖地震の波源 は北 と南で2つ に分 け られ ， この うち南 の波源 は 日本海溝 で

はなくフィ リピン海溝で発生 しているため異なるタイプであ り，そのまま

上に持 って行 って良いのか等 について さらなる議論が必要であった。 （丙

B101の1・19～24頁 ，81～83頁 ，丙B77の1・87～88
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頁）

・ 土木学会が，長期評価の見解 を踏ま えて直ちに 「津波評価技術」を改訂

す るのではなく，平成15年 度 か ら17年 度 ま での第H期 ，及 び18年 度

か ら20年 度 まで の第 皿期 の確 率論 の研 究 の 中でこれ を取 り入れ，そ うし

た研 究の成 果や平成19年 以 降 の新 た な知 見 の進 展 や 科 学 的知見の集積

を踏ま えて第IV期 の 「津 波評 価 技術 」 の見 直 しにフィー ドバ ックしていっ

た とい う流れは，正にその よ うなステ ップ を積んでいかない と評価 もでき

ないわけで，合理的かつ必要 なものであった （丙B101の1・25頁 ，

79～80頁 ） 。

・ 東京 電 力 が 明治 三 陸地 震 の波源モデル を用 いて試算 をしたのは平成20

年 で あ るが， 土木学 会第H期 ，第III期 の よ うな検討 を踏 ま えて初 めて長期

評価 の見解 を考慮に入れることができるよ うになったのであるか ら，遅い

とは思わない （丙B101の1・26頁 ） 。

（4） 松 澤 暢 ・東 北大学 教授 ， 同大 学地震 ・噴火予知研究観測セ ンター長

松澤暢教授 （以下 「松澤教授」 とい う。） は，長期評価の策定後に地震

本部地震調査委員会長期評価部会の委員等の要職 を歴任 してきた地震学者

である。 なお，震災後には 「なぜ東北 目本沈み込み帯でM9の 地震 が発 生

しえた のか ？一われ われ は どこで間違 えたのか ？」 （丙B7） を執筆 して

い る。

松 澤 教授 は，本 件事故 に関す る一連の集 団訴訟 のために意見書を提 出 し

てい るほか （丙B23） ，被 告 東 京電 力 の元 役員 を対象 とする刑事公判手

続 において専門家証人 として証言 を行 ってお り （丙B104の1） ， その

中で以 下の とお り述べ ている。

・ 本件事故以前，地震 の学界 では，福島第一原子力発電所の敷地を超 える
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よ うな津波の到来を予見す る知見を示す ことができていなかった （丙B2

3・2～3頁 ） 。

・ 現在 か ら本 件 事故 以 前 を回顧的に見てみ ると，東電が福島第一原子力発

電所 にお ける津波対策 を行 うきっかけ とな り得 た地震学上 の知見 として

は，巨大地震 とこれに伴 う巨大津波 に関す る知見，地震本部地震調査委員

会が平成14年7． 月に発 表 した長 期 評 価 で示 され た 日本海溝 沿いの領域

における津波地震 に関す る知見，西暦869年 に発 生 した とされ る貞観 地

震 及 び これ に伴 う津波 に関す る知見の3つ が挙 げ られ る。 しか しなが ら，

これ ら3つ の知 見 は， いずれ も本 件事 故 以前 において，科学的根拠に裏打

ち され た成熟 した知見 とはいえず ，これ らの知見に基づいて，東電に対 し

て，対策 を直 ちに講 じるべ きとか，国に対 して，対策を講 じるよう規制権

限を行使すべ き といえるほ どのものではなかった （丙B23・4頁 ）。

・ 比 較沈 み込 み 学 の研 究 に よって，海 のプ レー トの年齢 が若 いほどプ レー

トの固着が強 くて巨大地震 が起こ りやす く，海のプ レー トの年齢が古いほ

ど固着が弱 くて巨大地震が起 こ りにくい とい う考 え方が，いわゆる3．1

1地 震 ・津波 以 前 の 地震 学会 で は通 説的見解 になっていた。 この比較沈み

込み学 に照 らして考 えると，3．11地 震 ・津 波 が発 生 した領 域 での海 の

プ レー トの年代 は，1億2千 万年 よ りも古 く，マ グニ チ ュー ド9ク ラス の

巨大 地震 が起 き るほ ど海のプ レー トが新 しくな く，その年代 に照 らして最

大で もマ グニチ ュー ド8前 半 ク ラ ス まで しか 発 生 しない と考 え られ てい

た。私 としては，プ レー トの年代 はそこで発生す る地震 の最大規模 に影響

する とい う比較沈み込み学の考 え方は極 めて合理的であ り，データもそれ

を示 してい ると考えていた。また，それがや は り大多数 の専門家の見解 で

もあった （丙B23・6～8頁 ， 丙B104の1・25～28頁 ）。

・3 ．11地 震 ・津 波 以前 に は，東 北太 平洋 沖では，普段か らゆっくりと

した滑 りとそれ に伴 う活発 な地震活動 に よ り滑 り欠損 を解消 してい るの

に対 し，東海沖 ・南海沖では滑 り欠損 を解消 していない と考 え られていた。
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言い換 えれば，東北太平洋沖では，超 巨大地震 を起 こす ほどの滑 り欠損 は

蓄え られていないのに対 し，東海沖 ・南海沖では滑 り欠損 が蓄えられてい

ると考 え られ ていた。 この ように3．11地 震 ・津 波 以 前 の研 究状 況 か ら

は，東 北太平洋沖ではマグニチュー ド9ク ラス の超 巨大 地震 は発 生せ ず ，

起 こる として もマグニチュー ド8ク ラスの地震 まで で ， しか もそれが起き

るのはマ グニチ ュー ド7．5以 上 の地震 を起 こす ア スペ リテ ィが存在する

三陸沖 か ら宮城県沖にかけての領域が中心であ り，福 島沖で起 こる可能性

は低 い と考 えられていた。福 島沖の 日本海溝沿いに関 していえば，過去の

地震発生状況か ら見て も， ここにマ グニチュー ド8ク ラ スの地震 を起 こす

アスペ リテ ィが存在す ることを示す証拠 は全 くなかった。そのため，この

領域 に関 していえば，その規模 の地震す ら発生 しない と考 えるのが 自然な

状態にあった。 （丙B23・12頁 ， 丙B104の1・12～42頁 ）

・ 津 波 地 震 の メカ ニズ ム につ いては，まだはっき りとしたメカニズムは分

かってお らず，全ての津波地震が同一 のメカニズムで発生す るのか も分か

っていないが，津波地震が海溝軸付近 の浅い ところで起 きるとい うことと，

極 めてまれ に しか発 生 しない とい うことは専 門家 の間で共通認識になっ

ていた （丙B23・14頁 ，丙B104の1・64～78頁 ）。

・ 津 波 地震 が起 きない と言 い切れ ないか ら起 きる可能性 があるとい う論理

は科学 的 とは言いがた く，本来は 「不明」 とす るのが正 しかった。それで

もなぜ調査委がその よ うな見解 を示 したか とい うと，当時の海溝型分科会

や長期評価部会では，長期評価が対象 としない空 白域 を作るよりも，防災

上の観 点か ら，信頼度は低 くても何 らかの評価を行 った方が よい と考 えて，

海溝沿 いの領域 は どこも同 じ性質 であ ると仮定 した もの と私 は理解 して

いる （丙B23・16頁 ， 丙B104の1・81～82頁 ）。

・ 日本海 溝 寄 りの領域 を一っ にま とめることの科学的正 当性 を論 じた論文

は，少 な くとも3．11地 震 ・津波 以前 に見 た こ とが な か った し，調査委

もその積極的根拠を述べていなかった （丙B23・16頁 ，丙B104の
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1・92頁 ） 。

・ 領 域設 定 の問題 のみ な らず，発 生確 率についても，かな り強引な論理に

よ り長期評価 が出されていた。調査委は 日本海溝沿いを一つ にま とめた上

で，この領域で400年 に3回 津波 地震 は発 生 してい る こ とを根拠 に津波

地震 の発生確率 を算出 してい るが，平成14年 か ら現在 に至 るまで ，地震

学 界 で 日本海溝 沿いの津波地震 としてコンセンサスが得 られているのは，

1896年 明治 三 陸津 波 だ けで ，1611年 慶長 三 陸 地震 と1677年 延

宝房 総 沖地 震 につ い て は，本 当に津波地震 なのかは明確 ではなく，また震

源 もよくわかっていない。 このよ うに，調査委が前提 とした400年 間 の

間 に3回 の津波 地 震 が発 生 した とい うこと自体，地震学会 の共通認識 とい

える状況 にはな く，その どれか を外せ ば大き く発生確率の数値 も変動す る

よ うな ものだった。 （丙B23・16～17頁 ）

・ この よ うに，長 期評 価 の 見解は発生領域 と発生確率 の両方 について科学

的根拠 が極めて薄弱であった ことか ら，調査委見解が公表 された直後か ら，

これ を強 く批判 した専門家 も存在 した。私 自身は，調査委が防災上の観点

か ら日本海溝 沿いの領域 をひ とま とめに して確率 を評価 した ことは理解

できる し，今 でもそ うすべ きであった と思 ってい る。 しか しなが ら，そ う

である以上， この部分 に関す る見解 は，十分な科学的根拠 は伴 っていない

もの として扱 う必要がある。 （丙B23・17頁 ）

・ 長 期評 価 が海 溝 寄 りの領 域 を一括 りに して評価 したことについては，非

常 に乱暴な議論 だ とは思ったが，そ うで もしない限 り福 島沖 に評価 を付 け

ることができない。確率 をゼ ロにす るか，乱暴ではあるが仮置きの数字を

置 くか，その選択の段階で仮置きの数字 を置いた もの と理解 している。そ

のよ うな評価は決 して理学的に正 しい とは思わないが，現実的な解 として

それ以外に評価す る方法がないのであれば，それ を仮置 きの数字 として採

用す るしかないだろ うと考 えた。 （丙B104の1・85頁 ）

・ 調 査 委 見解 が 日本海 溝 沿 い の領域 を一つにま とめて しまったことは，か
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な り強引な取扱 いではあったが，評価の空 白域 を作 らずに全ての領域 につ

いて何 らかの評価 をす るとい うのは防災上必要 と考えられ るので，評価の

仕方 としてはやむを得 ない面 もあった と思 う （丙B23・18頁 ） 。

・ 調 査 委 におい て も， 日本海溝沿い福島沖で，津波地震が発生す る可能性

が高い と考 えていた人 はほ とん どいなかったと思 うし，ま してや津波地震

がいつ発生 してもおか しくない （切迫性がある） と考 えていた人はいなか

ったはず である （丙B23・17頁 ）。

・ 三 陸 沖 か ら房 総 沖 に か けての地震活動の長期評価 については，平成21

年3月 の一 部 改訂 時 に信 頼 度 が付 与 され， 日本海溝沿いの領域 において ど

こで も津波地震 が発生す るとい う調査委見解 については，発生領域 と発生

確 率に関す る部分 の信頼度が 「C」 とされ た。 私 は，調 査委 見解 の元 とな

ったデー タの乏 しさか らすれば，その ような評価 が された ことは極 めて妥

当だ と考 えた。 （丙B23・18頁 ）

・ 海 溝 沿 い を全部 一 緒 くた に して一つのモデルで検討す る とい うのは余 り

に乱暴だ と思ったが，一方で何 らかの値 を出 さない と確率はゼ ロになって

しま う。取 りあえず の仮置 きの数値は出す，で も仮置 きであるとい うこと

は見 えるよ うに出す とい うのが多分一番いいだ ろ うと思 った。仮置きで出

したつ も りがいつの間にか一人歩 きをす るとい うこともあるため，信頼度

を付 けるとい う考 え方は非常に良い と思った。結果的に， とりあえず 出す

けれ ども信頼度C， とい うの は私 の感 覚 に非 常 に近い評価だった。 （丙B

104の1・91～92頁 ）

・ 調 査 委 見解 は，不 十分 なデー タを基に した ものであ り，それは信頼度が

Cで あ る こ とや ，長 期評 価 本文 の記載か らも明 らかであったので，少な く

とも私 は， これ を新たな知見 として取 り入れて，切迫性 をもって対策を講i

じるべ き とまで は考 えて い なか った （丙B23・16～17頁 ）。

・3・11の 後 に長 期評 価 の第2版 が公 表 され てい るが ，3・11に つ い

て も取 りあ えず含 め よ うとなった位 に情報量がな く，信頼度 を低いままに
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留 め置 く 限 り更 に 細 か く分 け る 必 然 性 は な い と い うこ とで そ の ま ま に し

た （丙B104の1・109～110頁 ） 。

（5）阿部勝征 ・東京大学名誉教授，公益財団法人地震予知総合研究振興会理

事，同会地震調査研究センター所長

阿部教授 は，地震学 の大家であ り，長期評価部会海溝型分科会 の委員 と

して，同見解 の策定に も関わった地震学者である。 また，平成14年2月

に土木 学会 が策 定 した 「津波 評価技術」 について も，津波評価部会の委員

としてその策 定に携 わってい る。

阿部教授 は，被告東京電力 の元役員 の刑事責任に関す る捜査手続 の過程

で，検察官面前調書 （乙A158） にお い て以 下 の とお り述 べて い る。

・ 推本 （被告東京電力訴訟代理人注 ：地震本部 のこと）が行 ってきた長期

評価 を含 めた通常の地震予測の考え方か らす ると，基本 的には，過去に地

震が発生 した領域 で繰 り返 し同 じタイプの地震が発生す るとい う考 え方

を前提 として，評価 を行 う領域 において過去に発生 した既往最大の地震 を

もとに将来的な地震予測 を行 うのが一般的であった （乙A158・2頁 ）。

・ そ の点 で，長 期評 価 の 「三陸沖か ら房総沖 にかけての海溝寄 りの領域の

どこでも津波地震が発生す る可能性 がある」 との見解 は，過去 に津波地震

の発生 が確認 され ていない福 島県沖や茨城県沖 の海溝 沿いの領域 も含 め

て津波地震 が発 生す る可能性がある とす る点で，従来 の地震予測に関す る

考え方か らす る と，非常に特異な評価 であった （乙A158・2頁 ） 。

・ 自分 と して は，推 本 の長期評価 について，積極的に 「発生 しない」 と言

えるだけの根拠がない ことも確かであったため，海溝型分科会や地震調査

委員会の場で反対意見 を述べ ることは しなかったが，過去の地震の発生状

況や発生場所が明 らかになってお らず，データ量 自体 も乏 しいため，積極
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的に これ を支持す るとい う立場は取ってお らず ， 「そ うい う見方もあるの

だな」 と思いなが ら議論に参加 していた （乙A158・4頁 ）。

・ 推 本 の長 期 評 価 にっ い て は，想定 される地震 の発生領域 ，地震 の規模 ，

地震 の発生確率について，根拠 となるデータ量を踏 まえて信頼度をA，B，

C，Dに ラ ンク付 け して公 表 して い るが， 日本海溝沿いの津波地震 の発生

に関する信頼度は低い ものに止 まっていた と記憶 している （乙A158・

4頁 ）。

・ 推 本 の長 期評 価 の公 表 前 に，内閣府の防災担当か らの申入れを受け，長

期評価 の前文に，過去の地震 に関す るデータが十分でない ことによる限界

があること等 を追加す る修正が されたが，実際に防災計画の策定を担 当す

る内閣府側 の申入れ は理解で きるものであった。過去に地震発生に関す る

データが乏 しく精度が低 い地震予測にっいては， 中央 防災会議 として も，

地方公共団体や民間事業者 に対す る説明が困難 とな る面は否 定できなか

った。 （乙A158・6～7頁 ）

・ 中央 防 災会議 の 「日本海 溝 ・千 島海溝周辺海溝型地震に関する専 門調査

会」の委員 として，平成18年1月 に公表 され た 専 門調査 会 報告 の策定に

も関与 した。 中央防災会議 として防災計画を策定す る上で，福島県沖海溝

沿い等 にお ける津波地震の発生可能性について単に 「発生 しない とす る積

極的な根拠がない」 とい うだけでは，地方公共団体や民間事業者 に対す る

説得的な説明が困難であることは理解できた。そのため，中央防災会議 と

して福 島県沖海溝沿 い等 にお ける津波地震 の発生 につ いては考慮の対象

外 とす る方針 について も，一つ の考え方 として理解 できる と考 え，その方

針 を了承 した。 （乙A158・8～10頁 ）

・ 今 回 の東 北地 方太 平洋 沖 地震 のよ うに広い領域 が連動 して， しか もマ グ

ニチュー ド9．0と い う巨大 地震 が発 生す る こ とは，推本の長期評価 でも

想 定 してお らず， 自分 を含 めて地震学 の専 門家 も想定 していなかった。 こ

れ らの複数 の領域が連動 してマグニチュー ド9．0と い う巨大 な地震 が発
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生 す る こ とに よ り，今 回 の よ うな 非 常 に 高 い 津 波 が 発 生 した と考 え られ る。

（乙A158・11～13頁 ）

（6） 首藤 伸 夫 ・東 北大 学名 誉 教授

首藤伸夫教授 （以下 「首藤教授」 とい う。） は，津波工学分野の先駆者

であ り，土木学会原子力土木委員会津波評価部会 の主査 として， 「津波評

価技術」の取 り纏 めを行った専門家である。また，平成15年 か らは内 閣

府 中央 防災会議 の専 門委員 も務 めてい る。

首藤教授 は，本訴訟 のために意見書 を提 出 しているほか （丙B45） ，

被 告 東京 電 力 の元役 員 を対象 とす る刑事公判手続において専門家証人 とし

て証言 を行ってお り （丙B123） ，そ の 中で以 下 の とお り述 べ て いる。

・ 我 が国の津波対策は，昭和35年 に発 生 した チ リ地震 津波 以 降 は構造物

が主体 となった津波対策 に変化 してい くが，平成5年 の北海 道 南西 沖地震

を契機 と して，構造物のみ ならず，防災教育や避難訓練 な どの ソフ ト面 を

組み入れた総合防災対策が考 えられ るよ うになっていった （丙B45・5

頁 ，7頁 ）。

・ 「津波 評価 技術 」 の策定 にあたっては，自身が策定 に関与 した 「津波常

襲地域総合防災対策指針 （案）」， 「地域防災計画 における津波対策強化

の手引き」 （被告東京電力訴訟代理人注 ：7省 庁 手 引 き） の考 え方 を踏 襲

し， さらに高い安全性が求 め られ る原子力発電所 に沿 ったものにす る必要

がある と考えた （丙B45・13頁 ）。

・ 「津 波評価 技 術 」 で は，最新 の地震学な どで想定 され る最大地震 による

津波 も考慮す るため，基準断層モデルの選定に当たっては地震学 に基づい

た議論 が必要になることか ら，地震学 の権威 である阿部勝征東京大学教授

にも委員 をしていただ くな どしてお り，最新の地震学の知見 に基づいてモ
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デルの選定 を している （丙B45・14頁 ）。

・ 私 は，津 波 の不 確 か さを表現す る言葉 として， 「津波 は倍 半分の可能性

がある」 とい う言葉 をよく使 うが， 「津波評価技術」では， 当時の国の基

準である 「地域防災計画 にお ける津波対策強化 の手引き」でも触れ られて

いなかったパ ラメータスタデ ィの考 え方 を新 たに導入す ることで，そ うし

た不確実性 をある程度は補える と考 えた。不確 かさを考慮す るための手段

として，一定の補正係数 を掛 けるとい う考 え方 もあるが，そ もそも津波は

過去 の例 が少 ないた めに説得力 のあ る補 正係数 を示す ことができない。

（丙B45・15～18頁 ，丙B123・59頁 ）

・ 「津波 評価 技 術 」 に 「本 手法に より得 られ る最大水位上昇量は，波源 の

不確 定性 に よるば らつ き等が考慮で きる十分大きな津波 高 として評価 で

きると考え られ る。」 と記載 されてい る とお り，当時も現在 も，パラメー

タスタデ ィで補 える不確実 さが合理的 な根拠 をもって事業者 に津波対策

を求めることのできる津波水位上昇の上 限値であった （丙B45・18頁 ）。

・ 地震調 査 研 究推 進 本部 は研究調査の方 向を示す ものであ り，災害対策の

方針 を決 めるものではない。防災対策 の実施方針 を決 めるのは中央防災会

議 である。 （丙B45・23頁 ）

・ 平成18年 の 中央 防 災会議 で対 象 とす る よ う求め られた三陸沖の地震は，

三陸沖北部 の地震，明治三陸タイプ地震 ，宮城県沖の地震 の三つであった。

福 島県沖に関 して，中央防災会議報告書には 「⑩福 島県沖 ・茨城県沖の領

域 福島県沖 ・茨城県沖の領域 では，M7ク ラスの地震 （1938年 のM

7．0，7．5，7．3な ど） が発 生 して い るが， これ らの地震の繰 り返

し発生は確認 されていない。」 とのみ書かれてお り，それ以上の言及は さ

れていない。 したがって，私は，本件事故の政府事故調査 ・検証委員会 の

ヒア リングで も同じ事 を聞かれたが，長期評価 が述べ る福 島沖の津波地震

に関 しては 「中防会議 は福 島沖での地震津波 を防災の対象 とすべきとは提

唱 していなかった。 にもかかわ らず，一電力会社 でそれ を防災対象に しよ
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うと考 えて も株主総会 を通 らなかったのではないか。推本では福島県沖の

津波地震の可能性 に言及 しているが，あくまで研究 を推進すべき としてい

るだけで，防災対策 を取れ と言 ってい るわ けではない。」 と答 えた。 （丙

B45・23頁 ）

・ 長期 評価 の見解 は専 門家 の 間で もコンセ ンサスが得 られていなかったも

のであるか ら，この見解 は確 定論に取 り入れ，直ちに対策 を取 らせ るよ う

な説得力のある見解 とは考 え られていなかった。そのため，我々専門家 は，

津波評価部会において，この見解 をロジ ックツ リーの分岐 として組み入れ，

確率論の中で評価す ることとしたのである。 （丙B45・23頁 ）

（7） 笠 原稔 ・北海 道 大 学名 誉教授

笠 原教授は，地震本部政策委員会の委員や 中央防災会議の委員 などを歴

任 して きた地震学者である。特 に平成15年 か らは 中央 防災 会議 専 門調 査

会 北海道 ワー キンググループの座長 を務 め，平成18年1月25日 に公 表

され た専 門調 査会 報告 書 （丙A26の1～2） の取 り纏 め に携 わ ってい る。

笠原教授 は，本件事故 に関す る一連の集団訴訟のために意見書を提 出 し

てお り （丙B59） ， その 中で 以下 の とお り述 べ てい る。

・ 地震本部は，純粋 に理学分野における学術 的見地のみか ら理学的知見に

ついて調査検討 を していくものなので， 「理学的 に否定できない」 とい う

レベル以上 の知見で あれば，すべか らく調査検討の対象 としていくこ とが

地震本部の委員 の役割 として求め られてい るものだ と思 っていた し，地震

学者 として 「理学的に否定できない」 とい うレベル以上の知見があれ ば，

世の中に提示す る必要があると考えていた （丙B59・3頁 ） 。

・ 一方 ，理 学 的知 見 とい うものは，多 くの資料が得 られて精度の高いもの

か ら，資料が少 な く精度が低い ものまで数多 くの知見があったので，地震
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本部 が行 うのは，あ くまで学術 的観点のみか ら理学的知見 を提供 しつつ，

精度や 可能性の高低 に関す る言及 をす るとい うことまでで，そ こか ら先，

実際に防災 に関す る意 思決 定 を行 うのは中央防災会議 の役割 とされ てい

た （丙B59・3頁 ）。

・ 津波 に対す る防 災対策 において，あ りとあ らゆる津波 に対 してハー ド面

での対策 を実施すべき とまでは言 わない し，現実 として も全 ての津波 に対

してハー ド面での対策ができる とは思っていないが，少 な くとも，津波に

よる死者数 を最小 限に してい くとい うこ とを 目的 と して津波 対策 を考 え

る場合 には，記録が しっか りと残 ってお らず，具体的なモデルが確定でき

な くても，ひ とまず防災的な警告 だけは出 しておいて，「とにか く逃 げる」

とい うソフ ト面での対策だ けは検討 させてお くとい うのが有用である （丙

B59・5頁 ）。

・ 長 期評 価 の見 解 は， 地震 本部が理学的知見を基 に議論 した結果 として，

「理学的に否定で きない」 もの として出 された見解である と認識 してい る

（丙B59・6頁 ）。

・ 自分 が座長 を務 め た北海 道WGで は ，谷 岡先 生 に委 員 に入 って も らい，

津波地震 に関す る当時の知見 として， どの ような集積があ り，明治三陸地

震の ような津波地震が他の領域で も起 こりうるとい う見解 について，どの

程度 の具体的な根拠があると言 えるものかについて説 明を してもらい，そ

の上で委員 の間で議論が行われ た。その際は，委員の間で，三陸沖 とその

他 の 日本海溝 沿いの領域 にお けるホル ス トグラベ ン構造や堆積物の集積

モデル の違いや，近年の観 測結果についての言及 があ り，明治三陸地震の

よ うな津波地震 は，限 られた領域や特殊 な条件 下でのみ発生す る可能性が

高いのではないか とい う方 向性 での意見が出て，その方 向性 に異論がなか

った。 （丙B59・8～9頁 ）

・ 北海 道WGで は，地震 本 部 が示 した津波 地震 に関す る見解 は， 「理学的

に否定できない」 とい うものであることに間違いはない ものの，それ以上
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の 具 体 的 な根 拠 が あ る も の と い う意 見 は 出 され な か っ た （丙B59・10

～11頁 ）
。

（8）谷岡勇市郎 ・北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センタ

ー長，教授

谷 岡教授 は，中央 防災会議専門調査会北海道 ワーキンググループの委員

として平成18年1月25日 に公表 され た専 門調 査 会報 告書 （丙A26の

1～2） の策 定 に 関わ り，ま た， 平成21年 以 降 は地震 本部 の地震 調 査 委

員 会や長期評価部会海溝型分科会 の委員 を務 めてい る地震学者である。

谷 岡教授 は，本件事故 に関す る一連の集団訴訟のために意見書 を提 出 し

てお り （丙B58） ， その 中で 以下 の とお り述べ てい る。

・ 地震学の分野では，歴史資料や堆積物調査 ，地質調査，GPSな どの理

学 的根拠 に基づ き多 数 の仮説 を立て，それ らの仮説 が，その後の堆積物調

査や現実の地震発生 によ り得 られた新知見 によ り裏付 けられた り，逆 に否

定 された りす ることで発展 させ てきた （丙B58・2～3頁 ） 。

・ 本 件 地震 ま で， 自分 を含む多 くの地震学者 が津波地震 を研究 し，様 々な

仮説 を提唱 してきたが，総 じて，明治三陸地震 のよ うな津波地震 は，限 ら

れ た領域や特殊 な条件 が揃 った場合 にのみ発 生 しうる とい う考 え方が大

勢 を 占めていた。それだけ明治三陸地震が他 のプ レー ト間地震 とは違 った

異質 なものであったため，そのメカニズムを解明す るための材料が少 な く，

一般化が難 しいもの と理解 されていたためである。かか る考え方は，仮説

の段 階ではあったが，観測結果な どの科学的根拠 に基づ くものであった。

（丙B58・10頁 ，14頁 ）

・ 本 件 地震 前 の理学 的根 拠 に基づいて考えた場合，明治三陸地震 のよ うな

津波地震 は，限 られた領域でのみ発生す る可能性が高い もので， この よう
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な地震 が福島県沖で も発生す るとは正直全 く思 えなかった し，本件地震 自

体 も，明治三陸地震の ような津波地震が福島県沖で発生 した ものではない

ので，現在で も，明治三陸地震の ような津波地震 が福島県沖で発生する可

能性が高い とは思 っていない （丙B58・18頁 ）。

・ 私 は，今 現在 ，地震調 査研 究推進本部地震調査委員会で委員 を している

ので，長期評価 の見解 の存在 は知 ってい るし，地震調査委員会の立場 とし

てこの見解 を出 したこと自体 は理解できる。 なぜ な ら，地震学の分野では

津波地震の メカニズムを含 め，多 くの事項が未解 明であるので，明治三陸

地震の よ うな津波地震にっいても 「この地域 で地震 は起 きない」 と断言す

ることはできない し，可能性 が否 定で きない以上，地震調査委員会の立場

ではひ とまず防災行政的な警告 をす るためにも，明治三陸地震 と同様 の地

震が三陸沖北部か ら房総沖の海溝 寄 りの領域 内の どこで も発生す る可能

性があるとい う見解 を出す意義はあると思 うか らである。 （丙B58・1

8頁 ）

・ もっ とも，そ の よ うな見解 があるとして も，中央防災会議 などで実際に

この見解 に依拠 した防災対策 をさせ るべ きか と聞かれれ ば，十分 な理学的

根拠があるのか を検証 した上で判 断 してい く必要があるので，実際の防災

対策 をしてい く上で，明治三陸地震 と同 じような津波地震が福島県沖で発

生す る と考 えることには少 し無理 があ るのではないか と考 える （丙B5

8・18～19頁 ） 。

（9） 島崎 邦彦 ・東 京 大学名 誉 教授

島崎教授 は，平成14年7月31日 に地震 本部 が公表 した長 期評 価の見

解 について，長期評価部会長及び海溝型分科会主査 としてその取 り纏めに

携 わった地震学者 である。

島崎教授 は，以上の各種専門家 の意見 に反 して，長期評価の見解 が策定
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された 当時の知見の状況 として， 日本海溝沿い領域の どこで も明治三陸地

震 と同様 の津波地震 が起 こ り得 るとい うのが地震学者 の統一的見解であ り，

多 くの学者 が賛同 していた，かかる見解 を前提にすれば福島県か ら茨城県

にかけて どこでも10メ ー トル を超 える とい うの が津波 の専門家の常識で

あった としている （甲A141の1・31頁 ， 甲A141の2・16頁 ，

76頁 ）。

しか しな が ら，日本海 溝 寄 り領域 のどこでも大規模地震が発生す るとか，

明治三陸地震 と同様の津波地震が起 こ り得 るとの見解 は地震学者の統一的

なものではな く，む しろ当該領域 ではその地体構造 か ら大規模地震 は起 こ

らず，特 に海溝寄 り南部ではマ グニチ ュー ド8ク ラス の地 震 も稀 に しか起

こ らず ，津波地震 も特定の領域で特定の条件 を満た した場合 にのみ発生す

る との見解が通説的であった こと，そ うした中で長期評価 の見解 は既往地

震 に関す る情報が不足する中，国民の防災意識 を促す とい う専 ら防災行政

上の見地 か ら，海溝寄 り領域 を一括 りにして発生確 率を求めた にす ぎない

こと，現 に海溝型分科会では 目本海溝寄 りの地体構造 の同一性等 について

の議論 は一切 され てお らず （甲A186・23頁 ，27頁 ，29頁 ） ， こ

の こ とは 島崎 教授 も 「議論す るまで もない」 （甲A141の2・31頁 ），

「構 造 につ いて は言 及 してお りません」 （甲A141の2・56頁 ） と し

て 自認 して い る こ とは繰 り返 し述べているとお りである。

実際，島崎教授 は，海溝型分科会にお ける長期評価の策定に向けた議論

の過程 において，海溝寄 りの どこでも明治三陸地震 と同規模 の津波地震 が

起 きるとす ることについて， 「警告 としてはむ しろ3回 とい うほ うを。 」

との事 務 局 の方針 に同調す る形で 「次善の策 として三陸に押 し付 けた。あ

ま り減 ると確 率が小 さくなって警告の意 がな くなって，正 しく反映 しない

のではないか， とい う恐れ もある。」 （丙B103の3・ 通 し頁288～

289頁 ） とコメ ン トしてい る。 か か る発言に関 して島崎教授は，千葉地

裁 で行 われ た証人尋 問において， 「これは，事務局がそ うい う意識 を持 っ
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ていたとい うことで，こ うい う意識は当然困 ります。」 （甲A141の2・

63頁 ） な ど と， あた か も事務 局 が不 適当な発言 を行ったかの ように証言

していたが，刑事事件記録の開示に より，実際に当該 コメン トを行ったの

はま さに主査である島崎教授本人であった ことが明 らかになってい る。ま

た，島崎教授 は， 自身で，その後の長期評価部会において， 「400年 に

3回 と割 り切 った こ と と，それ が 一様 に起 こるとした所あた りに問題 が残

りそ うだ」 （丙B103の3・ 通 し頁315頁 ）な ど とコメ ン トして い る。

なお ，津波地震 の発生メカニズムについては，原告 らが依拠す る都 司嘉

宣博士 （以下 「都司博 士」とい う。）も含 めて谷 岡 ・佐竹論文 （丙B21）

が示 した付 加 体 モデ ル に一様 に賛同 してい るが，島崎教授 のみは唯一かか

る考え方に否定的見解 を示 してお り （甲A141の2・59～60頁 ） ，

日本海 溝 沿 い領 域 の どこで も明治三陸地震 と同様 の津波地震 が起 こり得 る

とす る論拠 として，本件事故前 は津波地震 が固着の弱い ところで起きる「ぬ

るぬる地震 」であって，プ レー トの新 旧が固着の大小を支配す る 「比較沈

み込み帯」論 はそ もそ も適用 され ない としていた。 しか し，本件地震が強

い固着 にもかかわ らず津波地震を発生 させた ことか ら，現在 では 「津波地

震 の発生 メカニズムは不明」 と述べ るに至 ってお り （甲A3・ 政府 事 故調

最終 報告 書304頁 注8） ，既 に長 期評 価 の 見解 を基礎 付 ける理学的論拠

を自ら放棄 してい る。

また，島崎教授 は，あたか も今 回の本件地震の発生がま さに長期評価の

見解の とお りになったかのよ うに主張す るが，事実に反す る。佐竹教授や

今村教授 も証言 してい るとお り，今回発 生 した地震 は，あ くまで北寄 りの

三陸沖で最初 の巨大地震 が発生 し，それに連動 して海溝寄 りで沖合の海溝

沿いで津波地震が発生 し，その岩石破壊 が余 りに大きす ぎたた めによ り南

方の福 島県沖海溝沿 いにまで伝播 した とい うものであって，明治三陸地震

と同様の津波地震 が福島県沖海溝沿い領域で発生 した ものではない。また，

その規模 も性質 も全 く異なるものである （乙A157・69頁 ）。 実 際 ，
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地震本部 も前述 の とお り 「想定外であった。」 としている （丙A23） 。

そ の意 味 で，福 島県 沖海溝 沿 い領域 に長期評価 の見解が当てはまるか否か

は，本件事故後 の今 なお明 らかになっていない とい うのが実情 である （乙

A157・73頁 ）。

も とよ り， 島崎 教授 は 自身 の見解 に反す る意見等 について 「圧力」 と表

現 した り （甲A141の1・16頁 ， 甲A141の2・36頁 以 下 ， 乙A

157・71～72頁 ） ，本件 地震 後 には， 予 定 され ていた海溝i型分科 会

での議 論 を経 ない ま ま長期評価 の見解 における明治三陸地震の津波マ グニ

チ ュー ドを 「8．2」 か ら本件 津 波 と同等 の 「8．6～9．0」 に単独 で

変 更 して しま うな ど （甲A186・40～43頁 ） ，客観 的 ・中立 的 な専

門家 の 見解 とい う観点か らは，その証言の一般通用性 ・信用性 に疑義があ

るといわ ざるを得 ない。

（10） 都司嘉宣 ・公益財団法人深 田地質研究所客員研究員

都司博士は，平成14年7月31日 に地震 本 部 が公表 した長 期評 価 の見

解 にっいて，長期評価部会海溝型分科会 の委員 として，同評価 の策定に関

わった地震学者で あ り，特に歴史地震学 を専門 としてい る。

都 司博 士 も，長期評価 の見解 について，国が設置 した公的機 関における

長期評価部会海溝型分科会 において，当時の第一線の理学者達の充実 した

議論を経て，海溝寄 りのプ レー ト間にお ける3つ の津波 地震 とそ の長期 評

価 にっ いて一定の結論 を出 したものであると証言 しているが （甲A180・

57頁 ， 甲A181・28頁 ，35頁 ， 甲A183・4頁 ，54頁 ） ， 地

震 本部 が 国の設置 した公 的機 関であること以上 に，長期評価 の見解 を裏支

えす るよ うな理学 的根拠 を示 していない。

この点，都 司博 士は，津波地震 の発生 メカニズムについて，谷岡 ・佐竹

論文 （丙B21） が示 した付加 体モ デル に賛 同 しつつ，海溝寄 り領域が北
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か ら南まで同 じ性質 を有 していることを理 由に，同領域 の どこでも津波地

震が発生す るとしているが （甲A183・50頁 ），海 底 実地 調査 の結果 ，

む しろ北部 と南部 では地質構造が異 なってお り，福島県沖を含 む南部領域

では津波地震 を引き起 こす とされている付加体が存在 しないこ とが客観的

に確認 され てい ることは前述 した とお りである。そ もそ も，都 司博士は，

一般に付加体 の発達が認 め られてい る南海 トラフ よりも日本海溝寄 り領域

の方が付加体 の発達 が認め られる と述べ るな ど （甲A183・52頁 ） ，

地質構 造 の違 い につ い て十 分な認識 を有 していない可能性 がある。

また，都 司博士は，長期評価 の見解が津波地震 として取 り扱 った3つ の

既 往 地震 の うち，1611年 に発 生 した慶 長 三 陸地震 につ い ては，その後，

津波地震ではな く正断層型地震であった とも主張 してお り，その意味で長

期評価の見解 に異論 を唱えてい る （甲A183・54頁 以 下 ）。 長期 評価

の 見解 につ い て は， この ように今 なお確率計算 の前提 となる知見その もの

に疑義が呈 されてい るよ うな状況であ り，本件事故時点でハー ド面での対

策 に具体的 ・確 定的に取 り入れ ることができるよ うな ものではなかったの

である。

10小 括

以 上 の とお り，海溝 寄 りの どこでも明治三陸地震 と同規模 の津波地震が起

きるとした長期評価 の見解 は，そ もそ も対象領域にお ける津波地震 の発生回

数 が少な く，そのままでは国民の防災意識高揚 の見地か ら有意 な地震発生確

率 を示す ことができなかったために，専 ら防災行政上の見地か ら採用 された

ものであ り，直 ちに既存の原子力発電所の安全対策に決定論的に取 り込 める

よ うなものではなかった。また，今 回起 きた津波 も長期評価の示 した津波地

震が発生 したものではな く，その意味で長期評価 の見解が正 しいか否 かは今

なお裏付 けられていない。

64



この点については，令和元年9月19日 に下 され た被 告東 京 電力役 員 の刑

事判決 において も，以下の とお り概ね同様 の評価が されている。

・ 「長期評価」は，過去の地震 を評価 した上で次の地震の発生時期や規模 を

評価す るとい うものであって，領域 によって過去の地震 のデー タの質及び

量は様 々であ り，これ に伴い評価方法に も様 々なものが混在 してい るか ら，

その信頼性 は領域 によって異 なるとみ るほかない。 このことは，後 に地震

本部 自らが領域 ごとに評価 の信頼度 をランク付 け してい ることか らも明

らか とい うべきである。

・ 保安院 は，平成21年3月 に公表 され た 「長期 評価 」の改訂版 につ いて，

耐震安全性等の評価への反映が必要な 「新知見情報」や耐震安全性 の再評

価等につ ながる可能性のある 「新知見関連情報」 とは扱 わず，耐震安全性

評価 に関連す る 「参考情報」 として扱 っている。 さらに， 「長期評価」の

海溝寄 り領域に関す る審議経過 をみる と，過去の地震のデータがない又 は

少 ないため よく分か らない所 については，震源の特定 よ りも：津波被害に対

す る警告 を優先 させ，た とえ仮置きであって も何 らかの数字を示すべきで

あるとの考慮が働いた と考え られ る場面 も見受け られ る。

・ 「長期評価jは ，上 記 の よ うな評 価 方 法 に よ り， この ような審議経過 を

経て策定 された ものであるか ら，その信頼性 を判断す るに当たっては，作

成主体や 作成過程のみな らず，その内容 を具体的に考察す る必要があ る。

・ 海溝寄 り領域 を海溝方位 が変化す る北緯38．1度 付 近 を境 に北側 領 域

と福 島 県沖 を含む南側領域 に分 けた場合 ，両者は海底地殻構造が異なって

いる。す なわち，北側領域では，海洋 プ レー トに海溝軸 に平行 して等間隔

で隔て られ た地形的起伏 （ホルス ト・グラーベ ン構造）が発達 し，前弧領

域 は滑 らかな地形であ り，太平洋プ レー トと陸のプ レー トのバ ックス トッ

プ境界面 との間には模状堆積ユニ ッ ト （付加体）が存在す るのに対 し，南

側領域では，地形が不規則であ り，周 囲の海底か ら数 キロメー トル盛 り上

がる孤立 した海 山が存在 し，前弧領域 の海底 の地形は複雑 な構造的特徴 を
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有 してお り，プ レー ト境界 には模状堆積ユニ ッ トは見 られず，ほぼ一定の

厚 み を持 つ堆積 ユニ ッ トが陸側 のプ レー トと海洋 プ レー トとの問の奥 ま

で広がってい るとい う違いがあ り，また，プ レー ト境界のカ ップ リングも，

深 さが10な い し13kmを 超 え る領 域 で は，北側 領域 の方 が南側領域 よ

りもカ ップ リングが強い とい う違いがある。

・ 津波地震 の発生様式については，本件 地震発生 当時，その全体像 が明 ら

かに され るには至っていなかったものの，海溝軸近傍に堆積物 （付加体）

が存在 し， この付加体を断ち切 るように高角 の分岐断層が動 くこと，付加

体 の未 固結の堆積物が跳ね上がること，付加体の剛性率が低いためすべ り

量が大き くな るこ と，これ らが海底地殻変動 の上下成分 を増加 させて津波

を隆起す ることが指摘 され ていた。付加体が津波地震の発生に影響 を与え

ていることを指摘す る知見は，平成15年 当時 の研 究 で大 勢 を 占め てお り，

本件地震発 生 当時 にお いて も津波地震 を説 明す る代表的なモデル で ある

付加体 の存在 と津波地震 の発生 が関連 してい るこ とは地震 学者 の間で広

く共有 され ていた。

・ そ うす ると，明治三陸地震 と同様のMt8．2前 後 の地震 が海 溝 寄 り領

域 内の どこで も発生す る可能性があるとした 「長期評価」の見解 は，付加

体 の存在 が津波地震 の発 生様 式 と関連 してい ると考 えられ ていた ことに

照 らせ ば，同領域 にお ける北側領域 と南側領域 との海底地殻構造の違い と

は整合 しなかったもの といわ ざるを得 ない。

・ それ にもかかわ らず， 「長期評価」は，平成21年3月 に公 表 され た一

部 改訂 版 を含 め， この点に対す る応答 を示 していなかったのであるか ら，

Mt8．2前 後 の津 波地 震 が海 溝寄 り領域 内 の どこで も発生す る可能性 が

あるとした ことについて，本件地震発生前の時点において，十分な根拠 を

示 していた とはいい難い。

・ 「長期評価」の策定 に関わった者 を含む専門家 らの評価 は，様々であっ

て， 「長期評価」の手法や見解 には多かれ少なかれ無条件 には賛同 し難い
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点があ ることを示す もの といえ，本件地震発生前の時点において，津波地

震 が海溝 寄 り領域 内の どこで も発生す る可能性 があ ると した ことの根拠

については，十分ではない とい う見方が複数 の専門家の間にあった もの と

認 め られ る。

・ 以上 の とお り， 「長期評価」の見解 は，本件地震発生前 の時点 にお いて，

一般防災においては取 り入れ られず，原子力発電所 の津波対策 の場面 にお

いても，保安院は 「参考情報」 として扱い， これ を積極的に取 り入れ るよ

う求 めず ，基盤機構 もこれを取 り入れるよ う求めた ことはな く，他 の電力

会社が これ をそのまま取 り入れ ることもないなど，原子炉の安全対策 を含

む防災対策 を考 えるに当た り，取 り入れ るべ き知見であるとの評価 を一般

に受 けていたわけではなかった といわざるを得ない。

第4長 期評価の見解を踏まえた被告東京電力の対応について

1長 期評価公表後の被告東京電力の対応について

土木学会は，平成14年7月 に地震 本部 に よって公 表 され た長期評価の見

解 が上記 のよ うな性質 のものであった ことか ら，これ を直ちに確定論的に取

り入れて 「津波評価技術」を改訂等す ることはせず，同手法 の後継研究 とし

て検討 を開始 した確率論的津波評価手法の中で （具体 的にはロジ ックツ リー

における分岐項 目の一つ として）取 り扱 ってい くこととした。そ して，被告

東京電力を含む電気事業者 らも，それに足並みを揃 える形 で長期評価 の見解

を確定論 的津波評価 に基づ く津波対策 に直 ちに取 り入れ るのではな く，確 率

論の研究の中で検討 を進 めてい くこととした。

こ うした被告東京電力 を含む電気事業者 らの判 断は，土木学会はもちろん，

原告 らが依拠す る地震本部です ら，一連 の長期評価 を踏 まえて最終的に策定

した 「全国を概観 した地震動予測地図」において，三陸沖か ら房総沖にかけ
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ての長期評価 の見解 を確 定論 としては取 り込まず，確率論における一知見 と

して採用す るに留まってい ること （丙A227の1～3） と も合 致 す る もの

で あ り，何 ら不合理 なものではない とい うべきである。そ して，被告東京電

力は，そのよ うな方針 について，長期評価 の見解 と 「津波評価技術」双方の

策定に関わっていた佐竹教授 の意見 も聴取 し，保安院に報告 を してその了承

を得てい るところであ る （丙B67） 。

この点 ， この ときの被 告東 京電力 と保安院 とのや り取 りにつ いて，被告東

京電力 の担 当であった高尾誠氏が，保安院 の担 当者 であった川原修 司氏か ら

長期評価 の見解 に基づ く津波 シ ミュ レー シ ョンの実施 を指示 され たのに対

し，事後に 「谷 岡 ・佐竹 の論文 を説明す るな どして，40分 間 く らい抵抗 し

た」 とメー一ル で報告 していること （丙B67） を殊 更取 り上 げ，長期 評価 の

見解 を決定論 的に取 り入れ るの を不合理 に阻止 したかのよ うな指摘 もあ る。

しか し，電気事業者 として，規制機関である保安院 に対 し，当時の知見 の状

況や長期評価 の見解 の性質等 について正確 な理解 を求 め，適正な規制権 限の

行使 を要請 す るこ とは当然の対応である。 この時の状況 については，当時，

被告東京電力原子力技術部土木 グループ （後に組織改編等 により名称は変更

されてい るが，以下では時点を限 らず 「土木 グループ」 として表記 を統一す

る。）課長 であった酒井俊朗氏 も， 「（長期評価の見解について）ち ょっ と

乱暴だなとは思いま した」 （丙B115の1・141頁 ） ， 「根 拠 が， …技

術 的 な こ とに基づいて とい うことはない」 （同）， 「阿部 さんや佐竹 さんは

土木学会 に入 ってて，で，彼 らは，これ必 要だ と言わなかったのだか ら， こ

れは論理的には多分要 らないん じゃないか とは率直に思いま したけ ど。 で，

逆に言 うと，も しその両先生が，もともとこれ は本 当に切迫性が高い，ある

いは必要だ と思 った ら，要す るに土木学会 の場 で言 えばいいわけで，地震本

部でこ うい う検討 をや ってて，だか ら， これは， こっちのほ うの設計津波 を

取 り込むべ きです よと。それ は，普通は，本当にそ う思った ら言 うん じゃな

いかな と。で，それは一切言わなかったのだか ら，工学的な設計 とい う話 と，
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地震本部 が扱 う調査研究可能性 とい うところは，お二人の中では線 引きをさ

れてるのではないか とい うことは思いま した」 （同145頁 ） と証 言 してい

る。

そ して ，被 告東京電力は，保安院の理解 も得 た上で，長期評価の見解 と津

波評価技術 の双方 の策定 に関わった佐竹教授 とコンタク トを とり，長期評価

の見解 と 「津波評価技術」 とで想定津波 に関す る評価 が異なってい る理 由を

確認 した ところ，長期評価 の見解 はあくまで従来 の津波 に関す る知見 を変更

す るものではな く，理学的に否定できないものとして発生確率 を計算 したに

留ま り，その当否 は知見の進展 を待つ趣 旨で出されたに留まることを確認 し

た。そこで，被告東京電力は，土木学会の対応 とも足並み を揃 える形 で，直

ちに長期評価 の見解 を確 定論 に取 り入れ るのではな く，後継研究である確率

論の検討 の中に取 り入れて研 究を進 めてい くこととした ものである。そ して，

かか る被告東 京電力の対応 が長期 評価 の見解 の性質 に照 らして何 ら不合理

でなかったこ とは，繰 り返 し述べてい るとお りである。

2確 率論的津波評価手法の研究進展について

土木学会津波評価部会は，平成14年2月 の 「津波 評価 技術 」 の策 定 に よ

り第1期 の活 動 を終 えた後 ，引 き続 き，津波評価の更 なる高度化 を図るため，

平成15年6月 か ら平成17年9月 まで の第H期 ，及び 平成19年1月 か ら

平成21年3月 ま での第 皿期 にお い て， 「津波 評価技術」の後継研究 として

確率論的津波ハザー ド解析手法 の研究 を進 めてお り，被告東京電力 もそれに

積極的に参加 し，知見の進展に寄与 していた。

平成16年 には ，土木 学会 津 波評 価部 会 は ロジックツ リー作成のために長

期評価 の見解 も取 り込んだ重み付 けアンケー トを行 い （甲A207， 丙B1

14の4・ 指 定弁 護 士提 示 資 料111， 同124） ， そ の結 果 を踏 ま えて ，

被告 東京 電力は同年12月 に東 電設 計株 式会社 （以 下f東 電設 計 」とい う。）
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に委託 して既設 プラン トに対す る津波ハザー ドの解析 を行 ってい る （丙B1

15の1・68～69頁 ，丙B115の2・194～198頁 ， 乙B6・ 別

添資 料 ）。その 結果 ，本件 原 発 において津波が敷地高を超 える年超過確 率は，

10万 年 か ら100万 年 に1回 との試 算 結果 が 出 てお り，津波対策 について

何 らかの見直 しを検討 しなけれ ばな らないよ うな結果ではなかった。なお，

原子力安全委員会 （当時）は，平成18年4月 に原子 力発 電所 の炉 心 損傷 頻

度 （CDF） の 目標 値 と して10の マイ ナ ス4乗 ，す なわ ち1万 年 に1回 と

い う指標 を示 し （甲A114） ，それ が本 件事 故 後 の新規 制 基準にお ける議

論の土台に もされ てい る （ただ し，敷地高まで津波が遡上 した として も直ち

に炉心損傷 に至 るわけではないため，津波が敷地高 を超 える年超過確率 と炉

心損傷頻度 は必ず しもイ コール ではない ことに留意す る必要がある。 ）。

また，被告東京電力 は，平成18年7月 に米 国 フ ロ リダ州 マイ ア ミで開催

された第14回 原 子 力 工学 国 際会議 （ICONE－14） にお いて ，長 期評

価 の見 解 も取 り入れ た確 率論 的津波ハ ザー ド評価手法 を試 行的に実施 した

いわゆる 「マイア ミ論文」 （甲A41の1～2） を発表 して い る。 な お， こ

の点 に関 して，国会事故調 （甲A1）92頁 で は，JNESが 設 計 基 準水位

以 上 の津 波 が到 達す る頻度 を再計算 した ところ，約330年 に1回 程 度 とな

った こ とが指 摘 され てい るが，同参考資料1．2．5に も記載 され て い る よ

うに， 当該再計算は防波堤の外で評価 して しまってお り，不正確な試算結果

となっている。

平成20年 に は，土 木 学会 は第 皿期 の確 率論 の研究 の中で改めて重み付 け

ア ンケー トを行 い （丙A76） ，平成21年3月 には確 率論 的津 波ハ ザ ー ド

解 析 の 方法 （案） を取 り纏めた （丙A207） 。 そ れ を踏 ま えて，被 告東 京

電 力 も平成21年10月 に は東 電 設 計 に対 して 既 設 プ ラ ン トに関す る新 た

な津波ハザー ド解析 を依頼 していた （丙B114の3・289頁 ） 。

この点 ，か か る確 率論 的ハ ザー ド研究 については，IAEAが 本件 事 故後

の平成23年11月 に発 表 した報告 書 にお い て も 「津波ハザー ドを評価す る
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ために各 国で適用 されてい る現在の実務ではない。確率論的アプ ローチ を用

いた津波ハザー ド評価 の手法は提案 されているが，標準的な評価手順 はまだ

開発 され ていない。」 と評価 しているよ うに （乙A6・61頁 ） ，本 件 事故

後 の今 な おそ の手 法 が確立 しているとはいえないが，そ うした中でも，被告

東京電力は，土木学会や他の原子力事業者 とともに同手法 の発展に寄与 して

きたものである。

3耐 震 バ ックチ ェ ックにお け る長 期評価の見解 を踏まえた検討について

（1） 新 耐震 指針 の策 定 と耐震 バ ックチェ ックの指示

平成18年9月19日 ，原子 力 安全 委員 会 （当 時）は，昭和53年 の 旧

耐震 指 針 策 定以 降 の地 震 学 及び津波工学 に関す る知見の蓄積や耐震設計

技術 の 目覚ま しい改 良及び進歩 を反映 し，同指針 を改定 した新耐震指針 を

公表 した （丙A10の2） 。

新 耐震 指 針 は ，耐震 設計 の基 本方針 として， 「施設の供用期 間中に極 め

てまれ ではあるが発生す る可能性 があ り，施設に大 きな影響 を与えるおそ

れがある と想 定す ることが適切な地震動 を適切 に策定 し，この地震動 を

前提 とした耐震設計を行 うこと等に加 えて，地震随伴現象である津波 にっ

いて も， 「施設の供用期間中に極 めてまれではあるが発生す る可能性が あ

ると想 定す ることが適切 な津波 によって も，施設 の安全機能が重大な影響

を受 けるおそれ がないこと」を求めていた。

平成18年9月20日 ，保 安 院 は，かか る新 耐震 指針 の公表 を受け，原

子力事業者等に対 し，既設の発電用原子炉施設 について，新耐震指針 を踏

まえた耐震バ ックチ ェックを実施 し，その結果報告 を求めるとともに，耐

震バ ックチェ ックの基本的な考え方や具体的評価方法，確認基準等 を示 し

たバ ックチェ ックルール を公表 した （乙A5） 。 か か る耐震 バ ックチ ェ ッ
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クは，あくまで既設発電用原子炉施設 については従来の安全審査等 によっ

て耐震安全性 が十分 に確保 されていることを前提に，安全性 に対す る信頼

の一層 の向上 を図 ることを 目的 として指示 された ものであったが （乙A

5・1頁 ） ，地震 随伴現 象 で あ る津 波 の想定については， 「敷地周辺 の既

往 の津波の被害状況，プ レー ト境界付近及 び 日本海東縁部 における津波 の

発生状況，海域の活断層 を考慮 し，施設の供用期 間中に極 めてまれではあ

るが発生す る可能性がある津波を想 定す る。また， 日本近海のみではな く

チ リ沖 など敷地へ の影響が否定できない遠地津波 も考慮す る」こととされ

ていた （乙A5・ 別 添44頁 ）。

（2） 本 件 原発 のバ ックチ ェ ック に向けた対応方針 の検討

本件原発 の耐震バ ックチェ ックは，被告東京電力本店原子力 ・立地本部

下の原 子力設備 管理部新潟 県中越 沖地震対策セ ンター土木 グループが所

管 し，主 として同グループのマネー ジャーであった酒井俊明氏 （以下 「酒

井GM」 とい う。 ） と， そ の部 下 で あ った高尾誠課長 （以下 「高尾課長」

とい う。）がこれ を担 当 した。

保安院 が示 したバ ックチ ェックルールでは，バ ックチェック実施 の前提

とな る津波解析手法 について，決定論で ある 「津波評価技術」 と同様 の手

法 を提示 してお り （乙A5・ 別 添44～45頁 ， 甲A2・389頁 ） ，土

木 グル ー プで は， 当時 の最新の知見を反映 させ て評価す るとい うこ とで認

識 は一致 していた。他方で，平成14年7月 に地震本 部 が公 表 した長 期 評

価 の見解 については，当時はまだ確率論的津波評価手法の中で研究が続 け

られていた ものの，その手法はなお確立 している状況にはなかった。その

ため，バ ックチェ ック実施 にあた り，長期評価 の見解 を 「最新 の知見」 と

して取 り込んで評価 を実施すべ きかが課題 になった （丙B115の1・6

頁 ）。
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グループマネー ジャー としてバ ックチ ェック手続 を統括 していた酒井

GMは ，長期 評価 の見 解 が三 陸沖 か ら房総沖にかけての海溝寄 り領域 を一

体 と見倣す ことや ，同領域 のどこでも明治三陸地震 と同様の津波地震が発

生する としてい ることについて，当時は少 なくとも海溝i寄 り領 域 を北 部 と

南 部 に分 け る とい う考 え方 が趨勢的で ある状況 で何 ら理学 的論拠 を伴 う

ものではな く，工学的には取 り入れ る必要がない と考 えていた （丙B11

5の1・86－2頁 ，127頁 ，丙B115の2・190頁 ）。 しか し他

方 で ，バ ックチ ェ ックの審査担当者 には，長期評価 の見解の策定に直接関

わった地震学の権威で ある阿部教授がお り，長期評価の見解 を全 く考慮せ

ず にバ ックチェ ックを行った場合，その積極的論拠 について説明を求め ら

れ る可能性があった。そ して，理学的に発生が否定できない との意見を覆

すのは事実上不可能 であ り，万一，そのまま耐震バ ックチェ ックが通 らな

かった場合，最終報告までに対策が立て られていない とプラン ト停止 とい

う最悪の事態に追い込 まれ ることが危惧 された。そのため，土木グループ

としては，バ ックチェ ックにおいては，事実上，長期評価 の見解 も取 り入

れて評価せ ざるを得ない と考 えていた。この時の心境について酒井GMは ，

「直感 的 に，先 方 が 明確 な根拠 を示 していない以上，こち らか らまたそれ

を覆す根拠 を出す のは非常に難 しいだろ うな とい うのが1点 目，それ か ら，

保安 院 のバ ックチ ェックを行 う委員会 の中で，地震本部でかな り中心 とな

って評価結果 をま とめていた当時 の東大の地震 の権威 の阿部先生 がい ら

っ しゃるので，地震本部の見解 を無視 してバ ックチェ ックを行 うとい うこ

とは，事実上非常 に難 しい とい うか，なぜ採用 しないのか と言われた とき

に，答 えがないだろ うな とは思いま した。」 （丙B115の1・16頁 ），

「も と も と地 震 学 的 に明確 な根拠 を示 さず に どこで も起 きる とい う考 え

の人たちに対 して，こ うだか らここで しか起 きないんだ と言 って説得す る

のは，やや悪魔の証 明的に非常に難 しいので， これはバ ックチ ェックの審

査 の中で， これ を使 わない ときに，なんで使わないんだ とい う根拠 も難 し
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い し， これ は，だか ら科 学的な とい う意味合いでの根拠が示 されてい る，

根拠 を示 してくれればちゃん と議論できると思 うけれ ども，根拠 は示 され

ていないので難 しいけれ ども， これは審査 の中で覆すのは，もっ と難 しい

か ら， これ は，取 り入れ ざるを得ない」 （丙B115の2・165頁 ） ，

「審 査 の 中でぽ ん と高 くな ると，今まで，そ こまでやってた検討が全部水

の泡 とい うか，になって，手戻 りがとてつ もな く発生 して，だから，相 当

程度の戦 える根拠 がない と，あんま り低 く出るのが分か り切っているモデ

ルは使 いた くない。結局それ も社 内的にも非常に時間も金 も，い ろんな も

のをロス しますか ら，だか ら，結局 白黒つけ られ ない以上は，安全サイ ド

とい うか，そっちでや るしか選択肢 はなかった。」 （同182頁 ） と証 言

して い る。

この 点 ，バ ックチ ェックにおいて どこまでの知見 を取 り入れ るかは他 の

原子力事業者 とも足並み を揃 える必要があるため，被告東京電力は，同 じ

日本海沿岸 に原子力発電所 を有す る東北電力株式会社， 日本原子力発電株

式会社及び 日本原子力研究開発機構 （JAEA） とも この点 に 関す る四者

協議会 を 定期的に開いていたが，長期評価の見解 の取扱 いにつ いては原子

力事業者 の間で もスタンスが定まっていなかった。

（3） 今村 教 授 か らの聴 取

保 安 院 に よる耐震バ ックチ ェ ックの指示 か ら約10か 月 が経 過 した 平

成19年7月16日 ，新 潟 県 中越 沖地震 が発 生 し，一部の原子力発電所で

基準地震動 を超 える地震動 が観測 された ことで，全国のプ ラン トで耐震性

の確認や安全対策が急務 とな り，保安院の指示 によ り更なる調査 ・解析 が

全 国で同時に実施 され ることになった。そのため，耐震バ ックチェ ックの

スケジュールは大幅に遅延す ることが不可避的な状況にあった。

そ うした 中，高尾課長 は，平成20年2月26日 に，阿部教 授 と同 じく
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保安院のバ ックチェ ック審査 を担当 していた今村教授の下を訪問 し，バ ッ

クチェ ックの中で長期評価 の見解 を ど う取 り扱 うべ きかサ ウンデ ィング

（意見聴取） を行った。

これに対 し，今村教授は，福 島県沖海溝沿いで大地震が発 生す ることは

否定できないので，波源 として考慮す るべ きである との見解 を述べた （丙

B114の4・ 指 定弁護 士提 示 資料63） 。 もっ とも， この時 の今村 教授

の真意 としては，今村教授 自身が刑事手続や東京高裁の証人尋問手続 にお

いて繰 り返 し証言 しているよ うに，長期評価 の見解 を取 り入れてバ ックチ

ェックや津波対策 を行 うべ き とまで考 えていたわけではな く，長期評価の

見解 に対 しては相 当の違和感 があ り，そのまま取 り入れ ることはで きない

と考 えていた ものの，一応は国の機 関による提言である以上 ，波源 として

取 り入れ て試算 だけは行っておき，社内で影響の度合いだけで も把握 して

お くべき とい うものであった （丙B77の1・83～85頁 ，丙B101

の1・79～80頁 ）。

しか し，今村 教授 の見解 を字句 どお り受け取った高尾課長は，その旨を

社内で報告 した。そ して，かかる報告 を受けた酒井GMら は ，保 安 院 のバ

ックチ ェ ック審 査 を担当する専門家が直接 「波源 として考慮すべ き」 と考

えている以上，もはや長期評価 の見解 を取 り入れず にバ ックチェックを通

す ことは不可能であると判断 し，土木グループの方針 としては，長期評価

の見解 も取 り入れ て津波評価 を行ってい くことが確認 された。 この時の状

況 について，酒井GMは 「今村 先 生 は保 安 院 のバ ックチ ェ ックの審査 に関

わる先生ですか ら，その方が考慮すべきである とい うふ うに， もう考慮せ

ざるを得 ない とい うふ うに考 えま した。 」 （丙B115の1・36頁 ） ，

「審査 す る人 が 入れ う と言 ってるんだか ら入れ ざるを得 ない」（同37頁 ），

「今村 先 生 がや らな き ゃ駄 目だ と言 った ら，土木調査の中で，や っぱ りや

めようぜ とい う話になるはずがない」 （同47頁 ） と述 べ て い る。
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（4） 平成20年 試 算 につ い て

他 方 で ，被 告東 京 電 力は，今村教授 との面談に先立っ平成20年1月1

0日 に， ひ とまず社 内で議 論 を行 う前提 として，長期評価 の見解 を取 り入

れた場合 に津波試算結果が どの程度になるかを把握す るべ く，既 に東電設

計に対 して長期評価 の見解 を踏まえた本件原発に係 る津波評価 を委託 して

いた。 これ を受 けた東電設計 は，福島県沖か ら房総沖にかけての 日本海溝

寄 りの領域 に明治三陸地震 の断層モデルの位置及 び走向を変化 させた15

ケー ス を設 定 した概 略パ ラメー タスタデ ィを行い，その うち最 も高 い津波

高 さが算 出 されたケースにつ いて， さらに上縁深 さ，傾斜角，すべ り角を

変化 させ た詳細パ ラメー タスタデ ィを実施 し，その結果，本件原発 の敷地

南側 （O．P． ＋10メ ー トル ） 前面 にお い て最 大15．7メ ー トル の 津

波 高 を算 出 した （い わ ゆる 「平成20年 試 算」 。 丙B115の3・ 指 定 弁

護 士提 示 資料34～38） 。 そ して， 当該試 算 結 果 を， 高尾課長が今村教

授 を訪 問 した後 の平成20年3月18日 に土木 グル ー プ に報告 した。

も っ とも，かかる報告 を受けた酒井GMは ， も とも と長 期評 価 の 見解 自

体 に地震 学的に根拠がな く，バ ックチェックを速やかに通 したい，試算 を

しておいた方がバ ックチェ ック審査 もスムーズに行 くだろ うとい う考えで

試算 を依頼 していたに留まる上，酒井GMと して は， そ もそ も福 島県沖 に

明治 三陸地震 の波源 を移動 させて試算す ること自体が相 当程度の裕度 を考

慮す る ことを意味す るため，それ に加 えてパ ラメー タスタデ ィまで実施す

るのは土木学会の解析手法に対 してかな りの乖離 が生 じて しま うのではな

いか と考 えてお り，東電設計 か ら試算結果の報告 を受 けても現実にそれ ほ

どの津波が来る とは認識 しなかった （丙B115の1・44頁 ，127頁 ，

丙B115の2・183頁 ） 。

な お ，土 木 グル ー プ では ，今村教授 との面談結果 を踏 まえ，長期評価 の

見解 を取 り入れて津波評価 を した場合には津波対策 は不可避であると判断
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し，平成20年4月 以 降 ，東 電設 計 と ともに，O．P． ＋10メ ー トル 盤

上 での 防潮 堤設 置 や ，沖合 防波堤の設置 など， ドライサイ トコンセプ トの

範 囲内での対策検討 を進 めていた （丙B114の1・85頁 ～110頁 ，

丙B115の1・58～75頁 ，丙B116の1・42～74頁 ）。また ，

O．P． ＋4メ ー トル盤 に設 置 され た 非 常用海水ポ ンプの津波対策な どを

検討 していたが （同），あ くまで平成20年 試 算 にあ る よ うな津波襲 来 の

切迫 性 が現 にある とまでは考えていなかったため，本訴訟 で原告 らが主張

しているよ うな ドライサイ トコンセプ トか らは必ず しも導かれ ない敷地高

への津波 の遡上 （ウェッ トサイ ト）を前提に した重要建屋の水密化や高所

移設 といった検討は していなかった。

（5） バ ックチ ェ ックにお ける会社 としての対応方針 の決定

平成20年7月31日 ，土木 グル ー プ は，それ ま で の検討結果 を踏まえ，

武藤栄副本部長 （以下 「武藤副本部長」 とい う。） ら経営陣への方針説 明

を行 った。 当該説明にあた り，酒井GMら は武藤 副本 部長 らに対 して， そ

れ まで長期評価 の見解 は確 率論の中で取 り扱 われてきたが，今回のバ ック

チ ェックの中で どう取 り扱 うかが問題 になっていること，長期評価の見解

については これ を基礎付ける理学的知見はな く，信頼性 に乏 しい ものの，

バ ックチェックの審査担当者が今回のバ ックチ ェックにおいて取 り入れ る

べ き と言っていることを特 に強調 して説 明 した （丙B115の1・61頁 ，

丙B115の2・187～188頁 ，204頁 ） 。

これ に対 し，酒 井GMの 説 明を受 けた武藤 副 本 部長 は，単 にバ ックチ ェ

ックをスムーズに進 めるとい う形式論のみで信頼性の乏 しい長期評価 の見

解 を取 り入れ ることに疑問を呈 し，信頼性が ない とい うのであれば改めて

学会で議論 をして もらってはど うか，学会で議論 して もらい，それ によっ

て出された知 見に対 しては被告東京電力 は確実 に対応 をとる とい うことを
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審査担 当者 にしっか りと説明 し，理解 を得ては どうか との提案 を行 った （丙

B115の1・86－2頁 ，95頁 ）。 かか る武 藤 副本 部長 の提案 にっい

ては，実務 レベルで検討 を進 めていた酒井GMら と して も 「波 源 の モデ ル

を ど うす るか とい うのは， もともとす ごい過大認識 を していたので，まず

合理的だ と思いま した。 …学会において，波源 の信頼性 を確認 した上で，

それ に基づ いて対策 をとると。それ は，一定の合理性はある」， 「技術的

に しっか りしたモデルでちゃん と評価 を して対策 をとるとい うのは，極 め

て合理的」 （丙B115の2・204～208頁 ）と考 え られ た こ とか ら，

以後 はその ような対応方針 を とるこ とが決定 され た。

その後，被告東京電力は，かか る方針 を四社会議においても報告 し，バ

ックチェ ックにおいて長期評価 の見解 を直ちに取 り入れ るのではな く，津

波評価技術 による津波評価で対応す ることを説明 し，特 に異論 はない との

回答 を得た。そ して，被告東京電力は，平成20年9， 月10日 ，電気 事 業

連 合 会 土木 技術 委 員会 において，土木学会 に対 して電力共通研究 として長

期評価 の見解の取扱い も含む 「津波評価技術 」の高度化 を委託す ることを

提案 し，了承 された （丙B114の4・ 指 定弁 護 士提 示資 料136～13

9） 。

（6）被告東京電力の対応方針に対する専門家の評価について

上記 の とお り，被告東京電力 は，バ ックチェックの対応方針 を検討す る

中で，長期評価 の見解 についてはこれを直 ちに取 り入れてバ ックチ ェック

や津波対策 を行 うのではな く，専門機 関である土木学会にその取扱いにっ

いて審議 を委託 し，一定の コンセ ンサスを得た上で対応す る とい う方針 を

とった。 かかる被告東京電力 の対応 は，長期評価の見解の性質 を踏ま えれ

ば十分 に合理的な ものであ り，社内の所管部署ではバ ックチェ ックをスム

ーズに通す とい う観点か ら様 々な意見が ある中で，議論 を重 ね，最終的に
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社 として経営判断を行 った ものであ り，何 ら違法 と評価 され るよ うなもの

ではない。

実際，被告東京電力 は，かか る対応方針 について複数名 の専門家 に報告

しているが，それに対 して被告東京電力の対応では不十分であると述べ，

本訴訟 で原告 らが主張 しているよ うに長期評価の見解 を踏まえて直ちに対

策 を取 るべ きであるとか，津波襲来の切迫性があ るため ドライサイ トコン

セプ トを度外視 して敷地高への津波遡上 （ウェッ トサイ ト） を前提 に した

水密化や高所配置等の暫定的対策 を取るべ きと述べ た専門家は一人 もいな

かった （丙B114の3・277～280頁 ） 。特 に，前 述 の とお り事 前

に被 告東京電力か ら相談 を受 けていた今村教授 は，平成20年10月28

日に上 記対 応方 針 につ い て報告 を受けた際， 「推本 の津波については，今

回のバ ックチ ェックで波源 として考慮 しな くて もよい。バ ックチェ ックで

は扱いにくく，かな り過大で，非常に小 さい可能性 を追求す るのは どうか。」

と長期評価 の見解 を具体的に取 り入れ ることについて積極 的に否定的見解

を述べ てお り （丙B114の4・ 指 定弁護 士提示 資 料145） ，今 村 教授

の真意 も当初 か らそ の ような ものであった ことが窺 える。また，今村教授

は，東京高裁 で行 われ た証人尋問において も，被告東京電力の対応方針に

っいて， 「試算 を し，主要建屋の敷地高 を超 える水位が算 出 されたのに，

対策 を とっていなか った ことが問題の先送 りであったかの ような指摘が さ

れてい るとのことですが，当時，私が津波工学者 としてア ドバイスを した

とお り，念 のために試 算 をして影響を把握 してお くことと，具体的に対策

を取 るこ とは別 問題で あって， この ような試算があっても科学的な コンセ

ンサスがないものである以上，直 ちにこの試算を前提に した津波対策 をす

べ きであった とは考 えてお りませ ん。」 （丙B30・33頁 ） ， 「試 算 の

前 提 とした知 見 に科 学的 なコンセンサスがない以上，複数の専門家に調査

検討 を依頼するな どして科学的な コンセ ンサスの有無 を詰 めてい く作業 を

す るべ きで，その上で試算結果の前提 となる知見に科学的コンセ ンサスが
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得 られ た段階で具体的な対策の検討に入ってい くべきである と思います。」

（同）， 「試算 を把握 した東京電力が，直 ちに対策 をす るとい う方向に舵

を切 らず，専 門家に対 し， さらなる調査検討 を依頼す る方向で動いたので

あれ ば，それ は先送 りではなく，工学的には正 しい行動であった と評価 さ

れ るべ きです。」 （同33～34頁 ） ， 「 （長 期 評価 の見解 につい て専 門

機 関である土木学会に審議 を委託 したこ とについて）妥 当だった と思いま

す。先 ほ どの津波小委員会の評価 のほ うの第1期 か ら第 皿期 まで のプ ロセ

ス とい うのが本 当に必要 なものであ りま したので，それを踏まえてきちん

と評価 をすべ きだ と思っていま した。」 （丙B101の1・80頁 ） と繰

り返 し証 言 して い る。

また ，原子力工学の専門家である岡本孝司教授 （以下 「岡本教授 」 とい

う。） も，本訴訟のために提出 した意見書において 「精度 ・確度が高 くな

いので あれ ば，対策の必要性や緊急性 を確認す るため，更 に専門家 に検討

を委託す るな どして対応 を検討す るのが原子力工学の考 え方では合理的で

あると考 えます。」 （丙B11・8頁 ） ， 「人 的資 源 の 問題や 時 間的な問

題 として，緊急性 の低 い リスクに対す る対策 に注力 した結果，緊急性の高

い リスクに対す る対策が後手に回 るといった危険 性があるため，果 た して

その試算 に よる安全対策 が必要 なのかど うか，またその緊急性が高いもの

であるのかを確認 しなければ，その優 先順位す らも判断できないか らです。」

（同8～9頁 ） と し，被告 東京 電 力 の対応 方針 の合理性 を全面的に肯定 し

ている。

第5土 木学会津波評価部会 （第IV期 ）における審議経過について

1土 木学会津波評価部会 （第IV期 ）では海溝寄 り領域にっいて北部と南部で

区分する方向で議論が進められていたこと
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土木学会津波評価部会は，被告東京電力 を含む電事連か ら審議委託 を受 け

て，平成21年11月24目 の第1回 会 合 よ り， 「津 波評価 技術 」 の改訂等

に向けた第IV期 の審議 を開始 した。

ところで ，当該時点までには，少 な くとも海溝寄 り領域の北部 と南部 とで

は地体構造を異に し，福島県沖を含 む南部領域では津波地震 を引き起 こす と

されていた海底構 造が存在 しないこ とが実地調査 をもって確認 されてお り，

平成20年 の津 波評 価 部会 （第 皿期 ） で行 われた重み付 けアンケー トにおい

て も， 「過 去に発生例がある三陸沖 （1611年 ，1896年 の発 生領 域 ）

と房 総 沖 （1677年 の発 生領 域 ）で の み過 去 と同様 の様式で津波地震が発

生す る」が40パ ーセ ン ト，F活 動 域 内 の どこで も津波 地 震 が発生す るが，

北部領域に比べ南部ではすべ り量が小 さい （北部赤枠 内では1896モ デル

を移 動 させ る。南 部 赤枠 内では1677モ デル を移 動 させ る）」 が35パ ー

セ ン トを 占め てい た （丙A76） 。

土木学 会津 波 評価 部 会 は， こ うした知見の進展 も踏まえて審議 を重ねた結

果 ，本件地震発生直前の平成22年12月7日 に行 われ た第2回 会 合 にお い

て ， 日本海 溝 寄 り領 域 に設定す る波源モデル につき，北部 と南部 を分割 し，

各領域のどこでも津波地震は発生するが，南部では北部に比べてすべ り量が

小 さいこと，南部については延宝房総沖地震を参考に波源モデルを設定する

ことが幹事団か ら提案 され，特 に異論は出 され なかった （丙B114の4・

指 定 弁 護 士 提 示 資 料173～174） 。

このよ うに，本件地震直前の時点では，既 に平成20年 試 算 の前提 とな っ

た 「海溝 寄 りの どこで も明治三陸地震 と同程度の津波地震 が発生す る」 との

長期評価 の見解 は専 門家 の間で既 に支持 されな くなっていた。そ うではな く，

同領域 については北部 と南部 とに区別 し，福 島県沖を含む南部では，仮 に津

波 地震 が発生す る として も北部 に比べ てすべ り量 が小 さい とい う方 向で議

論 が進 め られていたのである。

したがって，本件事故直前のこの ような検討状況にも拘 らず ，原告 らが平
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成14年7月 の長期 評 価 の見解 公 表後 ，速 や かにこれを取 り入れて原告 らが

主張す るよ うな具体的 な津波対策 を講 じるべ きであった と主張 してい るの

は （原告 ら準備書面 （33） ， 同 （79） ， 同 （80） 等 ） ， この よ うな本

件事 故 以前 の専門的 ・科学的知見 の状況か らあま りにも乖離 した主張であ り，

明 らかに失 当である。

2海 溝寄 り領域南部に関する波源モデルの検討状況について

他方で，土木学会 においては，海溝寄 りの南部領域においては，上記 のと

お り延 宝房 総沖地震 を参考 に波源 モデル を設 定す る方 向で議論 が進 め られ

ていたが，実際に同地震を どの ように参考に して波源 を設定す るかについて

は，まだ議論 の途上にあ り，未 だ具体的な対策に取 り込めるよ うな状況 には

なかった。

延 宝房総沖地震 については，長期評価の見解 が公表 された平成14年 時 点

で は，ま だ波源 の位 置や そ の性質等が よく分かっていなかった。その後，平

成17年 には， 中央 防 災会議 が推 定沿岸 津波高 に基づいて延宝房総沖地震の

イ ンバー ジ ョン解析 を行い，波源モデル を試算す るな どしていたが （甲A2

00） ， 同年12H27日 ，延 宝 房総 沖地 震 の影 響 を最 も受 ける茨城県は，

沿岸部 における津波浸水想 定区域 の検討 を行 うため，三村信夫茨城大学教授

を委員長，今村教授 を副委員長，佐竹教授ほか3名 を委 員 とす る検討 委 員会

を設置 し，延宝房総沖地震 を想 定震源 とす る調査 を実施 した （丙B122） 。

そ の結 果 ， 同委員 会 は，文 献調査に基づ く沿岸部の被害状況 か ら津波浸水高

を推定 し，中央防災会議 の上記波源モデル のすべ り量 を1．2倍 にす る と沿

岸 部 の推 定浸水 高 を よく説 明できる として，平成19年3月 に その調 査結 果

を学会 誌 で 報告 した （甲A200。 以 下 「茨城 県 波源 モデ ル 」 とい う。）。

かかる茨城県波源 モデルは，延宝房総沖地震を上下2つ の異 な る波 源 に よ

り再現 してお り，上側 の波源 は津波地震 タイプ （プ レー ト間地震） と考えら
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れ るものの，下側の波源 は海溝 寄 りではな く陸寄 りで発生 してお り，断層幅

も広い ことな どか ら，通常の逆断層地震タイプで あ り，南 のフィ リピン海 プ

レー トの影響 も受 けていると考 えられた （丙B77の1・24頁 ，丙B10

1の1・24～26頁 ）。 もっ とも，か か る茨 城 県波源 モデルは，八丈島や

知多半 島にお ける浸水 高まで説 明できるかについては検証 対象 としていな

かった上，千葉県か ら福 島県にかけての沿岸部 の浸水高 についても十分 に再

現できない とい う問題 があった。

かかる平成19年3月 に発 表 され た茨城 県波源 モ デ ル は，延宝房総沖地震

について当時の最新 の研 究成果に基づ く知見ではあったが，沿岸部の津波痕

跡 か ら確認 され る浸水高 を十分に再現 しきれてお らず ，その適用にはさらな

る検証が必要 とされていた。それ に加 えて，特 に当該波源モデル を参考に 日

本海溝 の南部領域 における波源モデル を検討す るにあたっては，地震地体構

造の 同一性が認 め られ ない フ ィ リピン海 プ レー トの影響 を受 けてい る下側

の波源 は切 り分けるのか，マグニチュー ドは どうす るのかな ど， さらなる堆

積物調査や理学的基礎 デー タの蓄積 と，それ らを踏まえた議論が必要 な状況

にあった （丙B101の1・24～26頁 ，81～82頁 ， 丙B77の1・

87～88頁 ） 。

この点 ，被 告東 京 電 力 は，バ ックチ ェックの検討 を進める中で，あくまで

内部検討 の一環 として，平成20年3月 には茨 城 県波源 モ デル を用 い た津波

評価 を行 い，本件原発立地点においてO．P． ＋4．7メ ー トル との評価 結

果 を得 て い た。 また，その後 の平成20年7月31日 に は，津波 評価 技術 で

示 され て い た延 宝房総沖地震 の波源モデルについて，最新の知見である茨城

県波源モデル を踏 まえて浸水高の再現性 をよ り高め るため，津波評価技術 の

波源モデル を北に80キ ロ メー トル 延 長 したモ デ ル を用 いた津波試 算 を委

託 し，東電設計は，詳細パ ラメータスタデ ィを行 った上で敷地南側 において

O．P． ＋13．5メ ー トル との評 価 結果 を算 出 し，平成20年8月22日

に被 告東 京 電力 に報告 して いた （丙B114の4・ 指 定 弁護 士提示 資 料13
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1～134） 。

もっ とも，延 宝房 総 沖地 震 については，今村教授 も証言す るとお り，平成

19年 以 降 に な って よ うや くこれ だ け の議論や検討が開始で きるだ けの知

見の集積 があったものであ り （丙B101の1・22～23頁 ） ，本件 事 故

の時点 で確 定論 的 に津波対策 に取 り込めるよ うな状況 にはなかった。

3被 告東京電力が土木学会における審議状況を踏まえて津波対策の検討を

開始 していたこと

他方 で，被告東京電力 も，土木学会津波評価部会 （第IV期 ） の審議 結 果 が

最終 的 に 出 され るまで座視 していたわけではない。

被告東京電力は，平成19年7月 の新潟 中越 沖 地震 か ら得 られ た知見 ・教

訓 を発電所 の安全対策に反映すべ く，同年10月 に原 子力 ・立 地本 部 内 に 「新

潟 県 中越 沖地震対策セ ンター」を設置 し，免震重要棟の設置や消防車の配備 ，

建屋送水 口の設置 といった安全向上対策 を水平展開 していたが，平成21年

11． 月24日 よ り：津波評 価 部会 にお け る審議 が開始 されて以降，その審理状

況 を踏 まえて速やか に対策検討 を行 え るよ う，上記セ ンター を主体 とした

「津波対策 ワー キンググループ」 を社 内に新たに設置 した。

そ して，かかる 「津波対策 ワー キンググループ」では，土木学会津波評価

部会での審議状況 を踏 まえ，平成18年 の溢 水勉 強会 以 降 に研 究 を進 めてい

たO．P． ＋4メ ー トル盤 の非 常用海 水 ポ ンプの水密化 について，その検討

を引き継 ぎ，具体的な検証 を進 めていた。また，上記 の とお り本件地震発 生

直前の平成22年12月7日 に行 われ た第2回 土 木 学会 津波 評 価 部 会 で は，

日本海溝 寄 り領 域の南部では延 宝房総 沖地震 を参考 に波源 モデル を設定す

ることが幹事団か ら提案 され，特に異論は出 され なかったこ とか ら，設定す

る波源モデルは引き続 き検討す るこ ととされてはいた ものの， 「津波対策 ワ

ー キンググループ」では，その後の平成23年2． 月14日 に行 われ た 打 ち合
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わせ において，上記 のよ うな土木学会津波評価部会 における審議状況 を踏 ま

え，既存 の防波堤の嵩上げや護岸上での防潮堤の新設 といった ドライサイ ト

対策 の検討 を開始 していた。 （以上，甲A328・37頁 ，丙B114の2・

167～170頁 ， 丙B114の3・282～283頁 ，丙B114の4・

指 定弁護 士提 示172， 同178～179）

他 方 で ，被 告東 京 電力 は，前 記 のバ ックチェックにお ける対応方針 を決 め

る中で，阿部教授や今村教授 といった専門家か ら福 島県沿岸部にお ける：津波

堆積物調査の実施 を勧奨 された ことか ら，土木学会への審議委託 と並行 して

福 島県沿岸5箇 所 に お け る大 規模 な津波 堆積 物調査 を実施 したが，本件原発

の位置す る南部 （富岡～いわき）では津波堆積物 を確認す ることはできなか

った （甲A328・22頁 ）。

この よ うに，被 告東 京 電力 は，長期評価の見解 の取扱いについて専門機 関

である土木学会 に審議 を委託 しただけでな く， 自らも知見の進展 に積極 的に

寄与す る とともに，社内では 「津波対策 ワーキンググループ」 を設 け，土木

学会の審議状況 も踏 まえ，科学的 ・客観 的な科学的知見や根拠 を踏 まえて適

切 に対応 す る との姿勢 に基づいて対策検討 及び 自らの調査 を行 っていた も

のである。

第6本 件事故前の時点で，原告 らの主張するような結果回避義務を義務付ける

ような客観的状況にはなかったこと

原告 らの主張は，かかる被告東京電力の対応では極めて不十分であ り，長

期評価 の見解を直ちに取 り入れて具体的な津波対策 を講 じるべきであった

とい うものである。

しかしながら，長期評価の見解の科学的知見としての成熟度やその公表 さ

れた 目的や性質，本件事故前の知見の進展状況に照らせば，被告東京電力が

長期評価の見解の公表後にこれを直ちに確定論的津波評価の対象 として取
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り入れ るのではな く，確率論 の中で取 り扱 うこととし，バ ックチェックを巡

る対応方針 の決定においても，専門家の間でも意見が定まっていない長期評

価 の見解 の取扱 いにつ いては専門機 関である土木学会 に審議 を委託 して専

門家意見の集約 を求め，その結論 を得た上で適切に対応す るとした ことは，

本件事故発生以前の専門的 ・科学的知見の状況か らすれば何 ら不合理ではな

い。む しろ，各原子力発電所にお ける 「津波評価技術」に基づ く津波対策が

十分 な裕度 をもって講 じられていると考え られてお り （保安院 が指示 した耐

震バ ックチ ェックも，前述 の とお り既設発電用原子炉施設 につ いては従来の

安全審 査等 に よって安全性 が十 分 に確保 され て い るこ とを前提 に してい

た。），かつ福 島県沖海溝寄 り領域 については波源 モデル も策 定 され てお ら

ず，長期評価 の見解 に基づ く確定論的津波対策 を講 じるべ き との専門的意見

も明確 に提示 されていない中にあって，まずは専門的知見の整理 ・集約 を行

って対応す る と した こ とは十分合理 的な経営判 断の枠内 にあるものであっ

て，かか る判断 をす ることをもって，被告東京電力 に法律上の注意義務違反

があった と評価す るこ とは到底 できない ものである。

とりわけ，原告 らは，被告東京電力が取 るべ きであった とす る具体的津波

対策 として，長期評価 の見解 を踏 まえれば，防潮堤や防波堤 などを建設 して

い る余裕 はなく，本件事故後 に取 られ てい るよ うな敷地高へ の津波遡上 （ウ

ェ ッ トサイ ト）を前提 に した水密化や高所配置等 の対策 を直 ちに取 るべ き義

務 があった としてい るが （原告 ら準備書面 （33） ，同 （79） ，同 （80）

等 ） ，本件 事故 前 にそ こまで の津波襲来の具体的 ・現実的可能性，切迫性 を

指摘 していた者 は専 門家 も含 めて誰一人 としていなかった。実際，被告東京

電力が土木学会津波評価部会 （第IV期 ） にお け る審議 状況 を踏 ま えて 「津波

対策 ワーキンググルー プ」で検討 していた津波対策 も，上記の とお りあ くま

でO．P． ＋4メ ー トル盤 の非 常用海 水 ポ ンプ の水密化や ，既存防波堤の嵩

上 げ，防潮堤の新設 といった ドライサイ ト対策に とどま り，それを超 えて本

訴訟で原告 らが主張 しているよ うな敷 地高への津波遡上 （ウェッ トサイ ト）
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を前提 に した津波対策は，検討 はおろか議論の姐上にも上がっていなかった。

また，それでは時機 を失す るとか，上記の ような津波対策 では著 しく不十分

であ り，本訴訟で原告 らが主張 しているよ うな津波対策 を一刻 も早 く講 じる

べ きとい った対外的指摘 も一切なかった （丙B114の3・347～348

頁 ）。

そ して ，津 波 よ りも地震 の被害が圧倒的に多い 日本では，本件事故発生以

前の時期 においては，地震対策が最優先事項 とされ，昭和56年 に策 定 され

た 旧耐 震 指針 につ い て は平成13年 か ら改 訂作 業 が行 われ ，平成18年9月

19日 に は，そ れ まで の地震 学 及び 地震工学に関す る新たな知見の蓄積や耐

震設計技術 の著 しい進歩 を反映 し，旧耐震指針 を全面的に見直す との趣 旨か

ら新耐震指針 が策定 された。そ して，これ を受 けて保安院は原子力事業者 に

対 し耐震バ ックチェ ックを指示 し，各事業者では これに人的 ・物的資源 を注

力 してい る状況にあった ところ，そ うした中で平成19年7E16日 には新

潟 中越 沖 地震 が発 生 し， これ を受 けて保安院は，被告東京電力を含む電力事

業者 に対 し，同地震 か ら得 られ る知見 もバ ックチェ ック評価に適切 に反映 さ

せて耐震安全性 を行 うよ う指示 し，全 国的に耐震対応が喫緊の課題 となって

いるよ うな状況にあった。

かかる本件事故前 の客観的状況下，長期評価の見解 を直ちに確定論 的に取

り入れ ， ドライサイ トコンセプ トか らは必ず しも導かれない津波遡上 （ウェ

ッ トサイ ト）を前提 に した各種対策 を，地震対策 を差 し置いてで も実施すべ

き法律 上の義務 が生 じていた との原告 らの主張は，ま さに本件事故 の結果 を

知ってい る今だか らこそ言 える後知恵 にほかな らず，本件事故発生以前にお

ける長期評価の見解 に係 る前述の とお りの専門的 ・科学的な評価の状況 （前

述の とお り，平成22年12月 に は，土 木学 会 に おい て長 期 評価の見解 を取

り入れない方 向で審議の方向性が示 されていた。） を踏まえて も，長期評価

の見解 に基づ く対策 を講ずべ き一義的 な法律上 の義務が生 じていたな ど と

は到底言 える状況にはなかった。長期評価の見解 は原告 らが主張 しているよ
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うな一義 的な結果 回避措置 を講 じるべ き法律 上の措置義務 を被告東京電力

に課す程度 の予見可能性や切迫性 を提示 したもので はなかったものである。

この点 については，原子力工学の専門家である岡本教授 も 「：津波 よ りも地

震 の被害 が圧倒的に多い 日本では，平成18年 か らの耐 震バ ックチ ェ ックや ，

平成19年 の新 潟 中越 沖地 震 の発 生 を踏 ま え，地震動 に対す る安全対策が緊

急かつ最優先のもので したので，当時，地震動に対す る対策 を遅 らせ てで も，

その試 算に対す る対策 をす るためには相当な精度 ・確度 がある試算 である必

要があった と思います。」 （丙B11・9頁 ）， 「当時 の状況 と して は，設

計 想定 を超 える：津波 に対す る安全対策 を行 うべき必要性や緊急性 が十分で

なかった一方，設計想定 を超 える地震動に対す る安全対策 については最優先

事項 として行 うべきであったため，本件事故前に 『設計想 定の津波』を超 え

る津波 を想定 した対策 を講 じていなかった こ とが不合 理で あった とは言 え

ない と考 えます。」 （同11頁 ） ， 「本 件 事故 前 に 『設 計想 定 の津波』 を超

える津波 を想 定 した対策や米 国同様 のシ ビアアクシデ ン ト対策 を優先事 項

として行お うとした場合 ，当時の喫緊の課題 であった設計想 定を超 える地震

動に対す る安全対策 の遅延 を来す ことにな るわけで，仮に，現実的な危険が

あった地震動に対す る安全対策 を遅 らせたが故に，新たに発生 した基準地震

動 を超 える地震 によって事故 が起きた とすれば，それ こそが原子力工学の観

点か らあってはな らない事態です。」 （同12頁 ） としてい る。

原告 らは，長 期評 価 の見解が政府 とい う公的機関の示 した公的見解 である

ことをことさら強調 し，そ うである以上，それに従って直 ちに結果回避措置

をとるべ き義務が基礎付け られる と主張す るが， ここまでに繰 り返 し述べて

きた とお り，公的見解 といって もその性質や色合いは千差 万別であ り，少 な

くとも地震本部が全国地震 動予測地図の作成過程 にお いて平成14年 に公

表 した長期 評価 の見解 は， 国民の防災意識 を促す とい う専 ら防災行政上の見

地か ら，当時の通説 的見解や 当時既 に確認 されていた地体構造の評価結果 に

す ら反 して，海溝寄 り領域 を一括 りに して発生確率を計算 したものに留ま り，
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ソフ ト面での対策には取 り入れ ることがで きて も，沿岸部の構造物にお ける

ハー ド面での対策に取 り入れ られ るようなものではなかった。実際，長期評

価の見解 を公表 した地震本部 自身，同見解の信頼度 は低 い とし，最終的に作

成 された全国地震動予測地図においても，確定論的手法に基づ く地震予測地

図では基礎 資料 として取 り入れ られていないのである。長期評価の見解 につ

いて，その 目的，見解 自体 に記載 されている留保 を無視 して，政府 の公 的機

関によ り公表 され た故 にこれ に従 うべきであるとい うのであれば，中央防災

会議 も全 閣僚等 か ら構成 され る公的組織であるところ，同会議 の専門調査会

が平成18年1月 に行 っ た答 申 （これ に基づ き， 同年2月 に 内閣総理 大 臣 は

地震 防 災対 策 の推進地域 の指定を行 ってい る）は，長期評価以上に尊重すべ

きものであ るところ，同答 申作成 にあた り，長期評価 を明確 に防災対策 の対

象か ら除外 してい ることを重視すべきである。

また，少 な くとも本件事故直前の平成22年12月7日 には ，土木 学会津

波評 価 部 会 （第IV期 ） 第2回 会 合 にお い て， 日本海 溝 寄 り領域 を北部 と南部

に分け， 当該領域の どこで も津波地震は発生するが，南部 では北部に比べて

すべ り量 が小 さい こと，南部については延宝房総沖地震 を参考に波源モデル

を設定す る ことが確認 されているとして，その時点で直 ちに本件原発 の運転

を停止すべ きであった との意見 もあるが，南部領域 において設定すべき波源

モデル もまだ議論 の途上にあったこと，少 な くとも原子力発電所の停止まで

要す るほ どに切迫性 が ある とは専門家 も含 めて誰一人 として考 えていなか

った ことは上述 した とお りであ り，そのよ うな指摘 も本件事故 の結果 を知っ

てい る今だか らこそ言 える結果論 に過 ぎない。

この点 については，被告東京電力の役員 らに係 る刑事判決 においても，「結

果の重大性 を強調す るあま り，その発生メカニズムの全容解 明が今なお困難

で，正確 な予知 ，予測に限界 のある津波 とい う自然現象 について，想定 し得

るあ らゆる可能性 を，その根拠の信頼性や具体性 の程度 を問わずに考慮 して

必要な措置 を講 じることが義務付け られる とすれば，法令上，原子力発電所
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の設置，運転 が認 め られてい るにもかかわ らず，原子力発電所の運転 はお よ

そ不可能 とい うこ ととな り，原子力発電所 の設置，運転 に携わ る者 に不可能

を強いる結果 となる」， 「津波襲来 の可能性 があるとす る根拠の信頼性 ，具

体性 の程度 については，結局の ところ，前記 のよ うな本件における結果 回避

義務 の内容，性質等 を踏まえ，原子炉 の安全性 についての当時の社会通念 を

中心 として，平成23年3月 初旬 の 時点 ま で にお いて， どの よ うな知見があ

り，本件発電所の安全対策 として どの ような取組 が行 われ，本件発電所が ど

のよ うな施設 として運用 されてきたのかな ども考慮 した上で， これを決す る

ほかない とい うべきである。そ して，上記の社会通念は，法令上 の規制やそ

れ を補完す る国の安全対策 における指針，審査基準等に反映 され てい ると考

えるほかないのであ るか ら，その ような法令上の規制やそれを補完す る指針 ，

審査基準等 において，原子炉の安全性確保が どのよ うに考 えられていたのか

を検討 してい くことになる。」 とした上で， 「平成23年3月 初 旬 の時 点 に

お い て， 「長期 評価 」は，Mt8．2前 後 の津 波 地震 が海 溝 寄 り領 域 内の ど

こで も発生す る可能性 があるとす ることについて，具体的な根拠 を示 さず，

海溝寄 り領域 内の海 底地殻構造 の違いに対す る有効 な応答 も示 してお らず，

そのため，地震学や津波工学の専門家，実務家， さらに内閣府に よって疑問

が示 され，中央防災会議や地方 自治体の防災計画に も取 り込まれず ，保安院

に よる安全 審査や 基盤機 構 によるクロスチ ェック解析 に も取 り込まれ なか

ったものである。そ して，東京電力の土木 グループ担 当者 ，他 の関連 グル ー

プの担 当者 だけでな く，東京電力以外 の原子力事業者 か らも，直 ちに これに

対応 した対策工事 を実施 し，対策工事が完 了す るまでは原子炉を停止す る必

要がある との認識 が示 され ることはなかった。 さらに，本件発電所の津波ハ

ザー ド解析の結果 も，「長期評価」の信頼性 が高い ことを示す もの とはいえな

い。そ うす ると，平成23年3月 初 旬 の時 点 にお い て， 「長期 評価」の見解

が客観 的に信頼性，具体性 のあったもの と認 めるには合理的な疑いが残 る。」

としている ところであ る。
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したがって，長期評価 の見解 を踏 まえれ ば，本件事故発生以前 の時点 にお

いて，本件原発の運転 を停止す る義務 があるとの意見は無論 のこと，原告 ら

の主張す る よ うな ドライサイ トコンセプ トか らは乖離 した措置 を講 じる義

務 があ り， これ に違反 した との原告 らの主張には理由がない。

第7被 告東京電力の主張のまとめ

以上に述べてきた とお り，地震本部が平成14年7． 月31日 に公表 した長

期評価 の見 解 は，全 国地震動予測地図の作成に向けて，日本全国98の 活 断

層等 につ い て何 らかの評 価 を行 うことが求 められる中で，国民の防災意識 を

促すこ とを考慮の上で，防災行政 の見地か ら海溝寄 り領域 を一括 りに して発

生確率 を計算 した ものであ り，地震地体構造の見地か らの裏付 けを伴 うもの

ではな く，このため，長期評価 の見解 は内外か ら 「誤解 を与えかねない」 と

の批判 にさ らされ，それ をきっかけに信頼度評価が付 された り留意文言 が付

された りす るな どの各種配慮がな され，中央防災会議 の防災計画でも採用 さ

れず，長期評価の最終 目標である全 国地震動予測地図において も確定論 的予

測地図でも基礎資料 としては取 り入れ られず，確率論的な津波評価 の観 点か

ら継続 的に研究が行われていた とい う実情 にあった。本件事故直前の土木学

会津波評価部会 （第IV期 ）にお い て も，長 期評価 の見解 をそのまま取 り入れ

る とい う考 え方は取 られず，海溝寄 り領域については南北に分け，福 島沖 を

含む南部については延 宝房総沖地震 を参考 に波源モデル を設 定す る方 向で

議論が進 め られていた。

この よ うな長期評価 の見解 につ いては，国民に対 して ソフ ト面での対策

（避難用 品の常備等の 日々の備 え） を促す ような場面ではその有用性が認 め

られ るとして も，それ を超 えて，原子力発電所のハー ド面での対策にそのま

ま取 り込 めるよ うなものではなかった。

そ して，被 告東京電力 は，かかる長期評価 の見解について，土木学会 とと
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もに確率論の研究 に取 り入れて継続 的にその研究 を進 め，マイア ミ論文の公

表に見 られ るとお り，知見の向上に寄与 して きた。また，新耐震指針 に基づ

くバ ックチェックの 中でその取扱いが問題 になった際には，社内や専門家の

意見 も踏まえて議論 を重ねた結果，単にバ ックチ ェックをスムーズに通 した

い とい う形式論 のみ で安易 に長期評価の見解 を取 り入れ る とい うので はな

く，専 門家の間で も意見が定まっていない長期評価 の見解 については，専門

機 関である土木学会 に審議 を委託 し，その専門的判断を得た上で対応す ると

い う方針 をとるこ ととした。また，それ と並行 して社内に津波対策 ワー キン

ググループを設 け，津波評価部会にお ける審議状況 も踏 まえなが ら津波対策

の検討や必要な堆積物調査 を自ら実施す るな どしていたものである。

こ うした被告東京電力の対応は，本件事故前の客観的状況の下において何

ら不合理 なものではな く，本件事故以前 の科学的知見の状況 の下において，

法律上の義務 に違反す る違法な対応であったな どとは評価 し得 ない。原告 ら

は，津波対策 を漫然 と放置 した と主張す るが，あま りにも皮相 な主張であ り，

明 らかに誤 りで ある。

第8裁 判例 につ い て

本件 事故 に関 して は，現時点まで に各地の同種訴訟で第1審 判 決 が下 され

て い る ところ， そ の うち本件事故の発生 について被告東京電力 に故意又 はこ

れに準 じる重過失まであると判断 したのは，前橋地裁平成29年3月17日

判決1件 のみ で あ る。

これ に対 し，そ れ以外の判決は全て被告東京電力の故意重過失 を否定 して

い るが，その中でも，以下の千i葉地裁 平成29年9月22日 判 決， 千葉 地裁

平 成31年3． 月14日 判 決 ，福 島地裁 い わ き支部 平 成30年3月22日 判決 ，

及 び名 古屋 地裁 令 和 元年8月2日 判 決 ，及 び 山形 地裁令 和 元年12月17日

判 決 の5件 につ い て は，過 失 の評価 につ いて本件事故前の客観的状況や知見
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の進展状況等 を踏まえて概ね正 当な判断を してい る。

以下，それぞれの判決の説示 のポイ ン トを掲げる。

1千 葉 地裁 平成29年9． 月22日 判 決

・ 違 法性 の考 慮 要素 た る結 果回避義務 との関係 で，予見可能性 の程度は当然

に影響 し得 る ところであ り，仮 に，専門研 究者 間で正当な見解 として通説的

見解 といえるまでの確立 した知見に基づいた，精度及び確度が十分に信頼す

ることができるほ どに高い試算 が出されたのであれば，設計津波 として考慮

し，直 ちに これに対す る対策が とられ るべ きで あるが，規制行政庁や原子力

事業者が投資できる資金や人材等 は有限で あ り，際限な く想 定 し得 る リスク

の全てに資源 を費やす ことは現実には不可能である上，緊急性の低い リスク

に対す る対策に注力 した結果，緊急性 の高い リスクに対す る対策が後手に回

るといった危険性 もある以上，予見可能性 の程度が上記の程度ほ どに高い も

のでないのであれ ば，当該知見を踏まえた今後の結果回避措置の内容，時期

等については，規制行政庁 の専門的判断 に委ね られ るとい うべきである。

・ この点，本件事故以前の知見の下では，地震対策が喫緊の課題 とされ，平

成13年 か ら耐震 設 計審 査指針 の改訂 作 業が開始 され，平成18年9月19

日に これ が 改正 され た の を受 けて ，耐震バ ックチ ェックが進 め られ，これ に

資源 を傾 け注力を していたのであ り，津波対策は地震対策に比 し早急 に対応

すべ き リスクとしての優先度を有 していなかった といえる。

・ 長期評価については，種 々の異論 も示 され，デー タとして用いる過去地震

に関す る資料が十分にない こと等 による限界があることか ら，評価結果で あ

る地震 の発生確率や予想 され る次 の地震 の規模 の数値 には誤差 を含 んでお

り，防災対策 の検討 など評価結果 の利用 に当たっては，この点 に十分留意す

る必要がある旨指摘 され，その精度 ・確度は必ず しも高いものではなかった。

そのため，原告 らが主張する平成18年 ま で に，様 々採 り得 る規制 措置 ・手
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段の うち，本件事故後と同様の規制措置を講ずべき作為義務が一義的に導か

れ るともいえず，その精度 ・確度 を高め，対策の必要性や緊急性を確認す る

ため，更 に専門家に検討 を委託す るな どして対応を検討す ることもやむを得

ない とい うべきである。

・ 本件事故前の知見 を前提に，被告東京電力の試算を用いた津波対策 を施す

場合で も，ドライサイ トを維持す るために防潮堤 を作 る とい うのが工学的見

地か ら妥当な発想であ り，この場合，ウェッ トサイ トを前提 とした結果回避

措置 を採 るべ きとはいえない。

2千 葉 地裁 平 成31年3月14日 判 決

・ 原 子 力発 電所 の操 業 の安全上考慮すべ き リス クには，地震や火災等多種多

様 なものがあ り，それ らの対策 を講ずるために必要な人的物的資源 には限 り

があるか ら，それ らリスクの発生の確実性 （予見可能性の程度）や発生 した

場合 の影響 の大き さ，あるいは対策 を講 じるのに要す る時間等 に応 じて，優

先順位 を付けつつ実現 してい くことはやむ を得ず，特に緊急性が高い といえ

ない リスクにっいて，どの ような結果回避措置 を，いつ頃までに講 じるかの

判断は，規制行政庁 の専門的判 断にかかっている とい うべきで ある。

・ 本件 では，津波地震 によ り福島第一原発 の施設が浸水 し，シ ビアアクシデ

ン トが発生す ることが予見可能であった として も，長期評価で示 された予測

は，そのよ うな津波 を惹起 し得 る地震が発生す る確率は30年 以 内で20パ

ー セ ン ト程度 ，50年 以 内 で も30パ ーセ ン ト程度 とい うもの （しか も，こ

れ 自体ない しその前提 となる事象の評価等についても異 なる評価があった）

であることも考慮す る必要がある。

・ 本件事故前 における原子力発電所 のシ ビアアクシデ ン ト対策 の中心は，津

波対策ではな く，地震対策であ り，現に原子力安全委員会は，平成18年9

月19日 ，昭和56年 の 旧指針 策 定以 降現 在 まで にお ける地震学及び地震工

94



学に関す る新 た な知見の蓄積並 びに発電用軽水型原子炉施設 の耐震設計技

術の著 しい改良及 び進歩 を反映 し， 旧指針 を全面的に見直す との趣 旨か ら，

耐震設計審査指針 を改訂 して，地震 に関す る最新の知見を反映 し，原子力発

電所 のよ り一層の耐震安全性の確保 を図った。

・ 耐震バ ックチ ェ ックに津波 に対す る安全性評価 も含まれていたことか らす

れば，津波対策 の必要性が高まっていた ことは確かであるが，耐震バ ックチ

ェックの作業 が進 め られ ていた平成19年7E16日 に新 潟 中越 沖地 震 が

発 生 した こ とを踏 まえ，経済産業大 臣は，同月20日 ，被告 東京 電 力 を含む

電力 会社 に対 して，同地震か ら得 られ る知見を耐震安全性の評価に適切 に反

映す るな どして，国民の安全を第一 に した耐震安全性の確認 な どを指示 して

お り，原子力発電所 の安全対策 における当面の課題 は，津波対策 よ りも地震

対策で あるこ とが経済産業大 臣及 び被告東京電力 を含む電力会社 の共通認

識であった。

・ そ うす ると，長期評価の見解 に基づ き，福 島第一原発1号 機 な い し4号 機

に ，敷 地 高 さで あ るO．P． ＋10．0メ ー トル を超 え る津波 が到 来す るこ

とについて，予見可能性 が認 め られ るとしても，一刻 も早い原子力発電所の

地震対策 が求 め られ てい る状況 の下で，地震対策 をさしおいて，相当な不確

実性 を有す る長期評価 の見解 に従い，今後30年 以 内 の発 生確 率 は20パ ー

セ ン ト程度 ，今 後50年 以 内の発 生確 率 は30パ ー セ ン ト程 度 と推 定 され る

津 波 地 震 に対す る津波対策 を優先 させ ることが合理 的な判断で あった とは

認 め られ ない。

・ 福島第一原発1号 機 ない し4号 機 に，敷 地 高 さで あ るO．P． ＋10．0

メー トル を超 え る津 波 の予 見可 能性 について，なお発生する事象の特定や発

生の確度が必ず しも十分でない ことや，本件事故 当時 ドライサイ トの考 え方

に基づ く防護措置 を優先 させ ることにはいまだ合理性があった ことか ら，本

件事故 当時までに，原告 らが主張す る各防護措置 の考え方に基づき，本件事

故を防止で きる具体的な防護措置 を取ること （ない し本件事故時までに間に
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合 わせ ること）が可能 であったとは認 められない。

3福 島 地裁 い わ き支部 平成30年3月22日 判 決

・ 被 告東 京 電力 は，遅 く とも平成20年4， 月頃 には，福 島第一原 発 に おいて，

平成20年 津波 試 算 にお け る想 定 ：津波 と同程度 の津波が到来す る可能性 が

あることを認識 していた もの と認め られ るところ，これにつき，被告東京 電

力 は，①平成14年 長 期評 価 の取扱 い につ い て は，評価方法が確 定 してお ら

ず，直ちに設計 に反映 させ る レベル のものではない と思料 され るので，当該

知見については，電力共通研究 として土木学会 に検討 してもらい，しっか り

とした結論 を出 して もらう，②その結果，対策が必要 となれば，きちん とそ

の対策 工事等を行 う，③耐震バ ックチェックは，当面，平成14年 の津 波評

価 技術 に基 づ いて 実施 す るとい う方針 を決定 し，④土木学会の委員 を務 める

有識者 に以上 の方針 について理解 を求める とい う対応 をす るに とどま って

い ることを認 めることができる。

・ このよ うな対応 の当否又は適否 について検討 す るに，①土木学会 ・津波評

価部会 が平成16年 に実施 した地震 学者 等 に対 す るアンケー ト調査では，当

時，日本海溝沿いの領域で発生す る津波地震につ き地震学者 の間で も見解 が

分かれ ていた こと，② 日本海溝千島海溝調査会 の北海道 ワーキンググループ

では，平成14年 長 期 評価 の公 表 以 降 に得 られ た最新の科学的知見 も加 えて

昭和三陸地震 の震源 領域の南側で発 生す る地震 につ いて検討 が された もの

の，そのよ うな地震 については，防災対策 の対象 とすべき地震 か ら除外 され

たこ と，③土木学会 ・津波評価部会が第II期 （平成15年 か ら平成18年 ま

での 間） にお い て研 究 した確 率論的津波ハザー ド解析の手法 は，当時，開発

途上の段階にあ り，標準的な評価手順は確立 していなかった こと，④被 告東

京電力 がマイ ア ミ論文 を公表 した頃に行 った確率論的津波ハ ザー ド解析 で

は，福島第一原発1号 機 か ら4号 機iにつ い て，O．P． 十10mを 超 え る津
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波 が到来す る確率は10万 年 か ら100万 年 に1回 の確 率 で あ る と算 出 し

て いた こ と，⑤土木学会 ・津波評価部会 が第皿期 （平成18年 か ら平 成21

年 まで の間） にお いて 実施 し，地震学者 の比重 を4倍 と した ア ンケー ト調 査

で は， 「過去 に発生例がある三陸沖… と房総沖 …でのみ過去 と同様 の様式で

津波地震が発生す る」とい う見解が有力であった ことな どの諸事情が認 めら

れ る。

・ このよ うな諸事情に照 らせ ば，本件事故発生前，被告東京電力 において，

平成20年 津 波 試 算 にお け る想 定 津 波 の よ うな津波 が到来す る可能性 は完

全には否定で きない ものの，その ような津波が到来する可能性 は極 めて低 く，

現実的な可能性 はない と認識 していた もの としても，著 しく合理性 が欠 ける

とまでは認 め られず，また，上記 の認識 に基づ く対応 について も，著 しく合

理性が欠ける とまでは認 め られない。

・ したがって，被告東京電力において，本件事故の発生について認識 し，か

つ ，これ を認 容 していた とい う故意 があった と認 めることはできず ，また，

被告東京電力 に故意 と同視すべ き重過失があった と認 めることもできない。

4名 古屋地裁令和元年8月2目 判決

・ 結果 回避義務 との関係 では，予見可能性が認め られたか らといって直ちに

結果回避義務が生ず るものではな く，予見可能性 の程度 によって，求 め られ

る結果回避義務 が異な るとい うべ きである。す なわち，精度及 び確度 の高い

知見に基づいた試算が出 された場合 には，直ちに結果回避措置 を採 ることを

法的 に義務付 けることができる一方 で，規制行政庁や原子力事業者が投資で

きる資金や人材等は有限である以上，精度及び確度のそれ ほ ど高 くない知見

に基づ く試 算 しか得 られない場合 には，直ちに結果回避措置 を採 るこ とを法

的に義務付 けるこ とはできず，今後の結果回避措置の内容 ，時期等 について

は，規制行政庁の専門的判 断に委 ね られ るとい うべ きである。
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・ 長期評価 を公表 した推進本部は被告国が法律に基づいて設置 した公 的機 関

であ り，長期評価 は公 的見解 を示 した もの とい えるか ら，単な る一専門家の

論文等 とはその性格が異 なるものであ り，異論 はある として も，当時の地震 ・

津波の専門家の共通的な見解 を示 した もの として，その信頼性は一定程度認

め られ るとい え，長期評価の見解 について も，理学的に否定で きない もので

あるといえる。

・ 一方 で，長期評価の見解 において，M8程 度 の地 震 が発 生 し得 る とされ た

日本海溝付近の領域 については，当該領域で過去に発生 した とされ る3つ の

津波 地震 が発 生 した正確 な位置 は不 明であ り，慶長三陸地震及び延宝房総沖

地震 については，震源域 が明 らかでない とする見解 もあ り，津波地震ではな

い可能性 も指摘 されていたこと，三陸沖か ら房総沖までの 日本海溝沿い とい

う領域設定について，陸側 のプ レー トに太平洋 プ レー トが沈み込んでい る点

で構造が同 じであるとい う理 由で一つの領域を設定 している点につ き，それ

ほ ど強い根拠 があるわけではない とか，地震学の考 え方 としては異質で ある

との指摘 もあった こと，北部 と南部 とでは，地震の発生に影響 を及ぼすプ レ

ー ト間の固着 の強 さや堆積物の量 に違 いがあ るこ とが指摘 され ていた こと，

当該領域 内で過去 に発生 した地震 は3つ と少 な く，過 去 の地 震 のデ ー タが少

ない ことな どか ら，領域内の どこかで発生す ると考 えられるが，想定震源域

を特定できず，これ を公表 した推進本部 自身が，発生領域の評価及び発生確

率について，信頼度 を 「C： やや 低 い」 としてお り，そ の頭書において， 「な

お，今回の評価 は，現在 までに得 られてい る最新の知見を用 いて最善 と思わ

れ る手法に より行 った ものではあるが，データ として用いる過去地震 に関す

る資料が十分 にないこ と等に よる限界があることか ら，評価結果である地震

発生確 率や予想 され る次の地震 の規模の数値 には誤差を含んでお り，防災対

策の検討 な ど評価結果の利 用 にあたってはこの点 に十分留意す る必要 があ

る。」 と付記 してい ることが認 め られ る。また，長期評価の見解 は，中央防

災会議で採用が採 用 されなかったものであ り，これに対す る専門家の評価 も，
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専門家9人 中7人 が 「地震 又 は津波 の 専 門家 の統一的な見解や最大公約数的

見解 とは言い難い」， 「理学的根拠か ら発生が うかがわれ るとい う科学的コ

ンセンサスが得 られ てい る津波である とは考 えられていなかった」， 「直ち

に対策 を取 らせ るよ うな説得力のある見解 とは考 えられていなかった」，「実

際の防災対策 を してい く上で，明治三陸地震 と同 じよ うな津波地震が福島沖

で発生す ると考 えることは難 しいと考 え られ る」な どとい う否定的な もので

ある。

・ この ように，長期評価 の見解 は，一定程度の信頼性 は認 められ るものの，

その根拠 となったデータの少 なさや理学的根拠の不十分 さな どか ら，専 門研

究者 間で正 当な見解 として通説的見解 とい えるほ ど確 立 した知見であった

とはいえず，予見可能性の程度 は高度な ものではなかった とい うことができ

る。

・ 被告東京電力は，長期評価 の見解 を受 けて，その根拠 が不十分 であること

か ら，確定論 として取 り入れ ることはせず，確率論 に基づ く安全対策 の中で

取 り入れ てい くこ ととし，その旨保安院に報告 した ことが認 め られ る。この

ように，被告東京電力 は，長期評価 の見解 を受けて何 ら対策 をとっていなか

ったわけではな く，確率論に基づ く安全対策の中で取 り入れ よ うとしていた

といえるが，前記 の とお り，長期評価 の見解 はその根拠 となったデータの少

な さや理学的根拠 の不十分 さな どか ら信頼性 が必ず しも高 くなか った こ と

に鑑みれば，長期評価の見解を確定論ではなく確率論 に基づ く安全対策の中

で取 り入れ るとい う方針 は一定の合理性 を有す るものであった といえる。

・ 被告東京電力は，2008年 推 計 の結果 を把 握 した後 ， 土木 学会 に対 し，

長期評価 の見解の取扱いに関す る検討 を委託 し，平成24年10月 を 目処 に

結論 が 出 され る予 定 の 土木学会 の検討結果如何 では，津波対策 を講 じる予定

である としていたこ とが認 め られ る。 この よ うに，被告東京電力 は，長期評

価 の見解 について全 く対応 を とらなかったわけではな く，長期評価 の見解 を

どのよ うに取 り扱 うかについて検討 を重ねていた もの とい える。
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・ 被告東京電力が何 らの対策 も講 じていなかったわけではな く，自己の利益

を優先す るためにあえて対策 を遅 らせた といった事情 は認め られ ないか ら，

本件事故 の発生につき，故意又は これに匹敵す る重大な過失 があった とい う

ことはできない。

5山 形 地裁 令 和元 年12月17日 判 決

・ あ る事 象 が発 生す る こ との予見可能性の判断は，ある事象 が発生す るこ と

を予見 していたか どうかの判断 と異 な り，単純 にあったかなかったかの二者

択一になるものではな く，予見可能性の程度が問題 とな り得 る。予見可能性

の程度，換言すれば，予見対象 を予見すべ きであった といえる程度 に応 じて，

執 るべ きであった といえる措置の内容 も異 なって くる し，その ような措置 を

執 らなかった ことの合理性 の程度 も大 きく変わって くる。

・ 被告東電が原子炉施設 を安全に保 つために検討すべ き事項 には，津波へ の

対応 だけでな く多種多様 なものが あると認 め られ ること，被告東電は，本件

長期評価 について，決定論的な検討 では採用 しないが，確率論的津波ハザー

ド解析 の中で検討す ることとし，その後，土木学会の津波評価部会 と協力 し

て確率論 的津波ハザー ド解析 の開発 に取 り組 んできてその過 程でマイ ア ミ

論文 を発表す るな どしてお り，一定の対策 を講 じてきていた こと，また，新

耐震指針 が公 表 され た後 には耐震バ ックチ ェ ックを進 めてきていた こ とな

どを踏まえる と，仮 に，被告東電 に過失があった としても，これ を故意 と同

視できる重過失に当たるとまでい うこ とはできない。

他方 で，その余の判決 については，被告東京電力 の故意 ない し重過失は否

定 しつつ，過 失 （法的義務違反） までは認 定 してい るところ，重過失 を認 め

た前橋地裁判決を含 め，求 め られ る結果回避措置の内容は予見可能性 の程度

によって異 な り得 るとい う視点 を見落 とし，長期評価 の見解が知見 としての
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成熟度に乏 しいものであったことを無視 して，長期評価 の見解が政府 の公 的

機 関に より公表 され た とい う点 と，原告 らの主張す る津波対策が本件事故前

か ら技術的 には可能であった とい う点を安易に結びつ けて，本件事故発生以

前の時点で長 期評価 の見解 に基づ く確 定論 的津波対策 を講 じるべ き法律 上

の作為 義務 が あった な どとい う極 めて非現 実的な認 定 をして しまってい る

もので あ り，失 当で ある。判決の中には，長期評価 の見解 について政府 の公

的機 関によ り公表 され た ものであることを指摘す る論調 が見受 け られ るが，

そのよ うな論調 が失 当であることは前述 した とお りである。長期評価 の 目的

や 見解 自体 に記載 され てい る留保 を無視 して政府 の公 的機 関 によ り公表 さ

れた故 にこれ に従 うべ きであるとい うので あれば，中央防災会議 も全 閣僚等

か ら構成 され る公 的組織であるところ，同会議 の専 門調査会 が平成18年1

月 に行 った答 申 （これ に基 づ き，同年2月 に内閣総 理 大 臣 は地 震 防災 対策の

推進地域 の指 定を行 ってい る）は，長期評価以上に尊重すべき ものである と

ころ，同答 申作成 にあた り，長期評価 を明確 に防災対策の対象 か ら除外 して

い ることを重視すべ きである。

被告東京電力による法律上の義務違反の有無については，本件事故発生以

前 の時点 にお いて広 く受 け入れ られてい る科学的知見や原子 力安全確保 の

考 え方 に基づいて，本件事故発生以前の時点においていかな る 「法律上の行

為義務」が課 され ていたかが判断 され るべ きで あ り，本準備書面でも述べた

長期評価の見解 を巡 る専門的評価の状況か らすれば，本件事故発生以前にお

いて，長期評価の見解 に基づいて直ちに確 定論的津波評価 を行 って これに基

づ く津波対策 を講 じるべ き一義的 な法律上 の行為義務 が生 じていた とは解

す ることができない。 そ して，被告東京電力が，長期評価 の見解 については

確 率論 的津波評価の対象 として対応 についての検討 を行いつつ，確定論的津

波評価 の観点か らは長期評価の見解 に係 る専門的 ・科学的知見の状況 が定ま

っていない とい う状況 を踏ま えて，科学的知見の整理を行ってもらうために

土木学会に審議委託 を し，その結果 を踏まえて対応する としたことを捉 えて，
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被告東京電力に本件事故発生以前に課 されていた法律上の行為義務に違反

するものであったなどとは解 し得ないのである。

第9結 論

本件事故による原子力損害の発生につき被告東京電力に過失又は重過失

があり，これが慰謝料増額事由に当たるとする原告 らの主張はいずれも失当

で あ る。

以 上
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